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国立大学病院として新たなビジョンの実現を目指して

国立大学病院は、2019年度より長期にわたる新興感染症への対応という危機を経
験し乗り越えてきました。新型コロナウイルス感染症の感染症法上の類型も５類へと
変更され１年が経過し、各国立大学病院は通常の診療体制を取り戻しつつ、引き続き、
院内感染予防に細心の注意を払いながら高度医療を行っています。

また、光熱費・物価の高騰は、価格転嫁が許されない保険医療機関の経営に大き
な負担をもたらしています。国立大学病院においても医療費の増大が顕著になってお
り、収支における厳しい時代を迎えております。さらに、2024年度から「医師の時
間外労働の上限規制（いわゆる医師の働き方改革）」が実施され、これまで医師の長
時間労働に支えられてきた大学病院における診療・研究・教育のあり方にも根本的な
見直しが必要となる時代になっております。それに伴う人件費増も多くの負担になっ
ているのも事実であります。

国立大学病院には「我が国の医療の充実・発展に寄与する」というミッションがあ
ります。そこで、国立大学病院長会議では、教育、診療、研究、地域医療、国際化、
運営、歯科のそれぞれの分野について、過去の取り組みと将来へ向けての課題を整
理し、「グランドデザイン2016」を策定しました。その後、感染症パンデミックや医
師の働き方改革などの新たな大きな課題を踏まえて2022年に改訂された「グランド
デザイン2016（改訂版）」に掲げる国立大学病院が目指すべき将来像とその実現に
必要な35の提言のもと、PDCAサイクルを通じて、山積する課題に着実に取り組み、
目指すべき将来像を実現するため、「年次報告2023 ／行動計画2024」をとりまとめ
ました。

将来の社会環境は大きく変化しています。超少子高齢化・人口減少社会に伴う疾
病構造の変化や社会保障制度の変更のみならず、医療機関以外の業界や産業におけ
る医療・健康市場の変化、気候変動・環境問題、経済状況、国際関係、食料とエネ
ルギー、テクノロジーの進歩等は目まぐるしく、国立大学病院も大きな影響を受ける
であろうことが予測されます。そのような変
化の激しい社会においても、引き続き国立
大学病院に求められる役割を果たすため、
時代や社会情勢が変わっても揺るぎない価
値観を維持し、我が国の医療の充実・発展
に寄与すべく、国立大学病院長会議は積極
的な活動を続けていきます。

国民の皆さまには、より一層のご理解と
ご支援を賜りますようお願いいたします。

国立大学病院長会議　会長
千葉大学医学部附属病院長
大　 鳥　 精　 司
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国立大学病院について

■	国立大学附属病院数� 44 病院
１．医系� 42 病院
２．歯系� 1 病院
３．研究所附属病院� 1 病院

（注）	１．�北海道大学司法精神医療センター、神戸大学国際
がん医療・研究センター、九州大学別府病院含む

	 ２．大阪大学
	 ３．東京大学医科学研究所附属病院

■	一般病床内訳
普通病床 26,466床
ICU病床 628床
NICU病床 415床
救命救急センター病床 427床
RI病床 100床
GCU病床 442床
HCU病床 305床
MFICU病床 129床
SCU病床 66床
CCU病床 46床
PICU病床 12床
PHCU病床 1,764床
緩和ケア病床 58床
治験病床 37床
その他 20床

■	承認病床数� 32,712 床
１．一般 � 30,915 床
２．精神病床� 1,706 床
３．結核病床� 40 床
４．感染症病床� 45 床
５．療養� 6 床

2023 年６月１日現在
出典：2023 年病院資料（診療・組織）
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●教育担当 ◯医師臨床研修協議会
◯オンライン臨床教育評価
　システム運営委員会

●研究担当 ◯臨床研究推進会議

●企画・運営担当 ◯大学病院医療情報
　ネットワーク協議会

●診療担当 ◯医療安全管理協議会
◯感染対策協議会
◯国際化協議会

●歯科担当

○北海道・東北地区　　　○関東・甲信越地区
○近畿・中部地区　　　　○中国・四国地区
○九州地区

2024.6.1現在

常置委員会

事務部長会議

理事会

監事

地区会議

○総務委員会

●データベース管理委員会

国
立
大
学
病
院
長
会
議
（
社
員
総
会
）

事
務
局

国立大学病院長会議 組織図
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国立大学病院長会議では
2012年に初版の｢グランドデザイン｣を策定し、
これを基に行動してまいりました｡

そして2016年、
社会情勢の急速な変化に対応すべく、
これまでの取組みについて検証し、
現状の課題を抽出し、35の提言を行動規範として、
2025年のあるべき将来像を実現するために、
｢グランドデザイン｣を改訂しました。

Mission to Action ........ 
for the Realization of our Prosperous Future.

さらなる医療の質的向上と、国民の福祉 ･ 健康に貢献する
ために、全国の国立大学病院がこのグランドデザインを道
標として、たゆまぬ努力を重ねてまいります｡

35の提言を礎に、
医療の質向上と国民の福祉に貢献し、
2025年のあるべき姿を実現します

提言１ 国立大学病院が、地域・大学病院間のネットワークを
活用し、リサーチ・マインドを有する専門医育成の中心的役割
を担う

提言２ 診療参加型臨床実習のさらなる充実を図り、関連施設と
連携して医学教育の質保証に取り組む

提言３ 臨床技能の習得や医療安全推進のために、シミュレー
ション教育に用いる機材・プログラムを充実し、教育に従事す
る人材を育成する

提言４ 指導教員の臨床教育に関する業績について共通した評
価方法を確立し、臨床教育指導体制を充実させる

教育
P13

これまでの取組み

現状の課題

35の提言

2025年の
将来像実現へ
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提言１ Society 5.0 に向けて、学生、教員、社会に配慮した
ICT、AI、IoT、VR 等を利用した新しい歯学臨床教育を推進する

提言２ エビデンス構築のために歯科疾患・治療の評価系（臨
床検査）の強化と特定臨床研究を推進する

提言３ オーラル・デジタルトランスフォーメーション（DX）
の基盤整備を推進する

提言４ 災害拠点病院として「災害派遣歯科医療チーム」を配
備し、災害フェーズ（超急性期〜慢性期〜復興期）に合わせた、長
期的視野で多職種連携医療活動をする災害医療体制を強化する

提言５ 歯科的口腔情報の活用のための大規模データベース構
築および照合・判定システム開発に向けた、医工学技術を利用
した研究を推進し、法歯学的医療活動の効率化を図る

提言６ 世界をリードする高齢化歯科医療の先駆者として、歯
科医療と歯学教育における国際連携体制を構築する

提言７ 救急・災害時を含めた地域包括口腔医療システムの口
腔医療の拠点としての役割を果たすため、口腔科学研究・医療
を広く推進する統合的医療研究体制を構築する

提言１ 病院長の権限を明確化するとともに、病院のガバナン
スの強化を図り、国立大学病院のマネジメント力を高める

提言２ 国立大学病院の中長期的な財政計画の立案・実行を可
能とする制度を確立し、病院経営の安定化を図る

提言３ 国立大学病院で勤務する職員の標準的な人事労務モデ
ルを確立し、当該職員がより活躍できる職場環境を整備する

提言４ データベースセンター及び病院長会議の機能を充実し、
国立大学病院の運営基盤の一層の強化を図る

提言５ 大学病院で働く医師の特性を踏まえた働き方改革を推
進する

P63

P73

提言１ 外国人に対する医療サービスを充実・強化し、質の高
い日本の医療を提供する

提言２ 日本の医療の人材・技術・システムを積極的に海外展
開し、国際貢献に寄与する

提言３ 海外からの医療人受入を推進し、教育・診療・研究を
通じて、相互の医療レベルの向上を図る

提言４ 情報通信技術の整備・活用により、海外拠点病院群と
の連携を強化し、世界をリードする医療連携を構築する

提言５ 国際医療を担う専門部門を国立大学病院に設置し、専
門部門間の連携を強化することにより、上記提言を実現する

P53

提言１ 地域の行政や医療関連団体とも連携し、経年的な疾病
構造等の変化だけでなく、新興感染症への対応や働き方改革に
も配慮した地域医療提供体制の維持に向け主導的役割を担う

提言２ 職種をこえ地域に貢献する経営や危機管理を担える医
療人を育成する

提言３ 多様化し、すみずみまでいきわたるメディカル ICT を
活用した地域医療体制を構築する

提言４ 自治体・地域医療機関／医師会との連携等を強化し、
またオールハザードにより有効に対応しうる BCP を準備し、
それぞれの地域における危機管理に積極的に参画する体制の構
築を図る

P43

提言１ 研究倫理遵守を徹底し、臨床研究の信頼性・安全性を
確保し、適正な研究活動に邁進する

提言２ 臨床研究に係る人材を育成し、研究マインドを向上さ
せるシステムを構築する

提言３ 先端医療の研究・開発を推進するために必要な人材を
確保し、基盤を整備する

提言４ 最新のテクノロジーを取り入れた持続可能な臨床研究
実施体制を整備することにより、国際的競争力を有する新たな
医療技術の開発を一層推進する

提言５ 国立大学病院の臨床研究に関する情報を研究者に限ら
ず広くわかりやすく患者・市民にも発信する

研究
P33

提言１ 患者視点に立った医療の透明化と、確固たるガバナン
スに基づいた安全で質の高いチーム医療を推進する

提言２ 医療倫理を遵守する体制を構築し、高難度最先端の医
療を安全に提供する

提言３ 政府が推進する規制改革を最大限に活用し、早期安全
に新規医療を提供する

提言４ 国立大学病院の組織的・人的基盤を整備し、高度医療
の安全な提供と開発及びそれに対応できる人材を配置する

提言５ 医療の質に関する指標を設定し、診療の評価・改善を
行うとともに社会へ公表する

P23
国際化診療

運営

地域医療

歯科
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グランドデザイン
2016 提言 行動計画 2023 2023 年度の取組み及び成果 行動計画 2024／行動計画 2024の詳細説明 ページ

1

国立大学病院が、地域・
大学病院間のネット
ワークを活用し、リ
サーチ・マインドを有
する専門医育成の中心
的役割を担う

専門研修プログラム策定にあたっ
て

臨床にかかわる研究・教育の中心的役割を担
う専門医師を育成することを目的として
2021 年度に創設された「臨床研究医コース」
については、2024 年度に 17 の国立大学病
院で、計 7 領域 22 コースを設置した。

専門研修プログラム策定にあたって

臨床教育管理部門／キャリア形成支援部門などによる専攻医／
指導医の教育体制向上を図るとともに、地域／大学病院間ネッ
トワークの管理体制を整備する。さらに、各国立大学病院で蓄
積されたノウハウを共有し、リサーチ・マインドを有する専門
医育成を推進する。また、働き方改革の専門研修プログラムに
及ぼす影響についても情報収集・評価を行う基盤づくりを行う。

14

2

診療参加型臨床実習の
さらなる充実を図り、
関連施設と連携して医
学教育の質保証に取り
組む

診療参加型実習の本格実施に向け
た実習内容の評価と質の保証

診療参加型臨床実習の充実を目指した先進事
例を取りあげた。学内教育現場の指導者と他
大学の Good Practice の共有や EPA の実
質化にむけたグループワークをおこなうとと
もに、シミュレーション教育の充実に向けた
専門家の育成などの事例を紹介した。

診療参加型臨床実習の実質化

診療参加型臨床実習の実質化を図る。医学教育モデル・コア・
カリキュラムに含まれている診療参加型臨床実習実施ガイドラ
インの周知を図り、Good Practice を共有する。

15

3

臨床技能の習得や医療
安全推進のために、シ
ミュレーション教育に
用いる機材・プログラ
ムを充実し、教育に従
事する人材を育成する

シミュレーション教育の充実

共用試験公的化初年度であり、臨床実習の準
備教育としてのシミュレーション教育の重要
性が高まった。また、コロナ禍を経て、VR
や遠隔シミュレーションといった最新の ICT
を活用したシミュレーション教育が実践され
た。

安全な臨床実習に向けたシミュレーション教育の充実

臨床実習の準備教育とともに、臨床実習においても適切にシ
ミュレーション教育を導入し、安全な診療参加型臨床実習を推
進することが望まれる。
Good practice の事例収集とともにそれらの共有、活用を推
進する。

16

4

指導教員の臨床教育に
関する業績について共
通した評価方法を確立
し、臨床教育指導体制
を充実させる

教育担当教員に対する業績の評価

指導教員の臨床教育に関する業績評価法を確
立するため、国立大学病院及び医学教育分野
別評価における自己点検評価書等を対象とし
た調査を行い、臨床教育における指導体制の
現状を把握した。さらに、先進的な取組みを
行っている施設を参考に、適切な業績評価を
取りまとめ、臨床教育における指導体制のあ
り方を検討した。

オンライン臨床教育評価システムを用いた教育担当教員に対す
る業績の評価

2023 年度までの調査をもとに、オンライン臨床教育評価シス
テム（EPOC）を用いて指導医の臨床教育業績に関する評価方
法を整備する。CC-EPOC（診療参加型臨床実習版）、PG-
EPOC（医師臨床研修版）の、指導医の入力項目及び学修者に
よる指導医評価のデータを用いて、臨床教育に関する業績の評
価方法の確立を目指す。活動にあたっては、本常置委員会の下
部組織である EPOC 運営委員会との連携を予定している。

17

主な活動内容と今後の方向性

教育
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グランドデザイン
2016 提言 行動計画 2023 2023 年度の取組み及び成果 行動計画 2024／行動計画 2024の詳細説明 ページ

1

患者視点に立っ
た医療の透明化
と、確固たるガ
バナンスに基づ
いた安全で質の
高いチーム医療
を推進する

患者視点に立った
わかりやすい医療
を 実 践 す る た め
に、職種間連携を
取り入れつつ持続
可能な体制を堅持
する

患者理解度向上のためのカルテ記載の標準化や、カルテ監査による
質管理に取り組む施設が多く見られた。IC の承認制度を採用する
等の分かりやすい説明の標準化や動画等の補助資料の導入も進む
が、人員不足も課題となっている。
クリニカルパス委員会の設置や適用数が増加した。バリアンス分析
と感染制御を連動させる試みも見られるが、分析人材の確保等が課
題となっている。
多くの施設で M&M が行われているが、病院全体で実施する際の
日程調整や科単位で実施する際の全体への共有方法が課題である。 
多くの施設で QI を設定している。質改善の PDCA サイクルを回
す上で必要な分析を行うには人員不足が課題である。
多職種にわたる人材育成を推進して医師の働き方改革への準備は加
速しているが、人員確保と教育、キャリアプランの構築が課題であ
る。一部の施設では待遇改善により定着率向上を図る動きが見られ
るが、人材確保に苦労する状況が続く。

患者視点に立ったわかりやすい医療の基盤となる体制の継続的
改善により、安全で質の高いチーム医療を推進する

患者理解度を改善するため、働き方改革であっても看護師同席
率を向上させる仕組みを構築する。患者理解度・看護師同席率
等の指標をさらなる患者理解度の改善につなげ、患者への説明
用資料（IC 用紙を含む）をアップデートする仕組みを検討する。
働き方改革と安全かつ良質な医療を両立させるために、①クリ
ニカルパスを更に充実させ安全で効率的な医療を実践する、②
M&M で得られた知見を病院全体で共有し医療の質向上につな
げる仕組みを構築する、③ QI を PDCA サイクルを回すため
の指標とし医療の質改善に実際に役立てる、④ドクターズク
ラーク、特定行為看護師のみならず、大学病院内の多職種間で
タスクシェア、タスクシフトを継続して進める。
①〜④に不可欠な持続的人材確保に必要な財政支援を行政に要
求する。
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2

医療倫理を遵守
する体制を構築
し、高難度最先
端の医療を安全
に提供する

多職種における臨
床倫理の醸成に基
づく医療安全管理
体制の確立と、安
心な高難度最先端
医療の提供

高難度新規医療技術や未承認等の医薬品・医療機器の提供にかかる
審査委員会では多職種の参加が実践されている。多くの施設で申請
数が増加し、審査委員等の業務の負担が増えている。審査システム
面での改良が進んでいる一方、委員のスキルアップや質を向上のた
めの講習会に関する取り組みは不十分である点が否めない。また、
審査の質を担保しつつ迅速化・効率化を図るための策を講じる必要
もある。
インシデントレポートの提出や管理について改良が図られている
が、提出状況は部署間で格差もあり、レポート提出後の検証もさら
なる推進が望まれる。
リスクの高い医療行為の認定制度は、多くの施設で中心静脈カテー
テル挿入に関する実施医および指導医の認定制度が取り入れている
が、これらの制度の維持には、指導医や運営担当事務の負担も大き
く、対応策を講じる必要もある。

高難度最先端医療を適時・適切に提供する審査の質を向上する

安全・安心に高難度最先端医療や未承認・適応外の医薬品や医
療機器を提供するためには、各医療技術の有効性や危険性、医
療倫理の観点から実施妥当性や問題点の有無について迅速かつ
適切に判断を行うことのできる審査体制の確立が必須である。
このためには院内の各専門職種において、医療安全や医療倫理
に対する理解と、これらを遵守する意識の醸成が求められる。
また、各医療技術の提供にかかる審査体制の質の向上を図って
いくことも必要である。このため、審査委員会の構成員のスキ
ルアップを目的とした継続的なプログラムの実践が望まれる。
さらに、各施設における審査件数が増加している現状の中で、
審査員や運営を担当する職員の業務負担の軽減策を講じるた
め、審査の効率化やタスク・シェアなどについての検討も必要
である。
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3

政府が推進する
規制改革を最大
限に活用し、早
期安全に新規医
療を提供する

治験・特定臨床研
究・ゲノム医療・
AI 診療など先進
的医療を推進する
研究基盤の充実と
継続可能な体制作
り

人材確保への積極的な取り組みが見受けられた。オンラインを活用
したがんゲノム医療の普及も少しずつ進展が見られた。
しかし、教員人材や資金、特に遺伝カウンセラーやバイオインフォ
マティシャンの不足は大きな課題として残る。また、業務量の増加
が指摘されており、環境整備が急務である。
がんゲノム医療等の先進的医療が一部の地域に偏って展開されてお
り、地域間でのアクセス格差が生じている。
総じて、2023 年の行動計画に基づく取り組みは一定の進展を見せ
ているが、多くの課題も残っており、提言の目指す持続可能な先進
的医療の推進に向けて、さらなる努力が求められる状況である。

治験・特定臨床研究・ゲノム医療・AI 診療など先進的医療を
推進する人材・育成強化・運営資金の確保、及びオンライン教
育の拡充

遺伝カウンセラーやバイオインフォマティシャンなど専門職に
対する持続可能な人材育成プログラムの確立と、これらの施策
を支えるための安定した財源の確保が必須であり、公的資金の
拡充や民間からの資金調達など、多角的な資金確保策を模索し、
実行に移す。
また、オンライン教育を拡充し、遠隔地でも最新の医療情報や
技術を学べる環境を整備することで、全国どこでも先進的医療
を提供できる体制へとシフトする。
これらの取り組みを通じて、働き方改革を実現し、医療従事者
の働きやすい環境を整備することで、医療の質の向上と、先進
医療の普及を加速させ、最終的には、地域間の格差を解消し、
全国どこでも高水準の医療が受けられる社会の実現を目指す。
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4

国立大学病院の
組織的・人的基
盤を整備し、高
度医療の安全な
提供と開発及び
それに対応でき
る人材を配置す
る

専任職員の長期的
な人材育成と能力
評価システムの構
築

国立大学病院は高難度医療の提供と先進医療の開発を担っており、
医療安全の確保、感染制御部門の確立、倫理教育・審査等の構築が
必須である。各領域において専任職員の配置が進んでいるが、有期
雇用職員として配置が多く、継続的な雇用や人材育成のための財政
確保は依然課題である。
特に医療倫理の専門職の確保は困難であることが課題として挙げら
れる。
そのような状況ではあるが、専任職員も配置し、臨床カンファレン
スに臨床倫理コンサルタントが参加している施設等もある。
キャリアパスの構築は十分に整備されていない状況であり、今後の
課題である。
各施設において高難度医療の安全な提供と先進医療の開発を支援す
る体制の構築が引き続き望まれる。

専任職員の人材育成と評価システムおよび倫理教育・システム
の構築

国立大学病院として、高度医療の安全な提供と新規先進医療の
開発を求められている。その実現のために様々な専任職員の配
置が進んでいるが課題も多い。各専門職の継続的な雇用の確保、
長期的な人材育成、そのための財政確保を進めなければならな
い。各専門職の専門性に応じたキャリア支援、そのための適切
な能力評価を早急に確立する必要がある。また、倫理教育・審
査システムに関するニーズが高まっているにもかかわらず、そ
の人材育成や基盤構築は十分に進んでいるとはいえない。引き
続きの協議、検討が必要である。
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5

医療の質に関す
る 指 標 を 設 定
し、診療の評価・
改善を行うとと
もに社会へ公表
する

様々な医療の質に
関する指標を、診
療の質向上に活用
するとともに、社
会へ公表

国立大学病院の 42 病院のうち 1 大学を除き医療の質の指標を公表
し、4 大学が新たな取り組みを実施または予定している。自己の評
価や改善について、工夫していることが窺えるが、各指標の定義や
基準の統一が困難なこと、データ作成や活用に専門的知識が必要で
長時間を要すること、分析方法に統一性がないこと、地域特性の考
慮が困難なこと、人事異動による人材育成の問題が存在し、業務の
質を担保すること、継続的な精度の向上が求められること等の課題
も数多く存在する。

様々な医療の質に関する指標を、診療の質向上に活用するとと
もに、社会へ公表

構築された診療機能の分析・フィードバック体制を活用し、自
己の評価・改善の共通指標の設定について、さらなる改善を進
める。ベンチマーク分析を診療の質や精度の向上に活用するた
めの具体的な取り組みを推進する。評価結果を継続的に社会へ
公表し、大学病院の社会的説明責任を継続的に果たしていく。
各指標に対する定義や基準の統一化は困難であるが、実態調査
などを進めていく。
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1

研究倫理遵守を徹底
し、臨床研究の信頼性・
安全性を確保し、適正
な研究活動に邁進する

研究倫理遵守の徹底と臨床研究
の信頼性・安全性の確保

・「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する
倫理指針」の改正内容について意見交換および情報
共有を行った。また、臨床研究法および倫理指針の
適正な実施に関連し、教育・研修の方法や管理、不
適合事案や逸脱の収集や管理、具体的な事案につい
ての事前アンケート結果を共有し、意見交換を実施
した。
上記の情報共有および意見交換を通して、各施設で
臨床研究の信頼性・安全性を確保し、適正な研究活
動を実施するための課題解決に役立てている。

研究倫理遵守の徹底と臨床研究の信頼性・安全性の確保

臨床研究推進会議 TG1（サイト管理）と連携し、臨床研
究に関する指針や法規制の定期的な見直し等に対応し、臨
床研究の適正実施のための取り組みを継続して強化する。
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2

臨床研究に係る人材を
育成し、研究マインド
を向上させるシステム
を構築する

臨床研究に係る人材の育成と研
究マインドを向上させるシステ
ム構築

・研究者育成については、各施設における「特定臨
床研究について研究者をエンカレッジする方法」を
調査し情報共有した。
・学部・院生教育については、生物統計家が不足す
る中、生物統計学に関する講義や実習等の各大学の
取り組みを紹介し、各大学の担当者から見た課題に
ついて情報収集している。
・医療系の橋渡し研究者・アントレプレナー育成に
ついては、2023 年度から TG4（教育・研修）の
実務者によるサブグループを設置して、課題抽出、
情報共有、対応検討を行っている。また、2023 年
度も Research Studio 等の活動を共有しながら継
続して進めている。

臨床研究に係る人材の育成と研究マインドを向上させるシ
ステム構築

臨床研究推進会議 TG4（教育・研修）と連携し、以下の
活動を行う。
①研究者を対象とする共用シラバスについて、その運用体
制や教材整備に取り組む。
特に、各大学の臨床研究の推進策の共有や、地域ブロック
内での連携基盤の整備を行う。　　
特に、地域ブロック内での連携を促し、基盤を整備する。
②研究マインドを向上させるため、学部教育に導入すべき
項目を検討し、適宜、提言を行う。
特に、生物統計に関する教育体制について引き続き調査し、
対応を検討する。
③医療系の橋渡し研究者育成プログラムの普及を図るとと
もに、各大学にて整備すべき事項について検討する。
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3

先端医療の研究・開発
を推進するために必要
な人材を確保し、基盤
を整備する

先端医療の研究・開発推進のた
めの人材確保と基盤の整備

・「人事評価とキャリアアップ」の好事例などを共
有し、各大学での取り組みに生かすとともに、臨床
研究推進会議の Website 等を通して広く一般に発
信している。
・医師の働き方改革に対応する臨床研究支援活動に
ついて、各大学での取り組みを共有し、現在の研究
レベルを維持するための臨床研究支援体制の整備に
ついて検討している。
・データセンター、プロジェクトマネージャー、
CDISC、モニタリング、RBA、DCT、生物統計に
関する最新の情報を共有し、臨床研究の実施支援体
制の補強強化に役立てている。また、各種勉強会等
も企画・実施している。

先端医療の研究・開発推進のための人材確保と基盤の整備

臨床研究推進会議 TG3（ARO ／データセンター）および
TG5（人材雇用とサステナビリティ）と連携し、以下の
活動を行う。
①臨床研究医師・歯科医師、CRC、モニター、データマネー
ジャー、生物統計家などの専門職人材の大学間連携（ノウ
ハウ共有、相互支援、人材交流、コミュニケーションツー
ル活用など）に向けて、成功事例を共有することにより、
各大学における取り組みを強化する。
②研究開発の支援基盤維持のために、臨床研究支援に関連
する人材定着に向けた人事制度（適正評価、キャリアアッ
プ）の構築に取り組む。
③先端医療の研究・開発推進のための基盤となる ARO な
どの整備を大学の特徴および RBA や DCT などの新しい
研究手法に合わせて行い、さらに大学間の連携によりこれ
を補完・強化し研究活動の支援ができる体制を構築する。
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4

最新のテクノロジーを
取り入れた持続可能な
臨床研究実施体制を整
備することにより、国
際的競争力を有する新
たな医療技術の開発を
一層推進する

最新のテクノロジーを取り入
れ、国際的競争力を有する新医
療技術の開発促進

・国立大学病院のそれぞれの施設が得意とする研究
分野の調査結果を取りまとめ、検索や問い合わせ機
能を備えた「臨床研究マッチングサイト」を開発・
運用している。（2023 年度登録件数：1431 件）
・多施設共同臨床研究による症例集積性向上の目的
で「フィージビリティ調査システム」を開発・運用
している。（2023 年度調査実績数：4 件）
・デジタルテクノロジーを活用した臨床研究を実施
体制整備のため、臨床研究 DX 推進 TF を設置し、
実態調査や製薬産業界との意見交換を通して、臨床
研究推進会議として今後取り組むべき課題を整理す
べく活動している。

最新のテクノロジーを取り入れ、国際的競争力を有する新
医療技術の開発促進

臨床研究推進会議 TG2（ネットワーク）および臨床研究
DX 推進 TF と連携し、以下の活動を行う。
①国立大学病院のネットワークを活用した臨床研究マッチ
ングサイトおよびフィージビリティ調査システムの利用を
さらに推進する。
②デジタルテクノロジー活用した臨床研究を実施できる体
制整備を推進する。
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5

国立大学病院の臨床研
究に関する情報を研究
者に限らず広くわかり
やすく患者・市民にも
発信する

国立大学病院の臨床研究に関す
る情報を研究者、患者・市民に
広くわかりやすく発信

・臨床研究推進会議の活動内容等を広く紹介するた
め、「第 23 回 CRC と臨床試験のあり方を考える会
議 2023 in 岡山（9/16-9/17）」、「第 44 回日本臨
床薬理学会学術総会（12/14-12/16）」および「日
本臨床試験学会第 15 回学術集会総会（3/7-3/9）」
でブース展示を行った。
・臨床研究推進会議 Website 上で、活動で得られ
た成果物等を一般公開し、より多くの方に活用いた
だけるよう、積極的な発信を行っている。
・国立大学病院データベースセンター調査の正確な
データ収集のための説明会実施や、調査結果をわか
りやすくまとめて臨床研究推進会議で周知した。

国立大学病院の臨床研究に関する情報を研究者、患者・市
民に広くわかりやすく発信

臨床研究推進会議事務局は国立大学病院データベースセン
ターおよび国立大学病院データベースセンター調査 TF と
連携し、以下の活動を行う。
①大学病院の研究内容と研究成果を調査し、様々な媒体を
通じて発信する。
②国立大学病院の研究パフォーマンスを正確に評価し、研
究の活性化につながる情報を発信する。
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グランドデザイン
2016 提言 行動計画 2023 2023 年度の取組み及び成果 行動計画 2024／行動計画 2024の詳細説明 ページ

1

地域の行政や医療関連
団体とも連携し、経年
的な疾病構造等の変化
だけでなく、新興感染
症への対応や働き方改
革にも配慮した地域医
療提供体制の維持に向
け主導的役割を担う

第 8 次地域医療計画を見据えた、
医療提供体制整備への積極的な関
与

第 8 次地域医療計画は地域医療構想と並行
して整備され、全国的に病床削減が計画され
た。しかし医療従事者の確保困難が先行し、
地域によっては構想以上の病床減少が懸念さ
れている。今後、医療機関はさらなる平均在
院日数の短縮や患者意思決定の迅速化が求め
られる。第 19 回国立大学医療連携・退院支
援関連部門連絡協議会では対策として①
Patient Flow Management の一元化、②
地域連携における医療 DX化の推進、③適切
な意思決定支援の推進における国立大学病院
の役割などが議論された。大学病院における
医療連携部門の充実と機能強化が喫緊の課題
である。

国立大学病院における医療連携部門の機能と人材育成力を強化
する

医療連携部門は医師や看護師、ソーシャルワーカー、事務職員
などの多職種で成り立ち、個々の職種が地域医療に精通するた
めの努力を重ねている。もともと高度先進医療を担う大学病院
の地域医療連携は、一般病院より特殊性が強い。しかし大学病
院の多くは短い期間で人事異動を繰り返すため、部門スタッフ
が専門職として研鑽を積むための時間や予算は確保できていな
い。また連携部門は医療安全や感染制御部門ほどのキャリアパ
スが整備されておらず、大学病院内における地位は極めて不安
定である。大学病院は医療連携部門が専門職であることを認識
し、人材確保と人材育成を心がけることが肝要である。

44

2

職種をこえ地域に貢献
する経営や危機管理を
担える医療人を育成す
る

キャリア形成とリスキルを通じて
人材が地域で最大限に活躍できる
環境を推進する拠点としての国立
大学病院の形成

各国立大学病院におけるキャリアパスの現状
ならびに地域に貢献する医療人の育成に関す
るアンケート調査を実施した。職種ごとの
キャリアパスの整備は、全病院にて整備され
ているものの、職種にばらつきがあった。他
の国立大学病院との共有は 2 割にとどまっ
たが、地域との共有は 8 割をこえた。職種
をこえたキャリアパスは 1 割にとどまった。
リカレント教育、リスキル教育の実施は 7
割で、院外にも向けた実施は半数以上であっ
た。多職種連携、地域連携の教育の実施は減
少傾向であった。経営人材については2割弱、
危機管理人材については 4 割、サイバーセ
キュリティ人材については 1 割弱が実施し
ていた。

各国立大学病院で異なる職種ごとのキャリアの取り組みや、経
営や危機管理の人材育成についてのあるべき姿を検討する

国立大学病院ごとにばらつきがみられる職種ごとのキャリアパ
スの整備状況について、地域医療の充実を前提に、医師の働き
方改革や経営の効率化、人手不足の中での働き手の確保という
点からあり方を検討する。また、地域医療に寄与するリカレン
ト教育およびリスキル教育のあり方の共有について検討する。
さらに、各国立大学病院に限らず、地域の医療機関の事業が滞
らないための人材育成について、経営危機を乗り越えるための
経営人材の育成、コロナ禍やサイバー攻撃による事業継続の危
機に対応する人材の育成について検討する。
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3

多様化し、すみずみま
でいきわたるメディカ
ル ICT を活用した地
域医療体制を構築する

地域医療の連携を強化し、患者体
験を改善する情報通信技術を活用
した医療の推進

各国立大学病院の地域医療連携における情報
通信技術活用とセキュリティについての調査
を実施した。6 割が EHR による地域の医療
機関と情報共有しており、2 割が PHR によ
る患者や家族と情報共有していた。半数は、
計画書や同意書、会計書類の管理に情報連携
技術を用いていなかった。D to P のオンラ
イン診療や遠隔モニタリング、D to D の遠
隔医療にくらべ、D to P with D は取り組み
が少なかった。システム監査は 8 割で行わ
れているものの、外部との連携への監査は 1
割以下であった。外部との接続についてセ
キュリティへの取り組みが遅れているという
課題が明らかになった。

デジタルファーストの地域医療連携と、連携を前提としたサイ
バーセキュリティのための取り組みを推進する

EHR や PHR の活用によりすすめられている地域の医療機関や
患者との情報共有を拡大する。とりわけ、紙でやりとりされて
いる様々な書類についてデジタルファーストの文書管理を進め
る。遠隔医療については、従来の取り組みに加え、D to P 
with D を取り入れることで、国立大学病院と地域の医療機関
との役割分担と連携強化の可能性を検討する。従来の各大学病
院内に限ったサイバーセキュリティの取り組みに対し、情報通
信技術を用いた地域連携が進められていることを前提としたセ
キュリティのあるべき姿を検討する。

46

4

自治体・地域医療機関
／医師会との連携等を
強化し、またオールハ
ザードにより有効に対
応しうる BCP を準備
し、それぞれの地域に
おける危機管理に積極
的に参画する体制の構
築を図る

現状の国立大学病院間連携体制の
実態や同連携体制に対する意識に
ついて調査を実施し、その在り方
を検討する

昨年度のアンケート回答「国立大学附属病院
相互支援に関する協定」加盟 39 大学に対し、
COVID-19 感染拡大時における国立大学病
院間連携にかかるアンケート調査を行った。
同協定を COVID-19 対応連携の仕組みと認
識していなかった大学は 33 大学、うち感染
拡大後も他の国立大学病院との連携強化をし
なかった大学は 30 大学で、その主な理由と
して自治体の仕組みが機能していたから（6
大学）、他の大学に遠慮したから（5 大学）
などだった。同協定の周知およびその実効性
の範囲についての検討が必要と思われた。

「災害時等における国立大学附属病院相互支援に関する協定」
のブラッシュアップとその啓発のあり方について検討する

DMAT においても、COVID-19 感染拡大時に国の要請により
感染制御支援、業務継続支援を実施したことからわかるように、
地震や津波、台風等とは異なる新興感染症パンデミックについ
ても一種の「感染災害」として認識されつつある。また 2023
年度に実施したアンケート調査結果からも、同協定が広く周知
されてはいないと思われる。以上より 2024 年度は「災害時
等における国立大学附属病院相互支援に関する協定」について、
新興感染症パンデミック等にも幅広く運用可能な協定へのブ
ラッシュアップやその啓発のあり方について検討する。
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国際化

グランドデザイン
2016 提言 行動計画 2023 2023 年度の取組み及び成果 行動計画 2024／行動計画 2024の詳細説明 ページ

1

外国人に対する医療
サービスを充実・強
化し、質の高い日本
の医療を提供する

ポ ス ト COVID-19
を踏まえて外国人患
者からの医療ニーズ
変革に向けた体制強
化と認定医療通訳
士、国際共同臨床研
究者の人材育成

2023 年 12 月現在、北海道大学、大阪大学、神戸大学、広島
大学、九州大学の 5 大学の医学部附属病院が、外国人患者受
入れ医療機関認証（JMIP）を受けるなど、国立大学病院にお
いても、在留外国人を含む外国人患者受け入れ体制の構築が継
続して行われている。大阪大学医学部附属病院では、2022 年
度まではオンライン対応であった医療通訳養成コースや外国人
医療従事者の病院見学の実地研修が再スタートした。2023 年
11 月には、東京大学で開催されたグローバルヘルス合同大会
において、医療通訳認定講座および国際共同臨床試験認証制度
を実施した。

・多様化する外国人患者からの医療ニーズに柔軟かつ適切に
対応できる病院の体制強化
・認定医療通訳士および国際共同臨床研究者の人材育成の促
進

2023 年 5 月 8 日に COVID-19 が 5 類に移行して以来、訪
日外国人数はコロナ前以上に増加している。また技能実習生
などアジア出身者の増加は顕著である。2024 年度には新た
に「育成就労制度」も開始される予定である。こうした制度
によって増加が見込まれるアジア出身の労働者の中には、英
語が通じない人々も多く含まれるため、特に留意が必要であ
る。その一方、在日コリアンや中国帰国者、日系南米人等の
間では高齢化が進んでいる。それらを踏まえると、外国人患
者の医療ニーズの多様化に合わせた迅速かつ適切な体制強
化、院内文書の改訂、人材研修および育成の継続が必須と考
える。OJT や ICT 機器を用いたオンライン授業、講習会を
活用しつつ、臨床現場での研修および育成を継続的に推進し、
質の高い医療体制の構築と医療通訳者の育成を行う。
国際臨床研究についても今後さらに活発化することを踏ま
え、認定制度を活用した臨床試験人材のレベル向上、国際共
同臨床試験・治験の質の向上、推進、共同研究実施のプラッ
トフォームを拡充する。

54

2

日本の医療の人材・
技術・システムを積
極的に海外展開し、
国際貢献に寄与する

発展途上国での医療
技術トレーニングセ
ンター設立と継続的
支援について検証す
る

少ない規模と予算で人材・技術・システムを積極的に海外展開し、
効果を最大化する現地医療技術トレーニングセンターを構築し、
継続的にセンター運営をサポートしていく検証を行うこととし
た。
2022 年に立案した、マイクロトレーニングセンター設立のプロ
ジェクトについて、最適な設置場所・医療機器の選定・搬入・
メンテナンス方法・トレーニングのためのスタッフ配置などを
詳細に立案した上で、実行することとした。2023 年 6 月に三
重大学よりザンビア大学医学部へ訪問し、トレーニングセンター
設立準備に向けての最終の話し合いを行い、設立に向けての最
終合意を得た。しかし MOU 締結の取り決めについて調整に時
間を要し、センター構築準備までの検証となった。この中で、
関係各所への丁寧な説明と同意に最も時間が必要であることが
分かった。

途上国での医療技術トレーニングセンター設立の支援方法の
マニュアル化

日本が誇る医療技術に関して、マイクロサージャリートレー
ニングセンターの設立準備が、先方の合意文書締結に時間を
要し、開設が 2024 年度にずれ込んだ。このことを踏まえ、
2024 年度はトレーニングセンター設立のために必要な事項
を財務・関係部署との折衝・医療機器の選定・納入とメンテ
ナンス等について、他大学・医療機関の取り組みなども参考
にしながら、マニュアル化を進める。また将来的なトレーニ
ングセンター継続性のために必要なサポート体制について、
トレーニング可能な体制の立案と関係機関の支援に関して
2024 年度はその問題点や改善点すべき点を明らかとするた
めの検証を行う。
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3

海外からの医療人受
入を推進し、教育・
診療・研究を通じて、
相互の医療レベルの
向上を図る

2022 年度に設計し
たマッチングサイト
の運用

コロナ後の渡航制限緩和により、海外医師からの研修に関する
依頼は増加傾向にあるが、現時点で外国人研修医の受入可能な
病院を検索できるポータルサイトなどが存在しないため、海外
から受入先の情報収集を行うことが困難である。海外からの研
修依頼に対して国際医療部や診療科が対応する場合、他院との
情報共有と円滑な受け入れをサポートする体制整備の一環とし
て、サイト構築が必要と考える。このことから、海外医師向け
に研修受入の情報を発信している国立大学病院と国際診療科の
状況を調査し、サイト新設のための具体的な仕様に関して外部
企業と打ち合わせを行った。サイト新設の為には、利用者の特
定（国と地域、言語、情報セキュリティ等）とサイト機能をよ
り明確にする必要がある。

サイト新設に向けて実態調査や課題点の整理を行う

2023 年度に行ったサイト新設のための打ち合わせ結果をも
とに、2024 年度は各大学病院に実態調査と課題点の聞き取
りを実施。開設のための予算、運営担当者に関して、国立大
学病院長会議国際化協議会にて審議を行う。
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4

情報通信技術の整
備・活用により、海
外拠点病院群との連
携を強化し、世界を
リードする医療連携
を構築する

国際的遠隔医療教育
活動を継続的に推進
するとともに、活動
のある施設からプロ
グラムの紹介を行う

・モンゴル、ラオス、ケニア、ブータンにおける消化器疾患診
療の人材育成支援プロジェクトを実施。
・8 月に実施されたアジア太平洋ネットワーク会議医療ワーキ
ンググループにおいて、外科、歯科、眼科、伝統医学など 15
のセッションを開催し 16 か国から計 64 演題の発表。北海道
大学、千葉大学、東北大学、九州大学が参加。
・12 月に医工連携を目的とした第 17 回アジア遠隔医療シン
ポジウムを福岡で開催し、32 か国 128 名が参加。
・アジア 6 カ国における遠隔医療技術者育成プログラムを実施。
・国際化協議会の Facebook ページにて、21 国立大学の 55
件の国際関連活動を投稿・共有。遠隔教育 7 件（11 か国）、
受入 29 件（26 か国）、派遣 14 件（11 か国）。

国際的遠隔医療教育活動を継続的に推進し、プログラムの紹
介を行う。新しい技術の応用可能性を検討する

アジアを中心に、よりグローバルな遠隔医療教育活動を推進
する。国際化協議会の Facebook ページにおいて、様々な
大学病院が実施する国際的な実地指導や遠隔医療プログラム
を紹介し、日本全体における国際的医療連携を活発にする。
VR や天球カメラなど新しい ICT 技術を用いた、より教育効
果の高いプログラムの可能性について、医工連携を活用して
研究を進める。

57

5

国際医療を担う専門
部門を国立大学病院
に設置し、専門部門
間の連携を強化する
ことにより、上記提
言を実現する

国際医療の取り組み
や課題について調査
考察する

国際医療を取り巻く環境は、ウィズコロナにより大きく変化し
ており、これまでに実施した国際医療に関する調査を定期的に
行うことが望ましいと多くの意見があった。
新たにアンケート調査を実施するにあたり、2021 年度（2020
年 1 月～ 2022 年 3 月）に実施した国際医療に関するアンケー
ト調査の見直し・内容の検討を行い、国際医療部門設置に関す
る課題・重要性や、新型コロナウイルス感染症の５類移行後の
状況についても確認することとした。
アンケートは 2024 年度に完成させ、各大学に回答を依頼す
る予定である。

国際医療の取り組みや課題についてアンケート調査を実施
し、結果について考察する

2023 年度に調査内容を検討したアンケートを完成させ、調
査を実施する。各大学の回答をとりまとめ、国際医療の課題
について考察する。
前回の調査から 2 年が経過しており、各大学病院における
国際医療体制の実態にも変化が起きている。アンケート調査
の実施を通して、国際医療部門間の連帯を強化しながら現状
を把握し、各地域の具体的な取り組みについてフィードバッ
クすることで情報共有を行う。
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グランドデザイン
2016 提言 行動計画 2023 2023 年度の取組み及び成果 行動計画 2024／行動計画 2024の詳細説明 ページ

1

病院長の権限を明確化
するとともに、病院の
ガバナンスの強化を図
り、国立大学病院のマ
ネジメント力を高める

次世代の病院執行部を
担う人材の育成を目的
とした「次世代リー
ダー養成塾」を開催す
る

次世代の病院執行部を担う人材の育成を目的とし、一般社団
法人国立大学病院長会議及び独立行政法人大学改革支援・学
位授与機構が連携して、病院経営に関する基礎的知識及び国
立大学病院を取り巻く課題に対応する際に役立つ実践的な知
識を修得するため、今回は、複数の大学病院の経営に携わっ
てきた講師をお招きし、「病院経営次世代リーダーに求められ
ること」と題した特別講演及び「持続的な病院経営の構築に
ついて」をテーマとしたパネルディスカッションを開催した。

病院長のリーダーシップや病院長を支えるサポート体制
の強化等を目的とした「病院長塾」を開催する

2022 年度に整理した運営のあり方に基づき、隔年で開
催している「病院長塾」と「次世代リーダー養成塾」の
継続的な開催を確実に実施する。
2024 年度は、病院長のリーダーシップや病院長を支え
るサポート体制の強化等を目的として、各国立大学病院の
病院長、副病院長、看護部長、事務部長等の次世代リーダー
等の役職者を対象とした「第６回病院長塾」を開催する。

64

2

国立大学病院の中長期
的な財政計画の立案・
実行を可能とする制度
を確立し、病院経営の
安定化を図る

病院経営の安定化に向
けた取り組みを推進・
支援する

医療機器の共同調達は、2020 年度から引き続き総務委員会
の WG として 5 大学（一部、担当大学の交代あり）により
活動した。2023 年度は推奨機器 14 品目、情報提供として
6 品目を通知し、大学病院のコスト削減の一助を担った。
医療材料の共同調達は地域医療機能推進機構（JCHO）、東京
都立病院機構、自治医科大学附属病院が参画して四団体によ
る共同調達を実施した。
医薬品購入費削減に向けた取組として、HOMAS データを二
次加工することにより、各大学の後発医薬品やバイオ後続品
の使用状況を簡便に可視化するシステムの開発を行った。

「国立大学病院における感染防護用品データベース」WEB サ
イトは医療機器販売業協協会と協力し内容をアップデートし
た。

病院経営の安定化に向けた取組を推進・支援する

共同調達参画団体等を拡充し病院経営の安定化を支援す
る。

「国立大学病院における感染防護用品データベース」を
バージョンアップし共同調達対象品のデータベース構築
を検討する。

65

3

国立大学病院で勤務す
る職員の標準的な人事
労務モデルを確立し、
当該職員がより活躍で
きる職場環境を整備す
る

事務職員の知識・能力
の向上を図るととも
に、国立大学病院を担
う人材を育成する

大学病院マネジメントに関する各分野の優れた取組事例又は
活動内容を発表することによる、大学病院職員としての資質
向上及び業務改善に向けた意識の醸成を図るとともに、課題・
情報の共有を目的として、「大学病院マネジメントセミナー」
を対面とオンラインのハイブリッド形式にて開催した。
また、2023 年度は、対面での集合研修が増加し、「課長補佐
級研修」「医療訴訟事務担当者研修」「医事系職員初期研修」「医
事関連業務スタッフセミナー」「国立大学附属病院経営分析
ワークショップ」が対面で開催された。

事務職員の知識・能力の向上を図るとともに、国立大学
病院を担う人材を育成する

オンデマンドや e-learning 等を活用した事前学習の機会
を設けるなど、より効果的な研修会等の実施を進める。
また、実質的な研修効果を測定するために、一定期間後
のフォローアップ調査を実施する。
さらに、特定行為研修を修了した看護師、医師事務作業
補助者等、医師の働き方改革によるタスク・シフト / シェ
アに係る各職種の育成の課題を把握し、支援方策を検討
する。

66

4

データベースセンター
及び病院長会議の機能
を充実し、国立大学病
院の運営基盤の一層の
強化を図る

データベースセンター
データを活用し、国立
大学病院に有益な調
査・分析を充実させる
とともに、分析システ
ムやデータを用いた勉
強会の開催、及び DX
推進・業務改革を支援
する

【データベースセンター】
・医療安全管理協議会と連携し、新規 9 指標、継続 51 指標
の医療安全指標を、年次及び新たに四半期毎に計測し各大学
病 院 に 提 供 し た。 指 標 は Qid（Quality Indicator 
Dashboards）にも掲載し公開した。
・病院機能指標調査の臨床教育に係る項目について、教育担
当校・国立大学等からの要望に基づき、定義、報告書の変更
を行うと共に、臨床教育 WG の議論と合わせ臨床教育調査を
実施した。論文調査自動化の開発を進め、検証を行った。
・働き方改革に伴うタスクシフトの一環として「「医師事務作
業補助者」が関わる様々な業務改善に向けた勉強及び情報交
換の場を設けること」を目的に勉強会を開催し、データによ
る現状把握、優良事例を中心に各大学病院の創意工夫を共有
した。
・国立大学病院の病院機能指標公表用の WEB ページの作成
支援は、2022 年度から 3 大学多い 13 大学への支援を行った。

【病院長会議事務局】
・国立大学 42 病院の医師の派遣状況、医師少数区域や中核・
基幹病院での兼業による地域医療への貢献について作成した
資料を常置委員会、総務委員会、記者会見等において活用し、
情報発信を行った。また、その資料を用いて要望活動を実施し、
支援拡大にも寄与した。
・情報共有サイトに「DX 推進・業務改革」カテゴリを追加し
た。
・共同交渉の報告書は取りまとめ一元化したものをメーカー
交渉時の資料として各大学に配付している。他大学と比較し
地域による価格差の是正を図っている。

データベースセンターデータを活用し、国立大学病院に
有益な調査・分析を充実させ、分析システムやデータを
用いた勉強会の開催及び情報発信に取り組むとともに、
DX 推進・業務改革を支援する

【データベースセンター】
・病院機能指標調査項目を継続して見直すと共に、論文
調査の自動化による負担軽減を図る。
・計測する医療安全指標の拡大と共に、調査方法の充実
を図る。
・医療従事者・事務職員向けに、国立大学病院データベー
スセンターの有する経営分析システム「A#」や DPC デー
タを用い、病院運営に寄与する勉強会を継続して開催す
る。

【病院長会議事務局】
・DX の推進として、共同調達データを一元化することに
よる交渉の効率化に取り組む。また、病院機能を可視化
することによる現状把握と業務改革を支援する。
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5
大学病院で働く医師の
特性を踏まえた働き方
改革を推進する

医師の特性を踏まえた
働き方改革を推進する

・医師の勤務負担の軽減、労働時間の短縮に向けた患者さん
やその家族へのご理解・ご協力のお願いについて、ポスター
等で周知を図った。
・メディア懇談会を開催し、マスコミ関係者と国立大学病院
長との間で、意見交換・質疑応答を行ったほか、計５回記者
会見を実施し、働き方改革への取組状況を随時発信した。
・国会議員や関係省庁に対し、財政支援を要請した結果、「経
済財政運営と改革の基本方針 2023　加速する新しい資本主
義～未来への投資の拡大と構造的賃上げの実現～」に大学病
院の支援に係る文言が初めて明記された。

医師の特性を踏まえた働き方改革を推進する

・各国立大学病院における労働時間、兼業先の把握状況
を調査し、取組のフォローアップと支援を継続する。
・教育・研究に従事する時間の確保、適切な労務管理、
医師以外の医療従事者へのタスク・シフト、地域医療の
確保等の取組に対する課題を把握し支援方策を検討する。
・厚生労働省「医師の働き方改革の推進に関する検討会」
等で議論されている国の政策動向を適時把握し、各国立
大学病院に情報提供を行う。
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歯科

グランドデザイン
2016 提言 行動計画 2023 2023 年度の取組み及び成果 行動計画 2024／行動計画 2024の詳細説明 ページ

1

Society5.0 に向けて、
学生、教員、社会に配
慮した ICT、AI、IoT、
VR 等を利用した新し
い歯学臨床教育を推進
する

サイバー＆リアル
スペースを活用し
た歯学臨床教育シ
ステムの構築

複数施設での VR・仮想空間を利用した共同臨床実習を実施
した。臨床実習では、2023 年に提案した VR・AR・XR 技
術を活用した技能実習システムの拡充をはかり、3D データ・
3D プリントした模型を活用し、症例検討・模型上でのシミュ
レーションなどに応用した。サイバー＆リアルハイブリッド
スペースへのデジタル教育基盤の整備および仮想空間の活用
により、海外を含めた複数施設での交流を促進し、臨床実習
の質を高めることで、学修者本位の教育の実現と学びの質の
向上を目指し連携校を海外に求めることを始めた。

複数施設での VR・仮想空間を利用した共同臨床実習を実施

臨床実習では、2023 年に提案した VR・AR・XR 技術を活用
した技能実習システムの拡充をはかり、3D データ・3D プリ
ントした模型を活用し、症例検討・模型上でのシミュレーショ
ンなどに応用する。サイバー＆リアルハイブリッドスペースへ
のデジタル教育基盤の整備および仮想空間の活用により、海外
を含めた複数施設での交流を促進し、臨床実習の質を高めるこ
とで、学修者本位の教育の実現と学びの質の向上を目指す。

74

2

エビデンス構築のため
に歯科疾患・治療の評
価系（臨床検査）の強
化と特定臨床研究を推
進する

歯科系臨床検査を
活用した多施設共
同研究の推進と歯
科系臨床検査を用
いたエビデンスの
構築

歯科領域では、歯科臨床研究推進会議を開催し大学間の検査
実態を可視化することで、多施設共同研究が遂行可能なネッ
トワーク構築を行っている。広島大学病院で行われている臨
床検査を用いた研究を紹介し、多施設でも行える臨床研究の
情報共有を行っている。東北大学病院からは、金属アレルギー
疾患の歯科医師、医師、管理栄養士が協働するプロトコルが
示された。これらを歯科領域多施設で共有することで多施設
共同研究の基盤整備に着手する。

歯科系臨床検査を活用した多施設共同研究の推進とエビデンス
の構築

令和 5 年度の厚生労働省研究費事業（金属アレルギーの新規
管理法の確立に関する研究）の一環で、金属アレルギーを疑う
患者に対する歯科的プロトコルが紹介された。このプロトコル
を元に、医科・歯科における診療体系を形成し、共通プロトコ
ルを用いた多施設共同研究へとつなげていく。

75

3

オーラル・デジタルト
ランスフォーメーショ
ン（DX）の基盤整備
を推進する

ビ ッ グ デ ー タ と
AI の協調による
オーラルデータサ
イエンスの推進

医療安全管理や医療の質の向上の観点から、歯科診療のアウ
トカムとして、様々な全身疾患との関連が報告されている歯
周病に着目し、電子カルテに蓄積されたデータの中から、歯
周病患者に対する治療前と基本治療後における歯周組織精密
検査（Plaque Control Record; PCR、4 mm 以上のポケッ
ト の 割 合、Bleeding On Probing; BOP、Periodontal 
Epithelial Surface Area; PESA や Periodontal Inflamed 
Surface Area; PISA）によって治療効果を算出した結果、
全項目において改善が認められた。さらに、デンタルやパノ
ラマ X 線画像による骨吸収年齢（%）を算出する等、画像
集積データと実際の歯周組織検査結果とを照合する AI を用
いた総合的な歯科医療の効果を予測するシステムの開発に繋
げる準備を行ってきた。

DX・ビッグデータと AI の協調による革新的オーラルサイエ
ンス・テクノロジーの推進

歯科健診や診療により電子カルテ等に蓄積される膨大な検査結
果や X 線画像等のビッグデータを標準化して、時間的・空間
的制限なく保存・利用可能となるデータベースを包含するサイ
バー空間を構築し、さらに医療安全管理や医療の質の向上の観
点からオーラルデータサイエンスを推進する。スーパーコン
ピューターを応用した AI によるビッグデータ解析により、AI
個別化予測歯科医療及び AI 遠隔歯科診療の実現と共に、災害
時等の緊急対応時にも対応可能な社会システムの構築、さらに
は、AI を搭載した AI チェアユニット等の診療シミュレーター
の開発実装を目指した革新的オーラルサイエンス・テクノロ
ジーを強く推進し、わが国の口腔医療のベースライン向上に資
する学問領域を確立する。
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4

災害拠点病院として
「 災 害 派 遣 歯 科 医 療
チーム」を配備し、災
害フェーズ（超急性期
〜慢性期〜復興期）に
合わせた、長期的視野
で多職種連携医療活動
をする災害医療体制を
強化する

災害歯科口腔医療
教育ツールの共有
と大学間連携災害
歯科口腔医療研修
会の開催

九州大学病院歯科部門と熊本大学病院が連携した「多職種連
携の災害医療支援を担う歯科医療人材養成プログラム」を歯
科臨床研修プログラムに導入し、同時に大学所属の JDAT
訓練教材とした。東北大学病院では「コンダクター型災害保
健医療人材養成プログラムの災害歯科学」を開講した。新潟
大学病院では県歯科医師会と連携し、「災害歯科医療支援研
修」を開催した。
2024 年元日に発生した能登半島地震への災害歯科口腔医療
支援活動のため、日本歯科医師会の要請により、各大学に設
置された JDAT が出動準備にあたった。

災害歯科口腔医療人材育成のさらなる拡大と実動性向上に向け
たプログラム改訂

災害歯科口腔医療人材教育実績のある大学は教育活動を全国に
向けて拡大する。教育ツールも可及的に共有し、各地域に適し
た内容、特に受援コーディネートに着目した内容に改訂する。
日本歯科医師会と連携し、JDAT 隊員の育成を主目的とするが、
災害医学会とも連携し、多業種、多職種も対象として拡大展開
する。内容もシミュレーション演習などを取り入れ、支援活動
の実践的な内容を含むプログラムとする。
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5

歯科的口腔情報の活用
のための大規模データ
ベース構築および照
合・判定システム開発
に向けた、医工学技術
を利用した研究を推進
し、法歯学的医療活動
の効率化を図る

社会環境口腔医学
研究分野の異分野
との協力体制構築
と展開

九州大学ー岡山大学ー熊本大学が連携して、歯科医療者と工
学研究者が参画して、口腔内 3D スキャナで口腔 3D モデル
データを採取・作成し、人工知能（AI）のディープラーニン
グを活用して歯科治療痕や歯種を識別するアルゴリズムを構
築する研究が進んでいる。
東京医科歯科大学では法歯学分野において、歯科所見採取に
おける口腔内 3D スキャナの有効性を検討する研究が実施さ
れた。

大規模災害時の歯科的個人識別に有効なシステム開発の研究推
進

歯科医療者−工学系研究者が連携した社会環境口腔医学研究を
基盤として、本邦で頻発する大規模自然災害に対応した研究の
推進が急務である。大規模災害時に歯科医師の大きな負担とな
る歯科的個人識別業務を、医工連携により、歯科衛生士や歯科
技工士の他、警察等も参画できるシステム開発を目的とした研
究を推進する。結果、災害時歯科医療の業務改革を目指す。
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6

世界をリードする高齢
化歯科医療の先駆者と
して、歯科医療と歯学
教育における国際連携
体制を構築する

連携のある海外の
歯科大学との歯学
診療・歯科教育連
携および国際間研
究の促進、および、
国内大学にある高
齢者歯科の診療体
制を背景に国際連
携体制の基盤の確
立

「世界をリードする高齢者歯科医療の先駆者として、歯科医
療と歯学教育における国際連携体制を構築する」を実践する
ため、2023 年は 2022 年に構築した様々な seeds の展開
を目指した。3 年を超えるパンデミックも収束の兆しが見え、
国際交流覚書を提携した大学との実質的なスタッフの往来を
中心とした海外の歯科大学との歯学教育・臨床連携および国
際間研究が再開された。さらに、鹿児島大学の「地域連携高
齢者歯科医療学センター」も高齢者歯科の診療・教育体制を
背景に国際連携体制の基盤を確立に参加することとした。

歯科診療、歯学教育ならびに国際間研究の交流促進を踏まえ、
高齢者歯科の国際連携体制を一層強化する。

我が国の高齢化率は欧米に比較して非常に高く、アジアの中で
も同様である。アジアの近隣諸国では近未来に日本に追いつく
可能性もあり対応が急がれる。高齢社会への対応の世界的先駆
者として、連携のある海外の歯科大学と高齢者歯科医療ならび
にその教育・研究についても交流を促進する。その動きは新型
コロナウイルス感染症の世界的収束と、国内における５類感染
症への移行により、今後活発化するであろう。我々の経験は諸
外国にとって貴重な情報となり、また諸外国の状況を知ること
は我々にとっても有益であろう。
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救急・災害時を含めた
地域包括口腔医療シス
テムの口腔医療の拠点
としての役割を果たす
ため、口腔科学研究・
医療を広く推進する統
合的医療研究体制を構
築する

歯科口腔外科領域
の救急患者に対す
る 質 の 高 い 診 療
ネットワークの構
築

地域の歯科医師会と協議の上、県内の医療圏を 9 つに分け、
それぞれの拠点病院歯科口腔外科責任者との第一回連携会議
を 2023 年秋に千葉大学にて行い、各医療圏との情報交換
の場を毎年設けることで合意した。

災害時や救急時における歯科口腔外科領域の診療ネットワーク
の構築

病院歯科口腔外科における診療ネットワークを構築すること
で、救急時の適切な医療機関との連携や、災害時の派遣等も円
滑になる。また、県歯科医師会災害対策・救急医療委員会との
密な連携をとることで、一般歯科と病院歯科口腔外科との更な
る連携を構築する。
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教 育

専門研修プログラム策定にあたって

専門研修プログラムの運営６年目にあたり、運
営上の問題点および改善策の提案

2018 年度に開始された専門研修プログラムについ
て、専門研修修了と専門医取得に関して表出する課題
を調査し、その改善策を検討した。

国立大学病院における、2021 年度の専門医・認定
医の新規資格取得者数は、3125 名であった。また、
2021 年度の専門研修（基本領域）新規登録者数は
3620 名であり、全国の新規専攻医の 40％が国立大学
病院のプログラムで専門研修を開始していた。

臨床にかかわる研究・教育の中心的役割を担う専門
医師を育成することを目的として 2021 年度に創設さ
れた「臨床研究医コース」は、２年間の専門研修の後
に５年間の臨床・研究を行う７年間のコースであった
が、2024 年度研修開始コースから研修期間が最低５
年間に変更された。国立大学病院では 17 病院で計７
領域 22 プログラムを設置した。

専門研修プログラム運営および専門研修修了者の大
学院進学数についての実態調査の結果から、専門研修
のプログラム制により大学院への進学時期や研究開始
時期が遅くなること、いわゆる地域枠入学の専攻医の
地域医療従事要件のため大学院進学に支障があること
への懸念が示された。

大学での研修時に臨床研究や基礎研究に触れる機会
を多く持つことで、大学院進学を志す医師を増やせた
とする大学もあった。都市部への専攻医の集中や、地
域医療における質の高い専門研修制度の維持は、リ
サーチ・マインドを有する専門医育成にとって解決す
べき重要な課題であり、地域・国立大学間でのさらな
る柔軟な連携が必要と考えられる。

リサーチ・マインド涵養の取組事例
【京都大学】
・2021 年より基礎研究医育成プログラムを設置し、
以降毎年２名の枠が充足している。学生から研修医を
経て研究者へと繋がるキャリアパスが明確となった。

【岡山大学】
・2014 年から岡山大学独自のデータを世界に発信し
ていくためにOkayama Research Investigation 
Organizing Network（ORION）を発足させ、定期的
に岡山大学病院関連施設間会議を開催し多施設臨床研
究を推進していく活動をしている。

国立大学病院が、地域・大学病院間のネットワークを活用し、リサーチ・マインド
を有する専門医育成の中心的役割を担う提言１

国立大学病院における、大きな使命の一つとしての教育について、
卒前卒後を通して山積する課題と問題点を調査・検討し、高度な医
療人・医師の育成のためのアクション・プラン実現に取り組んでい
ます。

教育担当校
京都大学医学部附属病院長　　髙折 晃史

専門研修プログラム策定にあたって

臨床教育管理部門／キャリア形成支援部門などによる専攻医／指導医の教育体制向上を図るとともに、地域／
大学病院間ネットワークの管理体制を整備する。さらに、各国立大学病院で蓄積されたノウハウを共有し、リサー
チ・マインドを有する専門医育成を推進する。

Action Plan
2024

提提言言１１
国国立立大大学学病病院院がが、、地地域域・・大大学学病病院院間間ののネネッットトワワーーククをを活活用用しし、、
リリササーーチチ・・ママイインンドドをを有有すするる専専門門医医育育成成のの中中心心的的役役割割をを担担うう

専専門門研研修修ププロロググララムムのの運運営営６６年年目目ににああたたりり、、
運運営営上上のの問問題題点点おおよよびび改改善善策策のの提提案案

2018年度に開始された専門研修プログラムにつ
いて、専門研修修了と専門医取得に関して表出す
る課題を調査し、その改善策を検討した。

国立大学病院における、2021年度の専門医・認
定医の新規資格取得者数は、3125名であった。ま
た、2021年度の専門研修（基本領域）新規登録者
数は3620名であり、全国の新規専攻医の40％が国
立大学病院のプログラムで専門研修を開始してい
た。

臨床にかかわる研究・教育の中心的役割を担う
専門医師を育成することを目的として2021年度に
創設された「臨床研究医コース」は、2年間の専門
研修の後に5年間の臨床・研究を行う7年間のコー
スであったが、2024年度研修開始コースから研修
期間が最低5年間に変更された。国立大学病院では
17病院で計7領域22プログラムを設置した。

専門研修プログラム運営および専門研修修了者
の大学院進学数についての実態調査の結果から、
専門研修のプログラム制により大学院への進学時
期や研究開始時期が遅くなること、いわゆる地域
枠入学の専攻医の地域医療従事要件のため大学院
進学に支障があることへの懸念が示された。

大学での研修時に臨床研究や基礎研究に触れる
機会を多く持つことで、大学院進学を志す医師を
増やせたとする大学もあった。都市部への専攻医
の集中や、地域医療における質の高い専門研修制
度の維持は、リサーチ・マインドを有する専門医
育成にとって解決すべき重要な課題であり、地
域・国立大学間でのさらなる柔軟な連携が必要と
考えられる。

専門研修プログラム策定にあたって

リリササーーチチ・・ママイインンドド涵涵養養のの取取組組事事例例
【京都大学】
・2021年より基礎研究医育成プログラムを設置し、
以降毎年2名の枠が充足している。学生から研修医
を経て研究者へと繋がるキャリアパスが明確となっ
た。
【岡山大学】
・2014年から岡山大学独自のデータを世界に発信
していくためにOkayama Research Investigation 
Organizing Network（ORION）を発足させ、定期的
に岡山大学病院関連施設間会議を開催し多施設臨床
研究を推進していく活動をしている。

教育 国立大学病院における、大きな使命の一つとしての教育に

ついて、卒前卒後を通して山積する課題と問題点を調査・

検討し、高度な医療人・医師の育成のためのアクション・

プラン実現に取り組んでいます。

教育担当校

京都大学医学部附属病院長 髙折 晃史

AAccttiioonn  PPllaann 22002244
専専門門研研修修ププロロググララムム策策定定ににああたたっってて

臨床教育管理部門／キャリア形成支援部門などによる専攻医／指導医の教育体制向上を図るととも
に、地域／大学病院間ネットワークの管理体制を整備する。さらに、各国立大学附属病院で蓄積され
たノウハウを共有し、リサーチ・マインドを有する専門医育成を推進する。
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診療参加型実習の本格実施に向けた実習内容の評価と質の保証

医学教育モデル・コア・カリキュラム（以下、コア
カリ）が 2022 年に改訂された。このコアカリに診療
参加型臨床実習実施ガイドラインが含まれており、今
回のコアカリ改訂において、同ガイドラインも改訂さ
れている。よって、診療参加型臨床実習の更なる充実
を図り、関連施設と連携して医学教育の質保障に取り
組むための当面の目標は、この診療参加型臨床実習ガ
イドラインの周知になると考えられる。

令和３年に医師法が改正され、指導医の監督のもと
で医学生が医行為を行うことが法的にも認められた。
このことは今後の臨床実習において、医学生が診療に
参加することが法的に認められたことと解釈できる。
そのような状況の中で、具体的に全国８２の大学医学
部において、どのように診療参加型臨床実習を推進し
けばよいのだろうか？

EPA（Entrustable Professional Activity） と い う
概念がある。オランダの ten Cate 博士によって提唱
されたこの概念は、卒前教育の文脈では「学生に任せ
ることのできる業務」と邦訳することができる。臨床
実習において学生にミニ講義をするのではなく、実際
に、診療業務の一部を任せることで、学生に診療参加
を促すことが可能となる。今後、全国の大学において
進めていくべき課題は、それぞれの診療科において「学
生に任せることのできる役割」を明確にし、それを学
生にやらせていくことではないかと考える。

課題は指導医の意識改革であろう。人は通常、人に
何かを教える際には、自分が教わった通りに教える。
かつて学生だったころ、診療参加を経験しなかった現
在の指導医が、学生に役割を任せていくことは簡単で
はない。上述した、診療参加型臨床実習ガイドライン
の内容を、いかに現場の指導医に伝えていくかが、今
後の課題となると考えられる。

名古屋大学の取組
１）Faculty Development の実施

診療参加型臨床実習をテーマにした FD を 2024 年
１月に開催した。ほぼすべての診療科からの参加者を
募り、岐阜大学の Good Practice を共有するとともに、
学生に任せられる役割について言語化するグループ
ワークを実施した。
２）シミュレーションスペシャリストによるシミュ
レーション教育の充実化 

文部科学省による「質の高い臨床教育・研究の確保
事業」に採択され、離職を検討していた看護師がシミュ
レーションスペシャリストとなって医学生の教育を行
うモデルを現在、構築中である。医師の働き方改革の
時代に合った、サステイナブルな臨床教育のモデルで
あると考えている。

診療参加型臨床実習のさらなる充実を図り、関連施設と連携して医学教育の質保証
に取り組む提言２

診療参加型臨床実習の実質化

診療参加型臨床実習の実質化を図る。医学教育モデル・コア・カリキュラムに含まれている診療参加型臨床実
習実施ガイドラインの周知を図り、Good Practice を共有する。

Action Plan
2024

提提言言２２
診診療療参参加加型型臨臨床床実実習習ののささららななるる充充実実をを図図りり、、関関連連施施設設とと連連携携ししてて
医医学学教教育育のの質質保保証証にに取取りり組組むむ

医学教育モデル・コア・カリキュラム（以下、
コアカリ）が2022年に改訂された。このコアカリ
に診療参加型臨床実習実施ガイドラインが含まれ
ており、今回のコアカリ改訂において、同ガイド
ラインも改訂されている。よって、診療参加型臨
床実習の更なる充実を図り、関連施設と連携して
医学教育の質保障に取り組むための当面の目標は、
この診療参加型臨床実習ガイドラインの周知にな
ると考えられる。

令和3年に医師法が改正され、指導医の監督のもと
で医学生が医行為を行うことが法的にも認められた。
このことは今後の臨床実習において、医学生が診療
に参加することが法的に認められたことと解釈できる。
そのような状況の中で、具体的に全国８２の大学医学
部において、どのように診療参加型臨床実習を推進
しけばよいのだろうか？

EPA(Entrustable Professional Activity)という概念が
ある。オランダのten Cate博士によって提唱されたこ
の概念は、卒前教育の文脈では「学生に任せること
のできる業務」と邦訳することができる。臨床実習にお
いて学生にミニ講義をするのではなく、実際に、診療
業務の一部を任せることで、学生に診療参加を促す
ことが可能となる。今後、全国の大学において進めて
いくべき課題は、それぞれの診療科において「学生
に任せることのできる役割」を明確にし、それを学生
にやらせていくことではないかと考える。

課題は指導医の意識改革であろう。人は通常、人
に何かを教える際には、自分が教わった通りに教える。
かつて学生だったころ、診療参加を経験しなかった
現在の指導医が、学生に役割を任せていくことは簡
単ではない。上述した、診療参加型臨床実習ガイドラ
インの内容を、いかに現場の指導医に伝えていくか
が、今後の課題となると考えられる。

診療参加型実習の本格実施に向けた実習内容の評価と質の保証

名名古古屋屋大大学学のの取取組組

１)Faculty Developmentの実施

診療参加型臨床実習をテーマにしたFDを2024年
1月に開催した。ほぼすべての診療科からの参加者
を募り、岐阜大学のGood Practiceを共有するとと
もに、学生に任せられる役割について言語化するグ
ループワークを実施した。

２）シミュレーションスペシャリストによるシミュ
レーション教育の充実化

文部科学省による「質の高い臨床教育・研究の
確保事業」に採択され、離職を検討していた看護師
がシミュレーションスペシャリストとなって医学生
の教育を行うモデルを現在、構築中である。医師の
働き方改革の時代に合った、サステイナブルな臨床
教育のモデルであると考えている。

AAccttiioonn  PPllaann 22002244

診診療療参参加加型型臨臨床床実実習習のの実実質質化化

診療参加型臨床実習の実質化を図る。医学教育モデル・コア・カリキュラムに含まれている診療参
加型臨床実習実施ガイドラインの周知を図り、Good Practiceを共有する。

教
育
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シミュレーション教育の充実

シミュレーションスペシャリスト会における取
組１）

2013 年に発足したシミュレーションスペシャリス
ト会は ML を活用した横断的ネットワークであり、全
国の Sim センター管理者が相談できるコミュニティ
であり、継続的にシミュレーションスペシャリストセ
ミナーを開催している。年１回開催されるセミナーは
コロナを経て参加者も増加しており、シミュレーショ
ンスペシャリストの専門分野間での協働などが議論さ
れている。

新たなシミュレーション教育の開発
2023 年度は共用試験公的化初年度であり、臨床実

習の準備教育としてのシミュレーション教育の重要性
が高まった。また、コロナ禍において臨床実習にも大
きな影響を受けた。これにより VR や遠隔シミュレー
ションといった最新の ICT を活用したシミュレー
ション教育の開発の機運が高まった２）。また、人工知
能（AI）をシミュレーション教育に生かすかという
研究も始まっている。

臨床実習前教育におけるシミュレーション教育
の活用

共用試験における OSCE は公的化により８課題が、
また今後 10 課題となることから、臨床実習前教育に
おける診療技能の習得にシミュレーション教育は必須
となっている。

臨床実習におけるシミュレーション教育の活用
と安全な医行為の実施

臨床実習の準備教育とともに、臨床実習においても
適切にシミュレーション教育を導入し、診療参加型臨
床実習を推進することが望まれる。

医療系大学間共用試験実施評価機構は、診療参加型
臨床実習に必要とされる技能と態度についての学修・
評価項目第 1.0 版の中で臨床実習中に学修し身に着け
るべき診療技能として、直腸診、男性生殖器と鼠径部、
女性生殖器と妊婦、乳房と腋窩、乳児への心肺蘇生法、
初期救急病態の鑑別と初期治療などを挙げており、こ
れらについても安全に実施するためには事前のシミュ
レーション教育が重要と考えられる。

参考文献
１）佐藤直ら　シミュレーションスペシャリスト会に
おける COVID-19 前後の活動比較と ICT 活用の展望   
医学教育 2023,54:657-659
２）特集　COVID-19 パンデミック後の医学・医療者
教育　医学教育 2023,54:554-662
３）佐伯勇ら　VRシステムを利用したOSCE教材「VR 
OSCE」の開発　日本シミュレーション医療教育学会
誌 2023,11:108-111

COVID-19 パンデミック後の医学教育における
シミュレーション教育の事例２）より一部抜粋改変

・ICT を取り入れた脱出ゲーム活用
・ 基本的臨床手技や急変時対応に関するシミュレーショ

ン教育
・ VR を用いた終末期における患者家族と医師のコミュ

ニケーションや看取りの体験
・オンラインでの早期体験臨床実習
・遠隔講義を活用した臨床技能実習
・遠隔シミュレーションセミナー
・VR を併用した血管内カテーテルシミュレータ
・プロジェクション型 VR を用いたシミュレーション教育
・クリニカルクラークシップにおける VR 実習
・対面・バーチャルハイブリッド型チーム医療実習
 　など

臨床技能の習得や医療安全推進のために、シミュレーション教育に用いる機材・プ
ログラムを充実し、教育に従事する人材を育成する提言３

安全な臨床実習に向けたシミュレーション教育の充実

臨床実習の準備教育とともに、臨床実習においても適切にシミュレーション教育を導入し、安全な診療参加型
臨床実習を推進することが望まれる。Good practice の事例収集とともにそれらの共有、活用を推進する。

Action Plan
2024

VR 機器と内部映像　3）より
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教育担当教員に対する業績の評価

臨床教育現場が抱える問題点の抽出と改善に向
けた取り組み

大学病院で医学生や研修医、専攻医に対する臨床教
育は、教員個人の努力によって担われている部分が大
きい。臨床教育を担当する指導教員の業務は、臨床実
習、卒後臨床研修、専門研修と多岐にわたっており、
その教育業績を正しく評価することは、学修者の学修
の質にもかかわる重要な課題である。近年、診療参加
型臨床実習の強化や学外協力病院における実習の拡充、
専門研修プログラムの導入などの影響で、教育指導体
制の充実に対するニーズが高まっており、系統的な体
制整備が求められている。これらの臨床教育現場への
適切なマンパワーの配置に業績評価が欠かせないが、
現時点で確立された方法は存在せず、各大学・各部署
において個別に対応しているのが現状である。

医師の働き方改革を控え、指導教員の負担への対応
が喫緊の課題として求められている。指導教員の臨床
教育に関する業績評価法を確立するため、国立大学病
院及び医学教育分野別評価における自己点検評価書等
を対象とした調査を行い、臨床教育における指導体制
の現状を把握した。教育業績について、IR 室による
分析、昇進基準の作成、点数化／数量化などを用い充
実化させている例があった。教育負担の増加が続く状
況で、指導医の教育モチベーションを向上させるため
にも、教育業績の定量化、妥当性のある評価項目の検
討が必要であり、また教育スキル向上の機会、若手医
師の活用も重要と考えられた。

卒前から卒後にわたる臨床教育の中で、指導教員の
教育業績の評価及び業績評価全体での重みづけについ
て、妥当性のある方法を検討することが課題として挙
げられた。

指導教員の臨床教育に関する業績について共通した評価方法を確立し、臨床教育指
導体制を充実させる提言４

オンライン臨床教育評価システムを用いた臨床教育業績の評価

オンライン臨床教育評価システム（EPOC）を用いて指導医の臨床教育業績に関する評価方法を整備する。
CC-EPOC（診療参加型臨床実習版）、PG-EPOC（医師臨床研修版）の、指導医の入力項目及び学修者による指
導医評価のデータを用いて、臨床教育に関する業績の評価方法の確立を目指す。活動にあたっては、本常置委員
会の下部組織である EPOC運営委員会との連携を予定している。

Action Plan
2024

提提言言４４
指指導導教教員員のの臨臨床床教教育育にに関関すするる業業績績ににつついいてて共共通通ししたた評評価価方方法法をを
確確立立しし、、臨臨床床教教育育指指導導体体制制をを充充実実ささせせるる

臨臨床床教教育育現現場場がが抱抱ええるる問問題題点点のの抽抽出出とと改改善善
にに向向けけたた取取りり組組みみ

大学病院で医学生や研修医、専攻医に対する
臨床教育は、教員個人の努力によって担われて
いる部分が大きい。臨床教育を担当する指導教
員の業務は、臨床実習、卒後臨床研修、専門研
修と多岐にわたっており、その教育業績を正し
く評価することは、学修者の学修の質にもかか
わる重要な課題である。近年、診療参加型臨床
実習の強化や学外協力病院における実習の拡充、
専門研修プログラムの導入などの影響で、教育
指導体制の充実に対するニーズが高まっており、
系統的な体制整備が求められている。これらの
臨床教育現場への適切なマンパワーの配置に業
績評価が欠かせないが、現時点で確立された方
法は存在せず、各大学・各部署において個別に
対応しているのが現状である。

教育担当教員に対する業績の評価

医師の働き方改革を控え、指導教員の負担
への対応が喫緊の課題として求められている。
指導教員の臨床教育に関する業績評価法を確
立するため、国立大学附属病院及び医学教育
分野別評価における自己点検評価書等を対象
とした調査を行い、臨床教育における指導体
制の現状を把握した。教育業績について、IR
室による分析、昇進基準の作成、点数化/数
量化などを用い充実化させている例があった。
教育負担の増加が続く状況で、指導医の教育
モチベーションを向上させるためにも、教育
業績の定量化、妥当性のある評価項目の検討
が必要であり、また教育スキル向上の機会、
若手医師の活用も重要と考えられた。

卒前から卒後にわたる臨床教育の中で、指
導教員の教育業績の評価及び業績評価全体で
の重みづけについて、妥当性のある方法を検
討することが課題として挙げられた。

AAccttiioonn  PPllaann 22002244
オオンンラライインン臨臨床床教教育育評評価価シシスステテムムをを用用いいたた臨臨床床教教育育業業績績のの評評価価

オンライン臨床教育評価システム(EPOC)を用いて指導医の臨床教育業績に関する評価方法を整備す
る。CC-EPOC（診療参加型臨床実習版）, PG-EPOC（医師臨床研修版）の、指導医の入力項目及び学修
者による指導医評価のデータを用いて、臨床教育に関する業績の評価方法の確立を目指す。活動にあ
たっては、本常置委員会の下部組織であるEPOC運営委員会との連携を予定している。

図 アンケート調査からみた課題と対応図　アンケート調査からみた課題と対応

教
育
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千葉大学医学部附属病院

地域医療教育・研修の充実化の重要性
超高齢化が進む我が国の医師偏在対策として、地

域医療教育・臨床研修の充実が重要である。地域診
療所での早期体験実習は、地域医療に対する興味や
医師の役割の理解向上につながり（Ishimaru et al. 
2015）、医療資源が乏しい地域での実習経験が地域
での勤務先選択にポジティブな影響を与える（D’
Amore et al.2011）などの報告がある。医師偏在の
解消には医学生や研修医を直接指導する地域病院指
導医の指導力がカギとなりうる。

地域医療教育・研修の指導人材育成
・�千葉大学病院では、2022 年度より千葉県、大学、

地域病院が連携協力し「地域医療機関の規模によ
らず、千葉独自の地域を志向したプライマリ・ケ
アの考え方を教育する地域志向型医学教育連携体
制（図１）」を構築し、以下の方針で実践している。

１）地域志向型医療人材養成プログラム：学生・研
修医が医師として地域医療の中で活躍できるように
なるための実践的プログラム（図２）
２）地域病院指導医育成 FD・HPD プログラム：
地域病院で働く医師（地域病院アテンディング）の
指導力向上の取組。医学生・研修医が地域での診療
能力を涵養するための指導力を身につけ、臨床教育
実践を振り返り評価する（図３）

地域医師偏在解消のための地域診療参加型実習の
本格実施に向けた実習内容の評価と質の保証
地域医療を支える先進的医師育成の取組 
― 千葉県地域医療教育学プログラム ―

教育

もっと詳しく▶　千葉大学医学部附属病院総合医療教育研修センター　https://www.m.chiba-u.jp/class/mededu/come/index.html

３）地域のための指導医講習会 in 千葉
地域病院との関係を構築し、地域病院において医学
生・研修医を指導できる人材を養成、拡大する

地域病院アテンディングの活躍
自らが地域志向型リーダーとなり、医学生・研修

医が地域医療を実践できる能力（総合力・適応力・
教育力）を涵養・育成・循環させる多様なプログラ
ムの開発・指導実践に携わっている。（図４）

図１　千葉県・大学・地域における地域医療教育連携体制

図２　地域志向型医療人材養成プログラム

図４　地域病院アテンディングの活動

図３　地域病院指導医育成 FD・HPD プログラム
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山形大学医学部附属病院

山形大学医学部附属病院では、地域医療を担う人
材の育成および最先端の医療の実施を目指している。
我々は、地域医療を担う医療人の育成、デジタル技
術を活用した診断技術を習得できる教育プログラム、
および実践的医療技術を習得できるシステムを実践
している。

高校生を対象とした人材育成プログラム
医療過疎県である山形県では、地域医療を担う医

療人育成が急務である。山形大学医学部の卒業生の
うち、山形県内に定着する割合は決して多くはない。
そこで、県内の高校を卒業した医学生の割合を増や
せば、定着率の上昇が期待できると考えた。県教育
局高等教育課が主催する講演会で講演を行い、医学
部進学を考える高校生が在籍する高校において出前
授業を実施した。さらに希望者は、癌学会主催の市
民公開講座に準備段階から参加し、最先端の癌治療
の講演を聴講した。

診断技術を習得できる教育の実施
座学主体の講義を受講する医学部低学年生は、学

んだ医学知識を診断技術の獲得に結びつけることが
困難である。病理学では実習生が、それぞれの PC
あるいはタブレットを用いて、疾患の本態を理解し
た上で病理診断のプロセスを学んでいる。さらに自
ら下した診断のプロセスを、Small Group でブラッ
シュアップさせている。この DX 病理実習は、これ
まで個別に覚えてきた知識を頭の中で繋げて整理し、
診断技術を自ら獲得し向上させる教育プログラムで
ある。

地域定着を担う人材育成と診断および医療技術を
習得できる卒前・卒後教育の実践
DX/VR 教育およびカダバートレーニング

教育

もっと詳しく▶　山形大学医学部附属病院　https://www1.id.yamagata-u.ac.jp/MIDINFO/

疾患の本態を理解するためには、肉眼レベルから
顕微鏡レベルまで観察し、病巣の拡がりを学ぶ必要
がある。そこで VR 実習においては、手術症例の
CT 画像から VR 画像を作成し、座学の講義におい
ては携帯電話を用いた簡易ゴーグルで、臨床実習に
おいては VR ゴーグルで、医学生が血管と病巣の位
置関係をあらゆる角度から観察できる教育プログラ
ムを実施している。DX/VR 教育自体の効果は未だ
不明であるが、Small Group での討論による教育プ
ログラムは少しずつではあるが、成果を上げている。

実践的医療技術を習得できる教育の実施
AR/VR 技術はシュミレーターとして用いられる

ことは多いが、いずれも詳細な３次元構造を五感で
とらえる事は難しく、生体に対して手技を実施する
事とは実際の感覚習得に関する問題がある。我々は、
実践的医療技術を習得させるために、解剖体を用い
たカダバートレーニングを卒後教育に取り入れてい
るが、今後このカダバートレーニングを、卒前教育
の実習にも取り入れ、生体に侵襲的な処置である各
種穿刺や挿管、さらには内視鏡や手術手技について、
詳細な周辺構造と共に手技を理解させ、医療安全も
併せた医療技術を習得させる教育プログラムを実施
する予定である。

将来展望
今後はこれらの取り組みをシームレスに実施し、

正確な診断技術と実践的医療技術の習得・向上を目
指す、包括的でより実戦的な教育プログラムを実施
し、高度医療技術をもつ医療人が地域医療を実践す
る環境を整えていく予定である。

教 

育

― 19 ―



群馬大学医学部附属病院

医療安全文化
医療や職場の安全は「安全専門家」だけでなく、

すべての教職員によって築かれるものである。質の
高い安全な医療を提供するためには、すべての医療
者が安全科学に関する基本的知識、スキル、態度を
育成する必要がある。WHO が患者安全カリキュラ
ムガイドを発表してから 10 年以上経過したが、医
療安全教育は国際的にもまだ十分に実施されておら
ず不十分である。また、現在の医療安全教育は、医
学科、看護学科など各専門領域で個別に実施されて
いる。

教育関係共同利用拠点に認定
群馬大学は、医療安全改革に取り組み、2023 年

に文部科学省から「医療安全教育手法に基づく多職
種人材育成共同利用拠点」として認定された。

本拠点は、群馬大学が開発、実践してきた医療安
全教育手法の豊富な経験と知見の蓄積を広く全国の
大学の多職種人材育成に関わる教職員へ FD を提供
するもので、医療安全教育手法の導入に困難を感じ
ている多くの大学の教職員を支援することを目指す
ものである。

医療安全教育手法に基づく多職種人材育成共同利
用拠点
すべての医療者に質の高い医療安全教育を取り入
れるための取組み

教育

もっと詳しく▶　群馬大学　多職種人材育成のための医療安全教育センター　https://psec.med.gunma-u.ac.jp/

多職種人材育成のための医療安全教育センター
を設置

医療安全教育においても多職種の連携・協働が望
まれる。「多職種人材育成のための医療安全教育セ
ンター」を設置して、本センターがハブとなること
で医療安全教育の多職種連携も可能にして、世界で
通用する質の高い医療安全教育のプログラムを作成
したい。

私たちが提唱する医療安全教育手法
１．�安全を狭義の「事故防止」に限定せず、組織全

体のパフォーマンス向上として教育する視点と
手法。

２．�教育項目に、従来の医療安全項目に加え、人間
工学、システム思考、チーム医療に必要なノン
テクニカルスキル、質改善手法などを含めて教
育すること。

３．既存カリキュラムに安全教育を組み込むこと。
４．�可能な限り、多職種連携教育アプローチを取り

入れること。
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熊本大学病院

目的
熊本大学病院総合臨床研修センターは、本院が担

う「優れた医療人の育成」という社会的使命を果た
すため、2002 年に設置された。医師、研修医、学生、
メディカルスタッフを対象に卒前教育、卒後研修に
加え、生涯学習も含めた臨床教育を支援している。

近年、様々な領域において低侵襲医療が発展し、
臨床におけるニーズが急速に拡大している。また、
新型コロナウィルス感染症の拡大に伴い、「オンラ
イン診療」等の新しい形の医療サービスが利用され
るようになってきており、情報通信機器を用いた診
療の拡充は、離島や僻地といった専門診療を行う医
師の不足する地域への重要な医療提供手段としても
注目を集めている。

このような現状を踏まえ、2023 年４月、本セン
ターの中に、低侵襲医療を担う医師及び地域間医療
格差のない質の高い医療を提供する医師を育成する
ことを目的とした「低侵襲医療トレーニングセン
ター」及び「遠隔診療トレーニングセンター」を設
置した。

取組内容
①最新のシミュレータの導入
・ロボット手術シミュレータ
・血管インタベーションシミュレータ
・手術顕微鏡

優れた医療人の育成
低侵襲医療トレーニングセンター及び遠隔診療ト
レーニングセンターの設置

教育

もっと詳しく▶　熊本大学病院総合臨床研修センター　https://www2.kuh.kumamoto-u.ac.jp/rinsyokensyu/

・�遠隔地での聴診所見を画像に変換して転送できる
超聴診器

②トレーニングの実施
2023 年度は、院内若手医師（研修医・医員）及び

本学医学部学生を対象に、最新のシミュレータを使
用し、低侵襲医療・遠隔診療に関する講習会を実施。

今後の展望
設置初年度である 2023 年度は、両センターにお

いて、院内の医師及び熊大医学生を対象に定期的に
講習会を実施すると同時に、ニーズにあったトレー
ニングを実施していくため、参加者の声を参考にブ
ラッシュアップを図る。来年度以降は、講習会の参
加対象者を地域の病院に勤務する医師まで拡大して
実施予定である。また、タスクシフト／シェア推進
に向けたメディカルスタッフを対象とした講習会を
実施し、広範囲での「優れた医療人の育成」に取り
組んでいく。

FoCUS 講習会の様子

ロボット手術シミュレータを使用した講習会の様子

総合臨床研修センター体制図

優れた医療人の育成

低侵襲医療トレーニングセンター及び
遠隔診療トレーニングセンターの設置

熊本大学病院

もっと詳しく： 熊本大学病院総合臨床研修センター
【https://www2.kuh.kumamoto-u.ac.jp/rinsyokensyu/】

熊本大学病院総合臨床研修センタ-は、本院が担う
「優れた医療人の育成」という社会的使命を果たす
ため、2002年に設置された。医師、研修医、学生、
メディカルスタッフを対象に卒前教育、卒後研修に
加え、生涯学習も含めた臨床教育を支援している。
近年、様々な領域において低侵襲医療が発展し、

臨床におけるニーズが急速に拡大している。また、
新型コロナウィルス感染症の拡大に伴い、「オンラ
イン診療」等の新しい形の医療サービスが利用され
るようになってきており、情報通信機器を用いた診
療の拡充は、離島や僻地といった専門診療を行う医
師の不足する地域への重要な医療提供手段としても
注目を集めている。
このような現状を踏まえ、2023年4月、本セン

ターの中に、低侵襲医療を担う医師及び地域間医療
格差のない質の高い医療を提供する医師を育成する
ことを目的とした「低低侵侵襲襲医医療療トトレレーーニニンンググセセンン
タターー」及び「遠遠隔隔診診療療トトレレーーニニンンググセセンンタターー」を設
置した。

①最新のシミュレータの導入

・ロボット手術シミュレータ
・血管インタベーションシミュレータ
・手術顕微鏡
・遠隔地での聴診所見を画像に変換して転送
できる超聴診器
 ②トレーニングの実施
2023年度は、院内若手医師（研修医・医員）
及び本学医学部学生を対象に、最新のシミュ
レータを使用し、低侵襲医療・遠隔診療に関
する講習会を実施。

設置初年度である2023年度は、両センターにおいて、院内の医師及び熊大医学生を対象に定期的に講習会を
実施すると同時に、ニーズにあったトレーニングを実施していくため、参加者の声を参考にブラッシュアップ
を図る。来年度以降は、講習会の参加対象者を地域の病院に勤務する医師まで拡大して実施予定である。また、
タスクシフト/シェア推進に向けたメディカルスタッフを対象とした講習会を実施し、広範囲での「優れた医
療人の育成」に取り組んでいく。

今今後後のの展展望望

目目 的的 取取組組内内容容

ロロボボッットト手手術術シシミミュュレレーータタをを使使用用ししたた講講習習会会のの様様子子

FoCUS講講習習会会のの様様子子

総総合合臨臨床床研研修修セセンンタターー体体制制図図

教 

育

― 21 ―





NATIONAL UNIVERSITY HOSPITAL COUNCIL OF JAPAN
ANNUAL REPORT 2023 AND ACTION PLAN 2024 診療

― 23 ―



患者視点に立った医療の透明化と、確固たるガバナンスに基づいた安全で質の高い
チーム医療を推進する提言１

「グランドデザイン 2016」に記載されている診療に関する５つ
の提言を実現するために、行動計画に沿った取り組みが着実に実施
され、全国の国立大学病院が安心・安全で質の高い医療を提供でき
るように努力して参ります。

診療担当校
名古屋大学医学部附属病院長　　丸山�彰一

診 療

患者視点に立ったわかりやすい医療を実践するために、職種間連携を取り入
れつつ持続可能な体制を堅持する

患者理解度の把握を容易にするために、カルテ記載
の標準ルールの策定やテンプレートの利用、さらにカ
ルテ監査による質管理に取り組む施設が多く見られた。
1/3 を超える大学ではインフォームドコンセント（IC）
の承認制度を採用するなど、分かりやすい説明の標準
化が図られていた。動画など補助資料の導入も進むが、
IC審査と同様マンパワー不足が律速段階である。
半数以上の施設でクリニカルパス委員会等を設置し、
その適用数が増加した。バリアンスの分析を感染制御
などと連動させる試みが見られる一方、分析に係る人
材の確保が課題であり、働き方改革との両立に苦悩す
る意見が散見された。
大部分の施設でM&Mカンファレンスが行われて
いるが、病院全体で実施する場合は開催日程の調整が、

各診療科単位で実施する場合は情報を病院全体で共有
する仕組みの構築が課題である。
公的機関の指標を参考とするなど、多くの施設は何
らかの形でQuality�Indicator（QI）を設定している。質
改善のための PDCAサイクルを回す上で必要な質の
高い分析には、マンパワー不足が引き続き課題である。
ドクターズクラーク、特定行為看護師など多職種に
わたる人材育成を推進して医師の働き方改革への準備
は加速している。前者では人員確保と教育、後者では
それに加えてキャリアプランの構築が課題である。一
部の施設ではドクターズクラークの無期雇用、特定看
護師の手当等による待遇改善により定着率向上を図る
動きが見られるが、総じて人材確保に苦労する状況が
続く。

患者視点に立ったわかりやすい医療の基盤となる体制の継続的改善により、
安全で質の高いチーム医療を推進する

患者理解度を改善するため、働き方改革であっても看護師同席
率を向上させる仕組みを構築する。患者理解度・看護師同席率等
の指標をさらなる患者理解度の改善につなげ、患者への説明用資
料（IC用紙を含む）をアップデートする仕組みを検討する。
働き方改革と安全かつ良質な医療を両立させるために、①クリ

ニカルパスを更に充実させ安全で効率的な医療を実践する、②
M&Mで得られた知見を病院全体で共有し医療の質向上につなげ
る仕組みを構築する、③QI を PDCAサイクルを回すための指
標とし医療の質改善に実際に役立てる、④ドクターズクラーク、
特定行為看護師のみならず、大学病院内の多職種間でタスクシェ
ア、タスクシフトを継続して進める。
①～④に不可欠な持続的人材確保に必要な財政支援を行政に要

求する。

Action Plan
2024
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医療倫理を遵守する体制を構築し、高難度最先端の医療を安全に提供する提言２

多職種における臨床倫理の醸成に基づく医療安全管理体制の確立と、安心な
高難度最先端医療の提供

高難度新規医療技術や未承認または適応外の医薬
品・医療機器の提供にかかる審査委員会の構成員につ
いては、多職種の参加が実践されている。審査の実務
においては、多くの施設で申請数の増加傾向が認めら
れ、審査委員や事務担当者の審査業務や各医療技術の
実施後モニタリング業務に関する負担が増えてきてい
る。このため、審査のシステム面での改良について取
り組みが認められる。一方で、審査委員のスキルアッ
プを図り、審査の質を向上するための講習会について
は、取り組みが不十分である点が否めない。また、審
査課題によっては、患者の病状から早期の対応が要求
される場合もあり、審査の質を担保しつつ審査の迅速
化・効率化を図るための策を講じる必要もある。
インシデントレポートの提出や管理にかかるシステ

ムは、多くの施設で運用面での改良が図られているが、
レポート提出の状況に関しては院内の部署間での格差
も認められ、さらなる安全文化の醸成を目指していく
必要がある。
また、提出されたレポートを踏まえた改善策が適切
に対応されているかどうかといった、レポート提出後
の検証についても、さらなる推進が望まれる。
リスクの高い医療行為の認定制度に関しては、多く
の施設において中心静脈カテーテル挿入に関する実施
医および指導医の認定制度が取り入れられている。し
かしながら、これらの制度を維持するためには、指導
医や運営担当事務の負担も大きいため、対応策を講じ
る必要もある。

高難度最先端医療を適時・適切に提供する審査の質を向上する

安全・安心に高難度最先端医療や未承認・適応外の医薬品や医療機器を提供するためには、各医療技術の有効
性や危険性、医療倫理の観点から実施妥当性や問題点の有無について迅速かつ適切に判断を行うことのできる審
査体制の確立が必須である。このためには院内の各専門職種において、医療安全や医療倫理に対する理解と、こ
れらを遵守する意識の醸成が求められる。
また、各医療技術の提供にかかる審査体制の質の向上を図っていくことも必要である。このため、審査委員会

の構成員のスキルアップを目的とした継続的なプログラムの実践が望まれる。さらに、各施設における審査件数
が増加している現状の中で、審査員や運営を担当する職員の業務負担の軽減策を講じるため、審査の効率化やタ
スク・シェアなどについての検討も必要である。

Action Plan
2024

診
療
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治験・特定臨床研究・ゲノム医療・AI 診療など先進的医療を推進する研究基
盤の充実と継続可能な体制作り

多くの大学病院が人材確保に積極的に取り組んだこ
とが見受けられた。また、オンラインを活用したがん
ゲノム医療の普及に関しては、少しずつ進展が見られ
た。これは、提言においてオンサイト・オンラインを
通じた情報提供の充実を目指すべきだとされていたこ
とに対する具体的な進捗である。
しかし、人材育成のための教師人材の不足、運営資
金の不足、特に遺伝カウンセラーやバイオインフォマ
ティシャンの不足は大きな課題として残る。これらの
専門職に対する需要の高まりは認識されているものの、
実際の育成と確保の動きはまだ追いついていない。ま
た、業務量の増加が働き方改革に逆行している現状も
指摘されており、職員の働きやすい環境整備が急務で

ある。
さらに、地域間の格差拡大が新たな問題として浮上
している。がんゲノム医療などの先進的医療が一部の
地域に偏って展開されていることで、地域間でのアク
セス格差が生じている。これは、提言で強調されてい
た地域医療連携のさらなる充実が必要であることを示
している。
総じて、2023 年の行動計画に基づく取り組みは一
定の進展を見せているが、人材育成の不足、資金の不
足、地域間格差の問題など、多くの課題が残っている。
これらの課題に対処し、提言の目指す持続可能な先進
的医療の推進に向けて、さらなる努力が求められる状
況である。

政府が推進する規制改革を最大限に活用し、早期安全に新規医療を提供する提言３

治験・特定臨床研究・ゲノム医療・AI 診療など先進的医療を推進する人材・
育成強化・運営資金の確保、及びオンライン教育の拡充

遺伝カウンセラーやバイオインフォマティシャンなど
専門職に対する持続可能な人材育成プログラムの確立と、
これらの施策を支えるための安定した財源の確保が必須
であり、公的資金の拡充や民間からの資金調達など、多
角的な資金確保策を模索し、実行に移す。
また、オンライン教育を拡充し、遠隔地でも最新の医

療情報や技術を学べる環境を整備することで、全国どこ
でも先進的医療を提供できる体制へとシフトする。
これらの取り組みを通じて、働き方改革を実現し、医

療従事者の働きやすい環境を整備することで、医療の質
の向上と、先進医療の普及を加速させ、最終的には、地
域間の格差を解消し、全国どこでも高水準の医療が受け
られる社会の実現を目指す。

Action Plan
2024
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専任職員の長期的な人材育成と能力評価システムの構築

国立大学病院は高難度医療の安全な提供と先進医療
の開発という重要な機能を担っている。それらの機能
の推進のためには医療安全の確保、感染制御部門の確
立、職員の倫理教育・審査、臨床研究支援などの機能
的構築が必須である。アンケートを確認すると各大学
ではそれらの各領域において専任職員の配置が進んで
いる。
しかしながら、専任職員の配置においては、有期雇
用職員として配置されていることも多く、継続的な雇
用の確保や長期的な人材育成、そのための財政確保は
依然課題である。
特に、各専門職の専門性に応じたキャリア支援、そ
のための適切な能力評価においては苦慮されている施
設も多い。中でも医療倫理の専門職の確保は困難であ

ることが課題として挙げられる。
そのような状況ではあるが、東京大学では院内の全
職員に臨床倫理に関する e-learning の受講促進や看護
師キャリアラダーにおける臨床倫理に関する講義など
が行われている。専任職員も配置し、病棟、外来での
臨床カンファレンスに臨床倫理コンサルタントが積極
的に参加されている。また、医療倫理コンサルテーショ
ンチームを設置している施設、院内臨床倫理室の整備
などが行われている施設もある。
各職種における能力評価に基づいたキャリアパスの
構築は十分に整備されていない状況であり、今後の課
題である。各施設において高難度医療の安全な提供と
先進医療の開発という重要な機能を支援する体制の構
築が引き続き望まれる。

国立大学病院の組織的・人的基盤を整備し、高度医療の安全な提供と開発及びそれ
に対応できる人材を配置する提言４

専任職員の人材育成と評価システムおよび倫理教育・システムの構築

国立大学病院として、高度医療の安全な提供と新規先進医療の開発を求められている。その実現のために様々
な専任職員の配置が進んでいるが課題も多い。
各専門職の継続的な雇用の確保、長期的な人材育成、そのための財政確保を進めなければならない。各専門職

の専門性に応じたキャリア支援、そのための適切な能力評価を早急に確立する必要がある。また、倫理教育・審
査システムに関するニーズが高まっているにもかかわらず、その人材育成や基盤構築は十分に進んでいるとはい
えない。引き続きの協議、検討が必要である。

Action Plan
2024

診
療
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様々な医療の質に関する指標を、診療の質向上に活用するとともに、社会へ
公表

国立大学病院の 42 病院のうち、わずか１大学を除
き、医療の質の指標を公表している。したがって、社
会に対して積極的に公表していると言える。
また、新たな取り組みを実施あるいは予定している
施設も４大学みられた。
自己の評価や改善について、工夫していることが窺
えるが、課題も数多く存在する。すなわち、各指標に

対する定義や基準の統一化が困難なこと、これらの
データ作成に専門的知識や長時間を要すること、有効
活用するために高い専門性が求められること、分析や
活用方法に統一性がないこと、地域特性を加味した分
析になりづらいこと、人事異動による人材育成の問題
が存在し、業務の質を担保すること、継続的な精度の
向上が求められること、などが挙げられる。

医療の質に関する指標を設定し、診療の評価・改善を行うとともに社会へ公表する提言５

様々な医療の質に関する指標を、診療の質向上に活用するとともに、社会
へ公表

構築された診療機能の分析・フィードバック体制を活用し、自己の評価・改善の共通指標の設定について、さ
らなる改善を進める。
ベンチマーク分析を診療の質や精度の向上に活用するための具体的な取り組みを推進する。評価結果を継続的

に社会へ公表し、大学病院の社会的説明責任を継続的に果たしていく。各指標に対する定義や基準の統一化は困
難であるが、実態調査などを進めていく。

Action Plan
2024
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診療

医師の働き方改革への対応
医師の働き方改革の対応の一環として、2022 年
６月に一部診療科を除いて当直体制からオンコール
体制へ移行したが、診察を必要とするオーダー対応
のため、医師の来院頻度は想定ほど減少しなかった。
今回、web 会議システムを活用したリモート診
療システムを導入、2023 年９月 11 日に稼働開始し
た。これにより、自宅でできる診療の範囲を拡大し、
医師の負担軽減を図った。また、12 月からはさら
に診療範囲を拡大し、放射線科の遠隔読影を可能と
した。

リモート診療システムの概要
オンコール当番医（自宅）と患者、看護師（病棟）
の間で、web 会議システムを介してリモートで診
察を実施し、患者の状態を把握した上で、来院を必
要とせず処方オーダー・注射オーダーを可能とした。
院内への接続はVPN接続とし、医療情報システ
ムの安全管理に関するガイドラインに準拠したセ
キュリティを確保している。（図１）

運用上の注意・遵守事項
・�オンコール時の対応に限定、医療安全上、安全と
考えられる場合のみ行う
・患者の同意を得て、看護師が付添した状態で実施
・リモートでの診療内容を確実にカルテ記載する

導入効果
リモート診療システム導入後、徐々にアクセス件
数は増加しており、12 月の遠隔読影開始によりさ
らに利用拡大が図られた。また、放射線科の１ヶ月
の超過勤務時間は、遠隔読影開始前後で 21％（90時
間）減少しており、医師の負担軽減に繋がっている。

課題
自宅のネットワーク環境の問題等により、約３割
のオンコール医師が利用できておらず、今後の利用
者増に向け、対応が必要である。

福井大学医学部附属病院

医師の働き方改革への対応
リモート診療システムの導入

院外からの電子カルテアクセス件数（月あたり平均）

医師の働き方改革への対応

リモート診療システムの導入

医医師師のの働働きき方方改改革革へへのの対対応応
医師の働き方改革の対応の一環として、 2022

年６月に一部診療科を除いて当直体制からオン
コール体制へ移行したが、診察を必要とするオー
ダー対応のため、医師の来院頻度は想定ほど減少
しなかった。

今回、web会議システムを活用したリモート診療
システムを導入、 2023年９月11日に稼働開始した。
これにより、自宅でできる診療の範囲を拡大し、
医師の負担軽減を図った。また、12月からはさら
に診療範囲を拡大し、放射線科の遠隔読影を可能
とした。

リリモモーートト診診療療シシスステテムムのの概概要要
オンコール当番医（自宅）と患者、看護師（病

棟）の間で、web会議システムを介してリモートで
診察を実施し、患者の状態を把握した上で、来院
を必要とせず処方オーダー・注射オーダーを可能
とした。

院内への接続はVPN接続とし、医療情報システム
の安全管理に関するガイドラインに準拠したセ
キュリティを確保している。（図１）

福井大学医学部附属病院

運運用用上上のの注注意意・・遵遵守守事事項項
• オンコール時の対応に限定、医療安全上、安全

と考えられる場合のみ行う
• 患者の同意を得、看護師が付添した状態で実施
• リモートでの診療内容を確実にカルテ記載する

導導入入効効果果
院外からの電子カルテアクセス件数（月あたり平均）

リモート診療システム導入後、徐々にアクセス
件数は増加しており、12月の遠隔読影開始により
さらに利用拡大が図られた。また、放射線科の
１ヶ月の超過勤務時間は、遠隔読影開始前後で
21％（90時間）減少しており、医師の負担軽減に
繋がっている。

課課題題
自宅のネットワーク環境の問題等により、約３

割のオンコール医師が利用できておらず、今後の
利用者増に向け、対応が必要である。

大学病院外観写真
JPG 300dpi以上としてください

JPGデータを別に提出してください。

図１ リモート診療システム・遠隔読影システム

月月 RR55..66～～88 99～～1111 1122～～RR66..11

件数 5 12 86

図１　リモート診療システム・遠隔読影システム
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診療

倫理担当専任教員の配置
これまで当院には、研究倫理担当の教員は在籍し
ていたが、臨床倫理を専門とする教員が欠員となっ
ていた。そのため、臨床倫理に係る相談は、患者安
全推進部所属の弁護士が担ってきたのが実状である。
一方で、近年の医療の高度化・多様化に伴い、医療
現場における臨床倫理の相談は年々増加しており、
現場の臨床倫理問題に一元的に携わる組織の整備は
喫緊の課題であった。そこで、2023 年６月１日付
で弁護士を病院助教として採用し、臨床倫理の専任
教員として配置した。これにより、現場の臨床倫理
問題を伴走型で支援する体制を構築した。

医学研究倫理・臨床倫理推進室の整備
倫理担当専任教員採用に合わせて、医学部附属病
院医学研究・臨床倫理推進室を改組し、医学部附属
病院医学研究倫理・臨床倫理推進室を設置した。同
室は、研究倫理担当教員と、臨床倫理担当教員を室
員として配置し、生命倫理・臨床倫理双方からの支
援・助言を行っている。同室は、副病院長が室長を
兼務し、病院執行部直下に設置されており、複数の
診療科、中央診療施設等にまたがる研究倫理・臨床
倫理の問題を、独立した機関として横断的に解決す

ることを目的としている。

倫理体制の再構築の効果
高難度新規医療の開発を目的とした臨床研究の推
進と、一般病院では治療困難な重症患者や難治疾患
患者に対して「最後の砦」として高度な医療を提供
することは、国立大学病院が果たすべき大きな役割
である。医学研究倫理・臨床倫理推進室の整備を始
めとする本院倫理体制の再構築により、病院内で行
われる医療行為について、一般医療、臨床研究どち
らで取扱うべきか判断し、一般医療と臨床研究各々
に対して倫理面から助言・指導を行うことが可能と
なった。また、患者安全推進部と両輪で機能するこ
とにより、「安全かつ高度な医療の提供」と「倫理
面での妥当性」双方からのチェック体制が確立した。
加えて、患者安全推進部及び医学研究倫理・臨床倫
理推進室の２名の弁護士を、院内法務相談室（2023
年６月１日設置）室員として兼務させ、病院運営及
び通常診療に係る法務相談に対し、専門的な法知識
に基づく助言・指導も行っている。倫理的体制を強
化し、法令順守に対する支援体制も整備することで、
更に安全かつ質の高い医療の提供を目指している。

名古屋大学医学部附属病院

倫理及び法務相談体制の構築
医学研究倫理・臨床倫理推進室及び院内法務相談
室の設置

もっと詳しく▶　名古屋大学医学部附属病院　https://www.med.nagoya-u.ac.jp/hospital/
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パーソナルヘルスセンター（PHC）概要
北海道大学病院では、個々に応じた疾病予防によ
る健康寿命の延伸及びwell-being の探究が求めら
れている中で、ゲノムデータ等に基づく個別化予防
医療の提供並びにゲノム関連先進医療技術の研究及
び開発を行うことを目的として、令和５年９月に
パーソナルヘルスセンター（PHC）を設置した。
令和５年 12 月から、段階的に遺伝学的検査を用
いた各種プランの提供を開始しており、将来的には
多くのデータが蓄積されることで、より精度の高い
疾患リスクや体質傾向などの解析結果を提供するこ
とが可能となり、市民参加型医療（Citizen Medicine：
シティズンメディスン）の推進に貢献する。
また、本センターで得られたゲノム情報及び残余
検体などを管理・利活用し、パーソナルヘルスケア
に関する研究開発を実施・推進する。

北海道大学病院

ゲノムデータ等に基づく個別化予防医療
パーソナルヘルスセンターの設置 
遺伝学的検査を予防医療に活かす取り組み

コンセプト：〜ゲノム検査をあなたの健康に〜
基 本 方 針：�病気になってから治すのではなく、病

気になるリスクを知り、なる前に食事・
運動を楽しく取り入れ自ら予防する。

健診プラン
①�エグゼクティブプラン：全ゲノム解析により、人
のゲノム全体を読み取り、その中で健康管理に役
立つと考えられる 124 の遺伝子に変化がある場合
にその情報を提供
②�ウエルネスプラン：疾患のなりやすさを遺伝子多
型等（SNP/SNV）検査から推測できるポリジェ
ニックリスクスコアというより精度の高い検査結
果をコース毎に提供
� （ベーシックコースを除く）

パーソナルヘルスセンター（PHC）の全体構想

北大病院栄養管理部と札幌近郊・市内のレストランが共同
で開発した認知症予防が期待されるMIND食弁当。各プラ
ンにオプションで追加可能

※�ウエルネスプランはベーシック、高血圧、認知症、ダイ
アベティスの４つのコースを用意。癌やアレルギーなど
にも対象拡大を検討する予定

ゲノムデータ等に基づく個別化予防医療

パーソナルヘルスセンターの設置
遺伝学的検査を予防医療に活かす取り組み

詳細はこちら https://www.huhp.hokudai.ac.jp/personal-health-center/

北海道大学病院

北海道大学病院では、個々に応じた疾病予防による健康寿命の延伸及び
well-beingの探究が求められている中で、ゲノムデータ等に基づく個別化予
防医療の提供並びにゲノム関連先進医療技術の研究及び開発を行うことを目
的として、令和５年９月にパーソナルヘルスセンター（ＰＨＣ）を設置した。
令和５年１２月から、段階的に遺伝学的検査を用いた各種プランの提供を

開始しており、将来的には多くのデータが蓄積されることで、より精度の高
い疾患リスクや体質傾向などの解析結果を提供することが可能となり、市民
参加型医療（Citizen Medicine：シティズンメディスン)の推進に貢献する。
また、本センターで得られたゲノム情報及び残余検体などを管理・利活用

し、パーソナルヘルスケアに関する研究開発を実施・推進する。

コンセプト：〜ゲノム検査をあなたの健康に〜
基 本 方 針：病気になってから治すのではなく、病気になるリスクを知り、なる前に食

事・運動を楽しく取り入れ自ら予防する。

検査方法 検査結果が
出るまでの期間 料金

エグゼクティブプラン 全ゲノム解析 通常1～3カ月 61万円

ウェルネスプラン※ 遺伝子多型等
（SNP/SNV）検査 通常1カ月～ 24,000円～93,000円

健診プラン
①エグゼクティブプラン：全ゲノム解析により、人のゲノム全体を読み取り、その中で
健康管理に役立つと考えられる124の遺伝子に変化がある場合にその情報を提供
②ウエルネスプラン：疾患のなりやすさを遺伝子多型等（SNP/SNV）検査から推測できる
ポリジェニックリスクスコアというより精度の高い検査結果をコース毎に提供

※ウエルネスプランはベーシック、高血圧、認知症、ダイアベティスの４つのコースを用意。癌やアレル
ギーなどにも対象拡大を検討する予定

パパーーソソナナルルヘヘルルススセセンンタターー（（ＰＰＨＨＣＣ））  概概要要

北大病院栄養管理部と札幌近
郊・市内のレストランが共同
で開発した認知症予防が期待
されるMIND食弁当。各プラン
にオプションでに追加可能

パパーーソソナナルルヘヘルルススセセンンタターー（（ＰＰＨＨＣＣ））  のの全全体体構構想想

詳細はこちら　https://www.huhp.hokudai.ac.jp/personal-health-center/
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診療

サイバー攻撃被災時の課題
大学病院に採用されているいくつかの電子カルテ
ベンダーへの聞き取りでは、電子カルテ本体がラン
サム被害に遭った想定での運用案は、バックアップ
データ等を元にした参照型電子カルテを運用し、記
録・文書発行については手書きとするものであった。
電子カルテの通常運用に戻るまでに２ヶ月程度か
かっている事例があることを踏まえ、この間の診療
記録が手書きになることでの見読性の低さ及び電子
カルテの種々の機能が利用できない状況を考慮する
と、提供される医療の質と量はともに大きく低下す
ると考えられた。
そこで、可及的速やかに、可能であれば半日程度
で、過去記録の参照と電子的な診療記録を可能とす
るシステムを稼働させる BCP を設定して、紙運用
の時期、範囲を少しでも減らすことを目標としたシ
ステム構築の検討を開始した。

サイバーセキュリティ対策としてのバックアッ
プとリストアについて
BCP 対策として最低限のバックアップを行うの
であれば多くの電子カルテベンダーで対応できると
考えられる SS-MIX2 の形式が早期実現可能であり、
これをクラウド上で複数世代保存することができれ
ばランサムウェア対策にもなると考えた。
サイバー攻撃被災時にはクリーンなバックアップ
データがあってもリストア先がないため、クラウド
上にリストアして最低限のシステム運用が可能な環
境を準備したいと考えている。SS-MIX2 は標準化
されたデータ形式であるため、クラウド上でリスト
アしシステム運用可能な環境を準備できれば、どの
病院でも共通で利用できる環境となる。
多くの病院で共通で利用可能なシステム環境をク
ラウド上で一つ構築し、被災した病院が必要な時に
だけ利用可能とする仕組みを提供できれば、複数の
病院でシステム環境の構築と保守費用を案分できる
のではないかと考えている。
2024 年度夏頃には上記の検討内容の実証実験を
試みる予定としている。

香川大学医学部附属病院

サイバー攻撃被災時の医療継続対策の検討
クラウドに構築したクリーンな仮設システム環境
により、高度先進医療の継続的提供を目指す

もっと詳しく▶　香川大学医学部附属病院　https://www.med.kagawa-u.ac.jp/hosp/
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研 究

研究倫理遵守の徹底と臨床研究の信頼性・安全性の確保

研究倫理のコンプライアンス、臨床研究の信頼性と
安全性の確保は、研究を行う上で遵守すべき基本的原
則である。国立大学病院自らこの基本的原則を遵守す
るための方策の実施とその確認を行う必要がある。
そのために、臨床研究推進会議TG1 と連携し、以
下の活動を進めている。
・�「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫
理指針」の改正（2023 年７月１日付施行）の内容
について情報共有および意見交換を行った。
・�臨床研究の適正な実施について、臨床研究法および

倫理指針の適正な実施に関連し、教育・研修の方法
や管理、不適合事案や逸脱の収集や管理、具体的な
事案についての事前アンケートを実施し、その結果
を共有するとともに、意見交換を実施した。
　�また、複数の施設から、不適正・不適合事案について
より具体的な情報提供を受けて、意見交換を行った。

上記の情報共有および意見交換を通して、各施設で
臨床研究の信頼性・安全性を確保し、適正な研究活動
を実施するための課題解決に役立てている。

研究倫理遵守を徹底し、臨床研究の信頼性・安全性を確保し、適正な研究活動に邁
進する提言１

国立大学病院の大きな使命の一つである臨床研究について、国立
大学病院臨床研究推進会議と連携し、質の高い臨床研究を安全かつ
効率的に実施する体制を整備し、新規医療技術の開発や既存技術の
最適化への貢献に取り組んでまいります。

研究担当校
東京大学医学部附属病院長　　田中 栄

国立大学病院臨床研究推進会議（以下、臨床研究推進会議）は、全国の国立大学病院 42 大学 44 病院で構成され、
５つのTopic�Group（以下、TG）が、テーマごとにTG1（サイト管理）、TG2（ネットワーク）、TG3（ARO/ デー
タセンター）、TG4（教育・研修）、TG5（人材雇用とサステナビリティ）に分かれて活動している。
また、臨床研究推進会議は、2022 年度に特定の課題を迅速に解決することを目的として、新たに２つのTask�
Force（以下、TF）（臨床研究DX（Digital�Transformation）推進TF、国立大学病院データベースセンター調査
TF）を設置し、活動を開始した。
グランドデザイン 2016 で掲げられた５つの提言に対し、研究担当は臨床研究推進会議と連携し、TGおよび
TFの活動等により以下の取り組みを行っている。

研究倫理遵守の徹底と臨床研究の信頼性・安全性の確保

引き続き臨床研究推進会議 TG1と連携し、臨床研究に
関する指針や法規制の定期的な見直し等に対応し、臨床研
究の適正実施のための取り組みを継続して強化する。

Action Plan
2024
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臨床研究に係る人材の育成と研究マインドを向上させるシステム構築

臨床研究を着実かつ適正に推進させるためには、臨
床研究者および研究者を支援する専門職人材の育成が
不可欠である。
また、医療人の研究マインドを向上させるために、
臨床研究に関する学部教育や起業家育成プログラムな
どを充実させ、研究心を涵養する。
そのために、臨床研究推進会議TG4 と連携し、以
下の活動を進めている。
・�研究者育成に関しては、各施設における「特定臨床
研究について研究者をエンカレッジする方法」の取
り組みを調査し情報共有した。働き方改革が導入さ
れる中で、各種支援や奨励策を導入している大学が
半数近くに至っており、今後ますますその重要度が
高まっている。
　�　また、地域ブロック（北海道・東北ブロック（代
表�東北大学）、関東・甲信越ブロック（代表�東京
大学）、中部ブロック（代表�名古屋大学）、近畿ブロッ
ク（代表�大阪大学）、中国・四国ブロック（代表�
岡山大学）、九州ブロック（代表�九州大学））の活
動の内容を共有し、臨床研究推進会議として取り組
むべき教育・研修に関する課題について議論を進め
ている。

・�学部・院生教育については、生物統計家が不足する
中、生物統計学に関する講義や実習等の各大学の取
り組みを紹介するとともに、各大学の担当者から見
た課題について情報収集している。
・�医療系の橋渡し研究者・アントレプレナー育成につ
いては、2023 年度からTG4 の実務者によるサブグ
ループを設置して、課題抽出、情報共有、対応検討
を行っている。今後、学内関連部署との連携を図っ
ていきたい。
　�　また、2023 年度も Research�Studio 等の活動を
共有しながら、支援教員の育成も進めている。
Research�Studio はアカデミア発の研究成果を元に、
国際展開をめざす医療系スタートアップ育成プログ
ラムであり、2018 ～ 2022 年度の過去５年間に支援
した 29 チームの内 19 社が起業し、14 チームが官
民資金合わせて総額 78 億円の資金調達に成功して
いる（2023年９月時点）。研究開発においては12チー
ムが非臨床 POCを取得し、２チームが治験を実施
中である。
　�　2023 年度は、10 チームを採択し開発計画策定プ
ログラム研修、英語ピッチを経て、６チームが事業
戦略策定プログラムに進んでいる。

臨床研究に係る人材を育成し、研究マインドを向上させるシステムを構築する提言２

医療アントレプレナー育成プログラム　Research Studio 2023 powered by SPARK Website より転載

臨床研究に係る人材の育成と研究マインドを向上させるシステム構築

引き続き臨床研究推進会議 TG4と連携し、以下の活動を行う。
①　研究者を対象とする共用シラバスについて、その運用体制や教材整備に取り組む。
　　特に、各大学の臨床研究の推進策の共有や、地域ブロック内での連携基盤の整備を行う。
②　研究マインドを向上させるため、学部教育に導入すべき項目を検討し、適宜、提言を行う。
　　特に、生物統計に関する教育体制について引き続き調査し、対応を検討する。
③　医療系の橋渡し研究者育成プログラムの普及を図るとともに、各大学にて整備すべき事項について検討する。

Action Plan
2024
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先端医療の研究・開発推進のための人材確保と基盤の整備

高度医療の提供と先端医療の研究・開発は一体のも
のであり、これらを推進することは国立大学病院の使
命である。これらの研究・開発の推進には、各種専門
分野の人材の支援を必要な時に十分受けられる基盤整
備が重要である。さらに、基盤の維持・発展のために
は優秀な臨床研究支援人材を中長期間安定的に確保す
ることが必要となる。
　そのために、臨床研究推進会議TG3 およびTG5 と
連携し、以下の活動を進めている。
・�臨床研究推進会議では、「専門職人材の大学間連携」、
「地方における雇用問題と対応」、「人事評価とキャ
リアアップ」の課題について、現状を把握し好事例
の取りまとめ、当会議内で周知するとともに、臨床
研究推進会議のWebsite やシンポジウム開催を通
して広く一般に発信してきた。
　�　2023 年度は臨床研究支援人材の雇用、人事評価
およびキャリアアップに関する事例について、「リ
モートワークを活用した人材雇用」に関する取り組
み（東北大学、長崎大学）と「人事制度および評価」
についての取り組み（京都大学、九州大学）の概略
を取りまとめ、好事例集として臨床研究推進会議の
Website 上で一般公開している。
・�医師の働き方改革に対応する臨床研究支援活動につ
いて、文部科学省の「質の高い臨床教育・研究の確
保事業」に採択された千葉大学、名古屋大学、神戸
大学、琉球大学の取り組みを中心に情報共有を行っ
ている。質の高い臨床研究の確保のために研究者に
対する支援体制の構築やツールの作成、AI やデジ
タル技術を活用した研究計画書の作成支援やレ

ビューなど様々な取り組みを共有した。その他の大
学からも、臨床研究支援のニーズヒアリングの実施、
臨床試験のデータ入力を支援する病院部署の設置、
臨床研究における各種事務処理業務を行える支援人
材の配置の検討等の取り組みを共有し、現在の研究
レベルを維持するための臨床研究支援体制の整備に
ついて検討している。
・�臨床研究推進会議では、データセンター、プロジェ
クトマネージャー、CDISC、モニタリング、RBA、
DCT、生物統計に関する最新の情報を共有し、臨
床研究の実施支援体制の補強強化に役立てている。
また、各種勉強会等も実施しており、2023 年度は、
RBAの勉強会に加えて新たにプロジェクトマネジ
メント勉強会をWeb 形式で開催し、臨床研究実施
中に発生する共通の問題点の事例をテーマにワーク
ショップを行った。

先端医療の研究・開発を推進するために必要な人材を確保し、基盤を整備する提言３

先端医療の研究・開発推進のための人材確保と基盤の整備

引き続き臨床研究推進会議 TG3および TG5と連携し、以下の活動を行う。
①　 臨床研究医師・歯科医師、CRC、モニター、データマネージャー、生物統計家などの専門職人材の大学

間連携（ノウハウ共有、相互支援、人材交流、コミュニケーションツール活用など）に向けて、成功事例
を共有することにより、各大学における取り組みを強化する。

②　 研究開発の支援基盤維持のために、臨床研究支援に関連する人材定着に向けた人事制度（適正評価、キャ
リアアップ）の構築に取り組む。

③　 先端医療の研究・開発推進のための基盤となるAROなどの整備を大学の特徴および RBAやDCTなどの
新しい研究手法に合わせて行い、さらに大学間の連携によりこれを補完・強化し研究活動の支援ができる
体制を構築する。

Action Plan
2024

TG5 活動実績「人材雇用、人事評価とキャリアアップに関す
る好事例」より
https://plaza.umin.ac.jp/~NUH-CRPI/open_network/archives/news/1757
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最新のテクノロジーを取り入れ、国際的競争力を有する新医療技術の開発促進

国立大学病院のネットワークを形成し、先端医療を
支える臨床研究実施体制を整備する必要がある。また、
最新のテクノロジーを適時取り入れ、かつ持続可能な
臨床研究実施体制を整備することにより、質の高い効
率的な臨床研究の実施を目指すことにより、国際的競争
力を有する新たな医療技術開発の促進に繋げ、国民の
健康的な生活の確保に貢献することが求められている。
そのために、臨床研究推進会議TG2 および臨床研
究DX推進TFと連携し、以下の活動を進めている。
・�国立大学病院のそれぞれの施設が得意とする臨床研
究分野の調査を 2017 年度から開始し、2021 年度か
ら検索や問い合わせ機能を備えた「臨床研究マッチ
ングサイト」として一般公開している。現在、1431
件の情報が登録され、臨床研究関係者（アカデミア、
医療機関等の研究者および研究開発支援者、製薬企
業、医療機器開発などの企業に所属の方）から臨床
研究推進会議のWebsite 上で検索および問い合わ
せができるようになっている。2023 年度は、検索
機能の強化など当サイトのシステム改修を完了し、
さらに活用しやすいサイトにするための取り組みと
して、登録情報の公開内容の検討も行っている。
・�多施設共同臨床研究による症例集積性向上の目的で
「フィージビリティ調査システム」を開発し、2019
年度から本格運用を開始している。臨床研究に関係
する大学病院、医学部、一般病院などの医療機関等
の研究者・研究開発支援者等の関係者の利用を対象
に運用を開始し、現在はプロトコールが固定され実
施段階にあることを条件に、企業主導試験の調査依
頼も受け入れている。調査は臨床研究推進会議の
Website から申し込み可能で、2023 年度は４件（医師
主導２件企業主導２件）の調査依頼を受け対応した。
・�デジタルテクノロジーを活用した臨床研究を実施で

きる体制を整備するため、臨床研究推進会議は
2022 年度から臨床研究 DX推進 TFを設置し活動
している。2023 年度は昨年度に引き続き、デジタ
ルテクノロジーを活用した臨床研究に関する実態調
査を実施した。また、実態調査の調査票策定に当たっ
ては、日本製薬工業協会医薬品評価委員会と、調査
項目である Remote�SDV、eConsent、分散型臨床
試験（Decentralized�Clinical�Trial）について意見
交換を行った。計５回の活発な意見交換を経て、上
記調査項目の概念や方式の類型化、さらに Remote�
SDV のシステムの CSV（Computerized�System�
Validation）必要性について合意がなされた。
　�　実態調査の結果、2022 年 度に比して SDV、
eConsent、分散型臨床試験の実績が若干増加して
おり、体制整備のための具体的な課題が抽出された。
なお、実態調査結果については、臨床研究推進会議
のWebsite 上で公開している。今後も体制整備を
加速すべく課題整理および好事例の共有を行ってい
く。

最新のテクノロジーを取り入れた持続可能な臨床研究実施体制を整備することによ
り、国際的競争力を有する新たな医療技術の開発を一層推進する提言４

最新のテクノロジーを取り入れ、国際的競争力を有する新医療技術の開発
促進

引き続き臨床研究推進会議 TG2および臨床研究DX推進 TFと連携し、以下の活動を行う。
①　 国立大学病院のネットワークを活用した臨床研究マッチングサイトおよびフィージビリティ調査システム

の利用をさらに推進する。
②　デジタルテクノロジー活用した臨床研究を実施できる体制整備を推進する。

Action Plan
2024

https://plaza.umin.ac.jp/~NUH-CRPI/open_network/feasibility

フィージビリティ調査の流れ（イメージ）
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国立大学病院の臨床研究に関する情報を研究者、患者・市民に広くわかりや
すく発信

我が国のライフサイエンスおよび産業の高度化を支
える国立大学病院が医療に関する研究・開発の意義、
および世界や我が国の現状を継続的に広くわかりやす
く研究者に限らず患者・市民にも発信していくことが
重要であり、広報体制・機能の強化による戦略的かつ
機動的な情報発信が求められる。
そのために、臨床研究推進会議は、事務局が中心と
なって、国立大学病院データベースセンター（以下、
DBC）および国立大学病院 DBC 調査 TFと連携し、
以下の活動を進めている。
・�臨床研究推進会議の活動内容等を広く紹介するため、
「第 23 回 CRC と臨床試験のあり方を考える会議
2023� in�岡山（9/16-9/17）」、「第 44 回日本臨床薬理
学会学術総会（12/14-12/16）」および「日本臨床試
験学会第 15 回学術集会総会（3/7-3/9）」でブース
展示を行った。
・�臨床研究推進会議Website 上で、臨床研究推進会
議の活動で得られた成果物等を一般公開し、より多
くの方に活用いただけるよう、積極的な発信を行っ
ている。

　�　また、臨床研究推進会議Website の会員専用エ
リアは、会員同士が安全な状況で会員限定情報を共
有できる環境に整備されており、臨床研究推進会議
の各種会議（総会・代表者会、幹事会、各トピック
グループ会議）資料および議事録を掲載し、さらに
会員専用の掲示板を設置するなど、会員同士が有用
な情報共有ができるよう会員専用エリアの充実を
図っている。
　�　国立大学病院DBCの協力のもと、国立大学病院
DBC 調査 TFで臨床研究パフォーマンスに関する
調査・分析結果をわかりやすくまとめ掲載している。
2023 年度は各施設の国立大学病院DBC調査回答責
任者および担当者を対象に、説明会を開催し、調査
内容についての理解の浸透を図ることで、正確な
データ収集に努めた。国立大学病院DBC 調査 TF
では翌年度調査に向けた調査項目や定義の見直しの
要否についても検討している。

国立大学病院の臨床研究に関する情報を研究者に限らず広くわかりやすく患者・市
民にも発信する提言５

国立大学病院の臨床研究に関する情報を研究者、患者・市民に広くわかり
やすく発信

引き続き臨床研究推進会議事務局は国立大学病院DBCおよび国立大学病院DBC調査 TFと連携し、以下の
活動を行う。
①　大学病院の研究内容と研究成果を調査し、様々な媒体を通じて発信する。
②　国立大学病院の研究パフォーマンスを正確に評価し、研究の活性化につながる情報を発信する。

Action Plan
2024

第44回日本臨床薬理学会学術総会（12/14‐12/16）における
ブース展示の様子

臨床研究推進会議Website会員専用エリア
（例：幹事会ページ）
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究者と伴走する」をコンセプトに掲げ「５つの重点
対策」を打ち出して、支援を行っている。
新たに 2023 年度から、遅延が見受けられる試験
について、同チームで対策会議や責任医師等とミー
ティングを開催し、論文化が進んでいない試験につ
いても、適宜フォローアップを実施することとした。
研究者に対する相談体制を整備し、手厚く支援を
行う事で、若手研究者育成に寄与するとともに、論
文数の増加についても寄与する。

《５つの重点対策》
①　臨床研究開始のための支援
②　プロトコル作成ガイドラインの提供
③　スタートアップ支援制度の拡充
④　迅速なCRB承認を目指した支援
⑤　�データマネジメント、モニタリング、統計解析、
論文作成までの支援

研究

臨床研究中核病院としての機能強化
千葉大学医学部附属病院では、臨床研究中核病院
の指定を受けて、さらなる機能強化を図るため、研
究を総括的に管理し、治験、臨床研究、外部資金獲
得を力強く推進する組織が必要との考えから、2017
年度に「臨床研究推進本部」を設置し、院内の
ARO機能（臨床試験部、臨床研究開発推進センター、
データセンター等）の一元化を図るとともに、研究
の信頼性確保・研究推進を進めてきた。

特定臨床研究を促進させるために－５つの重点
対策－
臨床研究中核病院の指定要件のひとつである特定
臨床研究の自施設主導実施件数の実績要件を確実に
満たすため、2022 年 10 月に「特定臨床研究支援チー
ム」を発足し、特定臨床研究としての試験デザイン
や探索的研究の提案等の臨床研究開始のための準備
支援から始まり、統計解析や論文作成に至るまで「研

千葉大学医学部附属病院

先端医療の研究・開発を推進するために必要な人
材を確保し、基盤を整備する
特定臨床研究の実施件数確保に向けた体制整備

もっと詳しく▶　千葉大学医学部附属病院　https://www.ho.chiba-u.ac.jp

【参考】千葉大学病院での企業治験・医師主導治験・特定臨床研究の実施状況

特定臨床研究支援チームが研究者と伴走します。

研 

究
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働き方改革を進めながら研究エフォートを確保す
るためには、医療ビッグデータを基に臨床データ
ベースを構築し研究環境を整備することが急務であ
り、一方で、医療データベースを活用した臨床指標
（CI）及び質指標（QI）の策定と継続した評価が診
療の質改善のため求められている。
しかしながら、全国的に医療ビッグデータの解析
や抽出・変換・出力・分析等が可能な人材が不足し
ているため、本院においても臨床研究の推進及び医
療の質改善をサポートする環境が十分とは言えない
状況である。
これらの課題を解決するため、本学工学系の大学
院生の病院実習受入を行い、実際の医療データを用
いたデータサイエンスにおける分析業務全般の経験
を通じて、医療現場において活躍できる学生の教育
と医工連携による臨床研究支援人材の育成及び医療
ビッグデータのデータベースの構築を推進する取り
組みとして、「医療情報分析アシスタント制度」を
2023 年度より開始した。

医療情報分析アシスタント制度の事業内容
医療情報分析アシスタント制度とは、本学工学系
の大学院生を大学院カリキュラムに基づく実習生と
して、病院で受入れ実習を行った後、医学・医療に
関する知識と情報処理の知識を併せ持つスペシャリ

熊本大学病院

医療 DX 推進のための取り組み
医療情報分析アシスタント制度の新設 
医療ビッグデータの解析と活用、医療 DX 推進の
ための医療情報分析アシスタント育成

研究

ストを目指す学生を対象に、病院の研究支援部門で
ある総合臨床研究部の「医療情報分析アシスタント」
として雇用する、という事業である。
臨床研究の課題と社会的背景として、大学病院の
研究力指標としての研究論文数向上、医師の働き方
改革の施行を踏まえた臨床医の研究時間確保などに
係る取組が求められている。
医療情報分析アシスタントは、病院における医療
ビッグデータのデータベース整備を実施し、医師を
含む研究者が研究に十分にエフォートを割くことが
可能となる環境の整備に携わる。それによって、研
究者のクリニカルクエスチョンを踏まえた短期間で
確度の高い研究シーズの発掘が可能となることが期
待でき、研究者からの依頼に基づく研究デザインに
対応した医療ビッグデータの抽出・変換・出力・分
析及び統計作成等による臨床研究支援を行うことで
臨床研究の発展にも寄与することを見込んでいる。
本事業の実施により、本学のみならず医療界・産
業界で活躍できる人材の増加と、学生自身にとって
の研究マインドの支援・発展に繋がることが期待で
きるとともに、卒業後の学生が本院・地域医療機関
の医療情報部門や、行政機関の医療政策部門、その
他大学・研究機関・企業のDX部門で活躍すること
による地域貢献を期待している。
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臼杵前向きコホート研究
大分大学医学部附属病院では、臼杵市の行政や医
師会、大分県、東芝・TDKと連携してAMED 支
援のもと、アルツハイマー病の発症リスク発見とそ
の回避を目的とした前向きコホート研究を展開して
きた。リストバンド型生体センサによる定量的生体
データやアミロイド／FDG-PET検査導入など他に
類を見ない画期的コホートを構築し、認知機能低下
の危険因子・防御因子やアミロイド蓄積関連生活習
慣因子同定などの実績（論文 12 編）を上げてきた。
うすき石仏ネット活用によるかかりつけ医から認知
症専門医までの診療・多職種連携が構築され、市民
への情報発信や予防活動等研究成果還元に努めてい
る。現在、島津製作所、エーザイ、ホンダ等との先
進的な産学官連携研究が進行中である。

臼杵前向きコホートビッグデータ活用
2024 年１月にアルツハイマー病の新薬として、
共同研究機関でもあるエーザイが開発したレケンビ
処方が開始された。投与対象はアルツハイマー病に
よる軽度認知障害と早期認知症だが、その選定には
保険適応ながら高価で実施施設限定が否めないアミ
ロイド PET検査もしくは侵襲的かつ検査施行可能
な医師が限定される脳脊髄液検査を用いた脳内アミ
ロイド沈着証明が必須なため、低侵襲で安価な血液
診断や、無侵襲の代替診断法開発が切望されている。
特に最大の懸念事項である選択バイアスを克服しう
るリアルワールドを反映した前向きコホートとして、
上述した新規診断法確立やかかりつけ医レベルでの
実臨床下における血液バイオマーカーによるアルツ
ハイマー病の新たな診断ワークフローと、その早期
発見から治療までのエコシステムを構築し、社会実
装を目指す画期的な研究として大きな関心を集めて
いる。そのビッグデータ活用を求め広く研究者や企
業から強い関心が寄せられている。

大分大学医学部附属病院

アルツハイマー病発症リスクの発掘研究
接続可能な前向きコホートを維持・活用し、アル
ツハイマー病を克服しよう！

研究

臼杵前向きコホートビッグデータ解析
◆プロジェクト一覧及び 2023 年の実績
・�世界初の無侵襲脳内アミロイド蓄積予測モデル開
発：リストバンド型生体センサによる「生体デー
タ」と「生活データ」「当事者背景」の組み合わ
せで脳内アミロイド PET検査陽性者を予測する
機械学習モデルを開発し、そのスクリーニング性
能（AUC 0.79）を確認：論文１編（Alzheimers 
Res Ther, 2023）をエーザイと共同発表とプレス
リリース

・�縦断的解析：睡眠の質の悪さと低活動量が認知機
能低下リスクであること（Front Public Health, 
2023）、睡眠効率の悪さがアミロイド蓄積悪化要
因であること（Ann Clin Transl Neurol, 2023）
の論文２編を発表
・�リアルワールドコホート特性解析：治験参加者や
病院受診患者とリアルワールドではアミロイド陽
性率が異なり、バイオマーカー開発に臼杵コホー
ト活用が重要との論文１編を発表（J Alzheimers 
Dis, 2023）
・�血液バイオマーカー診断開発：リアルワールドコ
ホートでの血液バイオマーカーによるアミロイド
陽性診断性能と８年間の前向き経過観察でアルツ
ハイマー病発症予測性能を確認した論文を島津製
作所・エーザイと共同発表予定（2024 年３月ポ
ルトガル開催国際アルツハイマー・パーキンソン
病学会で発表）＋下記の社会実装研究を遂行中
◆血液バイオマーカーの社会実装を目指す研究

研 

究
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京都大学医学部附属病院先端医療研究開発機構
（iACT）は、医学研究の成果を一気通貫でスピー
ディーに臨床応用に結び付けることで、医薬品・医
療機器開発の加速を目指し、研究活性化（Science）、
財 政自立化（Finance）、 人 材力強化（Human 
Resource）の３つの方針を掲げている。
このうち「人材力強化」の実現に向け、iACTで
抱える人事関係の諸課題を踏まえ、有期雇用職員を
対象とした新たな人事制度を整備し、2022 年 4 月
より運用を開始した。これにより支援人材の継続的
な確保と実践型育成による強化を図り、医療開発力
強化及びさらなる臨床研究の活性化を目指す。

課題
・�大学や研究機関に勤務する臨床研究支援人材の数
は極めて少なく、十分な実務経験を有する者を、
他機関から招へいすることが現実的に困難な状況。
・�本院は 2017 年 3 月に臨床研究中核病院として承
認を受け、その機能を維持・発展させていくため
に、承認要件に係る業務に携わる臨床研究支援人
材の安定的な確保が必須となった。
・�新規採用者が、承認要件に係る専門職として的確
に臨床研究支援業務を遂行できるようになるため
には、少なくとも数年の経験を要する。

➡�優秀な人材を、継続的に雇用できる仕組みの構築
が必要

京都大学医学部附属病院

臨床研究支援人材（有期雇用職員）を対象とした
人事制度の整備
～人材力強化による臨床研究の活性化～

もっと詳しく▶　京都大学医学部附属病院先端医療研究開発機構　https://iact.kuhp.kyoto-u.ac.jp/

研究

制度の概要
①統一的な基準による客観的な評価制度の導入
�入職時から一貫した基準で客観的に評価すること
により、評価の公平性を担保
②雇用延長・無期転換の基準を整備
�評価制度の導入により客観的な基準による雇用延
長・無期転換の判断が可能に
③独自の職位を設定
�役割、能力に応じた３つの職位の設定により自身
の適正に応じたステップアップが可能に
④評価に応じた昇給制度の導入
�独自の俸給表を作成し、獲得した評価に基づく昇
給が可能に

〈キャリアパス概要〉
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第８次地域医療計画を見据えた、医療提供体制整備への積極的な関与

先行する病床減少。タイムラグが課題。
第８次地域医療計画は地域医療構想と並行して整備

され、全国的に病床削減が計画された。しかし医療従
事者の確保困難が先行し、地域によっては構想以上の
病床減少が懸念されている。一方で我が国の入院患者
数のピークは 2040 年と推計されていおり（下図）、病
床削減目標（2025 年）と入院患者減少期の開始まで
には 15 年のタイムラグがある。この間、医療機関は
さらなる平均在院日数の短縮や患者意思決定の迅速化
を求められる。

医療連携部門は多職種で構成される専門職
第 19 回国立大学医療連携・退院支援関連部門連絡

協議会では対策として① Patient Flow Management
の一元化、②地域連携における医療 DX化の推進、③
適切な意思決定支援の推進における国立大学病院の役
割などが議論された。これらの実践には、大学病院に
おける医療連携部門の機能強化と人材育成の強化が欠
かせない。連携部門は医師や看護師、ソーシャルワー
カー、事務職員などの多職種で成り立ち、個々の職種
が地域医療に精通するための努力を重ねている。もと
もと高度先進医療を担う大学病院の地域医療連携は、
一般病院より特殊性が強い。しかし大学病院の多くは
短い期間で人事異動を繰り返すため、部門スタッフが
専門職として研鑽を積むための時間や予算は確保でき
ていない。また連携部門は医療安全や感染制御部門ほ
どのキャリアパスが整備されておらず、大学病院内に
おける地位は極めて不安定である。地域連携に関わる
課題が増える中で、大学病院は医療連携部門が専門職
であることを認識し、人材確保と人材育成を心がける
ことが肝要である。

地域の行政や医療関連団体とも連携し、経年的な疾病構造等の変化だけでなく、新
興感染症への対応や働き方改革にも配慮した地域医療提供体制の維持に向け主導的
役割を担う

提言１

国立大学病院として、地域医療提供体制の維持に向けた積極的な
関与の推進、様々な役割を担える医療人の育成、メディカル ICT
の活用および危機管理に参画する体制の検討に向けて取り組んでま
いります。

地域医療担当校
岡山大学病院　病院長　　前田 嘉信

地域医療

Action Plan
2024 国立大学病院における医療連携部門の機能と人材育成力を強化する

2023 年７月末段階における医療施設動態調査では、病院病床数は２年前の約 150万床から 147万床に、療
養病床数は 29.2 万床から 28.1 万床に減少している。病床減少の要因は地域医療構想や第８次医療計画の影響
よりも、就労人口減少に伴う医療従事者の求人難の方が大き
い。厚労省の職業安定業務統計（2023年度）によると医師、
歯科医師、獣医師、薬剤師の有効求人倍率は 2.26、保健師、
助産師、看護師は 2.11、社会福祉専門職業従事者は 2.96、
医療技術者は 3.19 と軒並み全職業平均倍率の 1.2 を大幅に
上回っている。職員の確保難に伴う休廃業や減床はまず介護
分野から始まり、やがて医療機関にも波及することが予想さ
れる。大学病院においても後方連携病院や在宅診療機関との
連携が難しくなり、在院日数延長や入院制限など経営に係る
課題に直面することが懸念される。各大学病院とも連携部門
の強化が喫緊の課題と言える。

第 7 回第 8 次医療計画等に関する検討会資料

ピーク

全国の病床数の変化

医療施設動態調査（令和５年７月末概数）　2023 年 9 月 29 日

R5R5 R4R4 R3R3

病院病床数総計 療養病床数総計
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キャリア形成とリスキルを通じて人材が地域で最大限に活躍できる環境を推
進する拠点としての国立大学病院の形成

キャリア形成とリスキルの取り組みを調査
2022 年度までの検討をふまえて、各国立大学病院

を対象に、職種別人材育成プログラムの管理の状況お
よび経営人材や危機管理人材の育成や登用について調
査を行うとともに、国立大学病院間の協力や、地域と
の連携について状況を明らかにするため、アンケート
調査を行った。あわせて、医療や介護に携わる専門職
の生涯教育の場の提供状況について調査し、近年、注
目されているリカレント教育やリスキリング教育の観
点からの教育の提供について調査し、教育機関として
の役割や地域社会の変革や活性化への寄与の可視化を
目指した。

職種ごとの取り組みにばらつき
職種ごとのキャリアパスの整備は、回答のあった全

病院にて整備されていた。職種ごとにみるとばらつき
があった。同じ職種であっても雇用形態が様々で、取
り組みの課題といえる。

地域とのキャリアパスの共有
他の国立大学病院との共有は２割にとどまった。地

域との共有は８割をこえ、2020 年に実施した同様の
調査での２割に比べ、共有が進んでいる。

リカレント教育、リスキル教育を通じて地域医
療への貢献

リカレント教育、リスキル教育の実施は７割で、院
外にも向けた実施は半数をこえていた。半数で、これ
らの教育が院内のキャリアップや雇い入れに結び付け
られている。行っていない病院は、担当部署や人員が
ないことを理由にあげていた。

連携の推進や危機への備え
多職種連携教育は、2020 年に実施した同様の調査

での７割に比べ、６割に減り、地域連携の教育の実施
は７割から５割に減少していた。新たに調査した経営
人材については２割弱、危機管理人材については４割、
サイバーセキュリティ人材については１割弱が実施し
ていた。

職種をこえ地域に貢献する経営や危機管理を担える医療人を育成する提言２

Action Plan
2024 各国立大学病院で異なる職種ごとのキャリアの取り組みや、経営や危機管

理の人材育成についてのあるべき姿を検討する

国立大学病院ごとにばらつきが見られる職種ごとのキャリアパスの整備状況について、地域医療の充実を前提
に、医師の働き方改革や経営の効率化、人手不足の中での働き手の確保という点からあり方を検討する。
地域医療に寄与するリカレント教育およびリスキル教育のあり方の共有について検討する。
多職種連携および地域医療連携に関わる教育システムを見直す。
経営や危機管理、サイバーセキュリティについての人材の必要性の認識の向上をはかるとともに、地域医療機

関等との課題共有を進めるための方策を検討する。
各国立大学病院に限らず、地域の医療機関の事業が滞らないための人材育成について、経営危機を乗り越える

ための経営人材の育成、コロナ禍やサイバー攻撃による事業継続の危機に対応する人材の育成について検討する。
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地域医療の連携を強化し、患者体験を改善する情報通信技術を活用した医療
の推進

国立大学病院の取り組みを調査
医療提供や周辺業務での情報通信技術の活用につい

て、各国立大学病院の状況を調査した。院外との情報
連携は、EHR（Electronic Health Record 医療機関間
で の 情 報 共 有 ） に よ る 地 域 連 携 の 強 化 や、PHR

（Personal Health Record 医療機関と患者の情報共有）
による患者体験の改善が期待される一方で、院外でシ
ステムを活用する上でのセキュリティ上の課題がある。
あわせて、患者体験や地域連携の改善につながる帳票
や文書の管理について調査した。情報連携や遠隔医療
の取り組みは国立大学病院の役割をより明確化するこ
とにつながる。

EHR と PHR の活用と遠隔医療の推進
６割が EHR による地域の医療機関と情報共有して

おり、２割が PHR による患者や家族と情報共有して
いた。半数は計画書や同意書、会計書類の管理に情報
連携技術を用いていなかった。D to P のオンライン
診療や遠隔モニタリング、D to D の遠隔医療は約半
数で取り組まれているが、D to P with D は２割以下
であった。カウンセリングやインフォームドコンセン
トがオンラインで実施されていた。

外部との連携の監査
システム監査は８割で年一回以上行われている。外

部との連携の監査は１割以下であった。第三者による
セキュリティ監査は半数以上で行われているものの、
外部システムとの連携の監査は１割以下であった。

サイバーセキュリティの脆弱さ
３割以上がサイバー攻撃にむけた BCP が策定して

いるが、連携先のサイバー攻撃で連携が不可能な場合
に対策している病院はなかった。サイバーセキュリ
ティ教育は９割で行われているが、情報連携を含めて
いるのは１割で、遠隔医療を含めている病院はなかっ
た。取引業者との連携のルールは７割で定められてい
るが、地域の医療機関との連携のルールは３割で、地
域の医療機関のサイバーセキュリティ教育を行ってい
たり状況を把握しているのは１割であった。連携する
医療機関のセキュリティ監査を６割が全く把握してい
なかった。サイバーセキュリティ保険に７割が加入し
ているが、他の医療機関が攻撃により情報連携ができ
ない状況をカバーしているものはなかった。

多様化し、すみずみまでいきわたるメディカル ICT を活用した地域医療体制を構
築する提言３

Action Plan
2024 デジタルファーストの地域医療連携と、連携を前提としたサイバーセキュ

リティのための取り組みを推進する

EHR や PHR の活用によりすすめられている地域の医療機関や患者との情報共有を拡大する。
紙でやりとりされている様々な書類についてデジタルファーストの文書管理の推進について検討する。
遠隔医療については、従来の取り組みに加え、D to P with D を取り入れることで、国立大学病院と地域の医

療機関との役割分担と連携強化の可能性を検討する。
従来、各大学病院内に限られていたサイバーセキュリティの取り組みに対し、情報通信技術を用いた地域連携

が進められていることを前提としたセキュリティのあるべき姿を検討する。
外部との接続へのセキュリティの取り組みが遅れていることが、自院の危機だけでなく、地域医療の危機にな

りかねないことについて検討し、大学病院の果たすべき役割と構ずべき対策を明らかにする。
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現状の国立大学病院間連携体制の実態や同連携体制に対する意識について調
査を実施し、その在り方を検討する

災害時等における国立大学病院間連携体制につ
いての実態調査（2023 年９月調査）

2022 年度に実施した「COVID-19 対応前後におけ
る他組織との地域の危機管理体制についてのアンケー
ト調査」（2022 年 10 月調査）では、COVID-19 感染
拡大後に他の国立大学病院と連携強化したと回答した
大学はわずか４大学にすぎず、89.7％（35 大学）の国
立大学が感染拡大後も国立大学病院間の連携は強化し
ていなかった。さらに 76.9％（30 大学）の大学は
COVID-19 感染拡大前に国立大学病院間連携体制を構
築していなかったにもかかわらず、感染拡大後も連携
体制を構築しておらず、国立大学病院間連携があまり
重要視されていない実態が浮き彫りになった。一方同
調査回答大学 39 大学は全て「災害時等における国立
大学附属病院相互支援に関する協定」加盟大学であっ
た。そこで昨年度のアンケート回答「国立大学病院相
互支援に関する協定」加盟 39 大学に対し、COVID-19
感染拡大時における同協定の活用状況など、国立大学
病院間の連携状況についてのアンケート調査を行った。

同協定を COVID-19 対応連携の仕組みと認識してい
なかった大学は 33 大学（84.7％）、うち感染拡大後も
他の国立大学病院との連携強化をしなかった大学は
30 大学（77.0％）で、その主な理由として、回答のあっ
た 25 大学中、自治体の仕組みが機能していたからと
回答した大学が６大学（15.4％）、他の大学に遠慮し
たからと回答した大学が５大学（12.8％）、であった。
協定に加盟していること自体を失念していた大学も６
大学（15.4％）に認めた。以上より、本来国立大学病
院間連携体制の基盤となるべき「災害時等における国
立大学附属病院相互支援に関する協定」が、特に自然
災害以外の COVID-19 対応等の他のクライシスに対
して、大半の大学は同協定が機能する仕組みとは考え
られていないこと、また同協定は 1997 年に締結され、
数回改訂（建付けとしては前協定を破棄の上、新たな
協定を締結）されているものの、各大学に対する同協
定の周知についても十分でない実態が明らかになり、
今後同協定の啓発およびその実効性の適正範囲につい
て検討が必要と思われた。

自治体・地域医療機関／医師会との連携等を強化し、またオールハザードにより有
効に対応しうる BCP を準備し、それぞれの地域における危機管理に積極的に参画
する体制の構築を図る

提言４

Action Plan
2024 「災害時等における国立大学附属病院相互支援に関する協定」のブラッシュ

アップとその啓発のあり方について検討する

「国立大学附属病院相互支援に関する協定」は 1997 年に全
国の国立大学が参加して締結され、数回改訂（建付けとしては
前協定を破棄の上、新たな協定を締結）され、現協定は 2021
年に締結されている。現協定では、常置委員会理事校が支援体
制の構築、実働のハブになり、全国の国立大学病院の支援実働
を統括する仕組みとなっている。また同協定の目的は、「地震・
台風等による災害が発生し、被災大学病院独自では十分に患者
の身体、生命の安全等の応急処置ができない場合及び不慮の事
故等の場合」とされており、COVID-19 のような新興感染症
のパンデミックはあまり想定されていないとも読み取れる。
しかしながら災害派遣医療チームDMATにおいても、COVID-19 感染拡大時に国の要請によりに感染制御

支援、業務継続支援を実施したことからわかるように、地震や津波、台風等とは異なる新興感染症パンデミック
についても一種の「感染災害」として認識されつつある。また 2023年度に実施したアンケート調査結果からも、
同協定が広く全国の国立大学病院に十分周知されていないと思われる。以上より 2024 年度は新興感染症パン
デミック等についても幅広く運用可能な協定へのブラッシュアップやその啓発のあり方について調査検討する。
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高い救急医療の提供はもとより、救急医療における
医療連携ツールの活用並びに開発、人材育成、加え
て医師の働き方改革の施行を見据えた負担軽減等に
貢献することを目的としている。

２．事業内容
協定を締結した病院間で、本院を中心に情報共有

システムを導入して、診療科別医師の在否、手術・
処置の可否、空床状況等を「見える化」し、事務局
に救急隊からのホットラインを一本化することで、
複数の診療科にわたる重症者や診断が困難な患者を
連携病院が協力して受け入れている。

また、情報共有システム導入による地域の救急医
療への貢献、医師の勤務環境改善等について検証を
行い、地域救急医療の課題解決に繋げている。

さらに、本モデル事業を通して、薩摩川内地区の
医療機関と臨床実習分野で協働し、地域医療を担う
医師の育成にも貢献することとしている。

３．展望
本モデル事業を推進することで、救急医療はもと

より、地域医療機関への医師派遣と連携強化、医師
の勤務環境改善、教育機関として専門医・専攻医育
成のノウハウの蓄積など、本院と関連病院の強みを
最大限活用し、地域医療に貢献することができる。

また、医師、メディカルスタッフへの研修、地域
住民への救急蘇生法の普及や AED 使用方法の研修
等を通して、救急医療に係る人材育成及び救護活動
の普及・啓発に寄与することが期待される。

北薩地域における救急医療モデル事業
「鹿児島大学・薩摩川内地区救急ネットワーク」
による適切かつ質の高い医療提供

鹿児島大学病院

１．背景・目的
薩摩川内地区の地域中核病院へ継続的に医師を派

遣し、地域医療を支援してきたが、救急患者の増加
に加えて、第二・三次救急の受入れ困難事例等、救
急医療を担う医師の負担が増大している。

このような救急医療の危機的状況、さらに医師の
働き方改革をはじめとする医療を取り巻く社会情勢
を踏まえ、2023 年６月に鹿児島大学地域保健・医
療構想委員会の下、薩摩川内地区救急医療体制検討
部会を設置し、同地区の救急医療のあり方について
検討した結果、本学と関連病院が川内市医師会と連
携して取組む「薩摩川内地区（北薩地域）における
救急医療に関するモデル事業」を実施することとな
り、2023 年９月に鹿児島市内に拠点をおく４病院
と連携協定を締結した。

本事業は、薩摩川内地区を対象とした「鹿児島大
学・薩摩川内地区救急ネットワーク」を中核とした
モデル事業を通じて、同地区における適切かつ質の

もっと詳しく▶　鹿児島大学病院　https://www.hosp.kagoshima-u.ac.jp/

地域医療

川内市医師会＋連携病院＋鹿児島大学による
連携協定式の様子
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地域医療

医療 MaaS は、患者の体調変化に関して、大学病
院の専門医とのオンライン相談に加え、バイタルサ
イン評価（血圧、脈拍、呼吸数、経皮的酸素飽和度
等）、簡易的血液検査、尿検査、超音波検査、呼吸
機能検査などが可能となる。必要であれば近隣病院
へ紹介する等の行動決定につなげることができ、患
者の心理的・身体的・経済的負担が小さくなる。

今後は、生体センサーを用いたバイタルサインを
含む生体情報のモニタリング技術や近隣病院との診
療連携を可能にする技術開発等を行う予定である。

地域医療における取り組み
高齢化医療過疎地域における遠隔医療モデルの 
構築

秋田大学医学部附属病院

遠隔医療の推進は、診療所が閉鎖されてしまった
地域を含む広域な医療過疎地域において、県民の健
康を保つ重要な目標と考えられる。昨今の入院病床
を機能分化させる政府の施策によって、急性期病院
と長期療養（慢性期）病院が分かれ、「治す」医療
と「癒す」医療の分離が進んでおり、また人口減少
を見据えて病床数の減少も見込まれている。その結
果、急性期病院への入院が高度医療対象者のみにな
る上、病床数の点では急性期治療後の療養入院も難
しくなる。この影響で、在宅療養が病後の健康保全
の主軸になると考えられる。医療の高度化・複雑化
とともに専門的知識が広範囲に多用されている現代
においては、大学病院から離れた地域で在宅療養す
る患者であっても、専門的医療を受けられるように
することが重要である。

秋田大学では、2023 年４月に遠隔医療推進開発
研究センターを創設し、遠隔医療に関わる事業を通
じて、広域医療過疎地域における新しい医療の在り
方を模索および実装していく方策を進めている。そ
の一つとして「医療 MaaS（Mobility as a Service）」
と呼ばれる医療機器と通信機器を装備した車両を用
いて患者の居宅近傍まで赴く医療活動を開始する予
定である。

地域医療における取り組み

高齢化医療過疎地域における遠隔医療モデルの
構築

大学病院外観写真
JPG 300dpi以上としてください

遠隔医療の推進は、秋田県のような診療所が閉
鎖された集落を多く抱えた広域な医療過疎地域に
おいて、県民の健康を保つ重要な目標と考えられ
る。昨今の入院病床を機能分化させる政府の施策
によって、急性期病院と長期療養（慢性期）病院
が分かれ、「治す」医療と「癒す」医療の分離が
進んでおり、また人口減少を見据えて病床数の減
少も見込まれている。その結果、急性期病院への
入院が高度医療対象者のみになる上、病床数の点
では急性期治療後の療養入院も難しくなる。この
影響で、在宅療養が病後の健康保全の主軸になる
と考えられる。医療の高度化・複雑化とともに専
門的知識が広範囲に多用されている現代において
は、大学病院から離れた地域で在宅療養する患者
であっても、専門的医療を受けられるようにする
ことが重要である。
秋田大学では、２０２３年４月に遠隔医療推進

開発研究センターを創設し、遠隔医療に関わる事
業を通じて、広域医療過疎地域における新しい医
療の在り方を模索および実装していく方策を進め
ている。その一つとして「医療MaaS（Mobility as 
a Service）」と呼ばれる医療機器と通信機器を装
備した車両を用いて患者の居宅近傍まで赴く医療
活動を開始する予定である。

もっと詳しく： 秋田大学医学部附属病院【https://www.hos.akita-u.ac.jp/】

医療MaaSは、患者の体調変化に関して、大学病
院の専門医とのオンライン相談に加え、バイタル
サイン評価（血圧、脈拍、呼吸数、経皮的酸素飽
和度等）、簡易的血液検査、尿検査、超音波検査、
呼吸機能検査などを可能とし、必要ならば近隣病
院へ紹介する等の行動決定につなげることができ、
患者の心理的・身体的・経済的負担が小さくなる。

他の研究内容としては、生体センサーを用いた
バイタルサインを含む生体情報のモニタリング技
術や近隣病院との診療連携を可能にする技術開発
等を行う予定である。

秋田大学医学部附属病院

医医療療MMaaaaSS
医療機器と通信機器を装備した車両でバイタ
ルサイン評価、簡易的血液検査、尿検査、超
音波検査、呼吸機能検査などを可能にする。

医療 MaaS
医療機器と通信機器を装備した車両でバイタルサイン評価、
簡易的血液検査、尿検査、超音波検査、呼吸機能検査など
を可能にする。

もっと詳しく▶　秋田大学医学部附属病院　https://www.hos.akita-u.ac.jp/
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長崎県の循環器病対策における地域医療体制の 
構築
脳卒中・心臓病等総合支援センターの設置 
循環器病の啓発活動と医療連携体制の構築

長崎大学病院

オール長崎で挑む循環器病対策
長崎県の健康寿命は、厚生労働省からの報告によ

れば、2019 年は男性 72.29 歳（34 位）、女性 75.42
歳（29 位）と全国平均以下となっている。健康寿
命には、脳卒中、心臓病といった循環器病が深く関
与する。2023 年度、長崎大学病院では厚生労働省
のモデル事業として、脳卒中・心臓病等総合支援セ
ンターが開設され、専任の教授を配置した。そこで、
本センターを中心として、行政とも連携して、長崎
県における循環器病対策に取り組んでいる。

脳卒中・心臓病の啓発活動・相談受付
脳卒中・心臓病等に関する相談窓口を、長崎大学

病院内に設置し、随時、相談を受け付けている。
また県民公開講座を長崎県と共同で開催し、脳卒

中・心臓病など生活習慣病の啓発活動や相談受付を
一般市民に対して行った。

心原性脳塞栓症のリスクとなる心房細動の啓発活
動は、以前より長崎大学薬学部の教員と共同で、一
般市民に対して心房細動の啓発を簡易心電計を用い
て、街頭などで行ってきたが、県民公開講座におい
ても、同様に簡易心電計による測定を行った。今後
は、薬剤師との連携にて、調剤薬局に簡易心電計を
設置し、さらに心房細動の啓発活動を行っていく。
このように多職種と連携して、長崎県の心原性脳塞
栓症を減らし、健康寿命の延伸につなげていく。

地域連携クリニカルパス
急性心筋梗塞患者の二次予防として、脂質異常症

の管理は重要であるが、実臨床の場では、LDL コ
レステロール管理目標への達成率は 30％にも満た
ない。そこで、初期治療を行った中核病院とかかり
つけ医の間で、その達成率を上昇させるため、長崎
ACS 二次予防協議会にてクリニカルパスを作成し
た。このクリニカルパスでは、脂質治療の強化方法
などの推奨を明記し、連携して脂質管理が十分に行
えるようにした。このクリニカルパスの施行におい
ても、施設間での情報共有が必要であるが、この点
に関しては、すでに、長崎県では、ICT を活用し
た“あじさいネット”が普及している。これを利用
して、さらに地域における医療連携を構築していく。

脳卒中診療においても、地域連携パスを通じて急
性期病院から慢性期・維持期病院の医療連携を行っ
ている。また退院後の患者の予後調査や情報収集も

もっと詳しく▶　長崎大学病院 脳卒中・心臓病等総合支援センター　https://www.mh.nagasaki-u.ac.jp/nou-shin/

地域医療

行い、診療上の課題抽出や解決策を検討している。

離島の医療機関との遠隔専門診療
長崎県は、離島が多いことが特徴である。離島で

は、長崎市などの本土と比し、スタッフや専門医が
不足している。そのため、離島の住民にも十分な医
療体制を築くためには、遠隔診療が必要である。当
院は、総務省による「地域課題解決型ローカル 5G
等の実現に向けた開発実証」事業に選定され、ロー
カル 5G を利用した離島病院の遠隔専門診療支援の
実証実験を行った。その結果を受け、当院に 2024
年に遠隔医療センターを設置することとし、先立っ
て 2023 年 2 月より 4 つの離島病院に対して、脳卒
中などに関する専門診療を順次、展開している。こ
れにより、離島における脳卒中のより適切な診断や
治療が行える体制を構築している。

心臓病手帳の作成
現在、長崎県内の地域や医療機関において、独自

の心臓病手帳が作成されている。そこで、患者や医
師の双方に利便性がよい、県下で統一した心臓病手
帳を作成し、患者の循環器病への意識を高め、医師
-患者、医師-他施設の医師間で容易に情報が得られ
るようにする。今年度中にパイロット版を作成、配
布し、その後、各医療機関や患者などより、利便性
などのアンケート調査を行い、改良を加え、県下に
幅広く普及させていく予定である。
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地域医療

センターの活動内容
当センターは、主に以下の活動を行う。

（１）�脳卒中・心臓病等の患者・家族の方の治療及
び相談支援

（２）�脳卒中・心臓病等総合支援に関わる地域医療
機関との連携・調整

（３）�脳卒中・心臓病等総合支援に関わる医療従事者、
産業保健機関への研修

（４）�脳卒中・心臓病等総合支援に関わる市民への
普及啓発活動（市民公開講座など）

相談窓口について
当センターでは、患者・

家族それぞれが抱える、医
療やリハビリ・薬・栄養・
介護・福祉・就労・障害などの不安、心配に対する
適切な情報提供や相談支援を、医師、看護師、医療
ソーシャルワーカーが窓口となって行う。
・対 象 者　石川県内に在住の方
　　　　　　（当院への受診の有無は問わない）
・相談方法　電話もしくは対面
・受付時間　月曜日～金曜日　午前９時～午後５時
・相 談 料　無料
社会保険労務士による就労相談も予約制で実施する。
・受付時間　毎週水曜日　午前９時～ 11 時

県や地域医療機関との包括的支援体制の構築のた
めに
石川県脳卒中・心臓病等総合支援センターを設置

金沢大学附属病院

石川県脳卒中・心臓病等総合支援センター設置
の背景

脳卒中と心臓病を含めた循環器疾患は主要な死亡
原因の一つであり、また生存した後も後遺症により
社会生活が制限されることも珍しくない。このよう
な患者・家族の方に対しては、様々な職種や地域が
協力して行う相談支援が必要不可欠である。このこ
とから、2023 年厚生労働省が公募した脳卒中・心
臓病等総合支援センターモデル事業に応募し採択さ
れたため、金沢大学附属病院内に当センターを設置
した。

センターの概要
当センターは、循環器専門医、脳卒中専門医に加

え、薬剤師、看護師、管理栄養士、理学療法士、作
業療法士、医療ソーシャルワーカーを配置し、石川
県や地域の医療機関と協力しながら、脳卒中や心臓
病を含めた循環器疾患の患者・家族に対する包括的
な相談支援を行う。

また、市民公開講座や Web サイトを通じた情報
提供のほか、脳卒中や心臓病に関する地域の医療機
関との研修会、相談会を開催するなど、広く啓蒙活
動を行う。このような活動を通し、脳卒中や心臓病
に関する情報交換や診療連携の推進・強化を図る。

もっと詳しく▶　石川県 脳卒中・心臓病等総合支援センター　https://cvm.w3.kanazawa-u.ac.jp/
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国 際 化

外国人に対する医療サービスを充実・強化し、質の高い日本の医療を提供する提言１

国際化協議会は、ポストコロナの環境を踏まえ、インバウンドの
環境整備、アウトバウンドの推進、そして、エクスチェンジ（人材
交流）という３つの活動を通じて、医療の国際化に取り組んで参り
ます。

ポストCOVID-19 を踏まえて外国人患者からの医療ニーズ変革に向けた体
制強化と認定医療通訳士、国際共同臨床研究者の人材育成

外国人患者受入れ体制強化の継続
2023 年 12 月現在、北海道大学、大阪大学、神戸大学、

広島大学、九州大学の５大学の医学部附属病院が、外
国人患者受入れ医療機関認証（JMIP）を受けるなど、
国立大学病院においても、在留外国人を含む外国人患
者受け入れ体制の構築が継続して行われている。大阪
大学医学部附属病院では、2022 年度まではオンライ
ン対応であった医療通訳養成コースや外国人医療従事
者の病院見学の実地研修が再スタートした。2023 年
11 月には、東京大学で開催されたグローバルヘルス
合同大会において、医療通訳士認定制度および国際臨
床研究者認定制度を実施した。

外国人患者を含む新規医療ニーズにグローバル
に対応する国際臨床研究者人材の育成
「外国人に対する医療サービスを充実・強化し、質

の高い日本の医療を提供する」ためには、複数の国や
地域における国際共同臨床研究や治験を迅速に進め、
国や言語を問わずに臨床研究に対する基礎知識、基本
的な倫理や ICH-GCP 等のルールなどを学ぶシステム
とその能力のある人材の認定制度が必要と考えられ、
2022 年 11 月に国際臨床研究者認定制度を発足した。
認定に必要な要件は、e-learning コンテンツを受講し
てテストに合格すること、および、国際臨床医学会が
実施する国際臨床研究者認定指定講習会を受講するこ
とであり、2023 年 11 月にグローバルヘルス合同大会
において指定講習会を開催した。

2023 年度に、さらに新規の e-learning コンテンツ「検
体輸送に関する取扱い」を作成し、一般に公開した。

Action Plan
2024 ・ 多様化する外国人患者からの医療ニーズに柔軟かつ適切に対応できる病

院の体制強化
・認定医療通訳士および国際共同臨床研究者の人材育成の促進

2023 年５月８日にCOVID-19 が５類に移行して以来、訪日外国人数はコロナ前以上に増加しており、また、
「技能実習制度」は今後「育成就労制度」への変更が予定され、アジア等出身者の国内での医療ニーズの増加も
見込まれる。こうした制度によって増加が見込まれるアジア出身の労働者の中には、英語が通じない人々も多く
含まれるため、特に留意が必要である。その一方、在日コリアンや中国帰国者、日系南米人等の間では高齢化が
進んでいる。これらを踏まえ、外国人患者の医療ニーズの多様化に合わせた迅速、かつ、適切な体制強化、院内
文書の改訂、人材研修および育成の継続が必須と考える。OJT や ICT 機器を用いたオンライン授業、講習会を
活用しつつ、臨床現場での研修および育成を継続的に推進し、質の高い医療体制の構築と医療通訳者の育成を行
う。
国際臨床研究についても今後さらに活発化することを踏まえ、認定制度を活用した臨床試験人材のレベル向上、

国際共同臨床試験・治験の質の向上、推進、共同研究実施のプラットフォームを拡充する。

国際化担当校
北海道大学病院長　　渥美 達也
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発展途上国での医療技術トレーニングセンター設立と継続的支援について検
証する

トレーニングセンター設立準備
国のニーズに見合った医療材料や機器の提供ととも

に、高度な技術や知識持った医師を現地で育成するプ
ロジェクトを推進することで、医療材料や機器が有効
活用される。このような人材・技術・システムを、
DX 技術も含めて積極的に海外展開するために、少な
い規模と予算で人材・技術・システムを積極的に海外
展開し、効果を最大化する現地医療技術トレーニング
センターを構築し、継続的にセンター運営をサポート
していく検証を行うこととした。

2022 年に立案した、マイクロトレーニングセンター
設立のプロジェクトについて、最適な設置場所・医療
機器の選定・搬入・メンテナンス方法・トレーニング
のためのスタッフ配置などを詳細に立案した上で、実
行することとした。2023 年６月に三重大学より医学部
長・肝胆膵外科教授（副病院長・臨床研修・キャリア
支援部長兼務）、小児科講師、形成外科教授（国際医
療支援センター長・国際戦略本部会議委員兼務　オン
ライン参加）が四日市北ロータリークラブ代表団とと
もにザンビア大学医学部およびルサカロータリークラ
ブ、在ザンビア日本大使館、在ザンビア JICA へ訪問し、
講演とともにトレーニングセンター設立準備に向けて
の最終の話し合いを行い、設立に向けての最終合意を
得た。また先方の形成外科責任医師とweb meetingを
通じた綿密なやり取りを１‐２か月に１回程度行った。
最終的な MEMORANDUM OF UNDERSTANDING

（MOU）締結の取り決めについて調整に時間を要し、
2024 年１月に合意がなされたため、実際の開所が
2024 年度６月にずれ込む予定である。センター設立
準備は、計画からは約２年遅れとなった。その理由に
はコロナ禍の影響もあったが、関係各所への丁寧な説
明と同意に最も時間が必要であったことも影響してい
ることが分かった。

ただ、コロナ禍の影響は、デメリットだけではなく、
web meeting が一般化し、アフリカと日本のように
地球半周離れていても、定期的に様々な関係の方々と
顔を見合わせて相談ができるようになったというメ
リットもあった。

トレーニングセンターの必要性と認知
日本で技術研修を４年間受けた、唯一のザンビア人

形成外科医師が、2023 年６月にザンビアで初となる
マイクロサージャリー技術を用いた頭部欠損患者の遊
離皮弁移植に成功し、その後も耳鼻科・脳外科・整形
外科からの治療困難症例の依頼に対して、三重大学形
成外科と症例カンファレンスを行った上で、この技術
を用いた治療を臨床で成し遂げたため、ザンビア大学
病院および関連病院の各科からマイクロサージャリー
技術の重要性が認知されるに至っている。このような
状況において、若い外科医師の中からトレーニングを
希望する者が複数出てきていると報告があり、トレー
ニングセンターが設立するタイミングとしては最適で
あると考える。このことから、提言３や提言４の推進
事業と協力することで、「①有能な人材の受け入れ・
教育→②トレーニングセンターによる現地教育・育成
→③継続性のための技術・財政支援」が効率的・効果
的に行えると考えられた。

日本の医療の人材・技術・システムを積極的に海外展開し、国際貢献に寄与する提言２

Action Plan
2024 途上国での医療技術トレーニングセンター設立の支援方法のマニュアル化

日本が誇る医療技術に関して、マイクロサージャリートレーニングセンターの設立準備が、先方の合意文書締
結に時間を要し、開設が 2024年度にずれ込んだ。このことを踏まえ、2024年度はトレーニングセンター設立
のために必要な事項を財務・関係部署との折衝・医療機器の選定・納入とメンテナンス等について、他大学・医
療機関の取り組みなども参考にしながら、マニュアル化を進める。また将来的なトレーニングセンター継続性の
ために必要なサポート体制について、トレーニング可能な体制の立案と関係機関の支援に関して 2024 年度は
その問題点や改善点すべき点を明らかとするための検証を行う。

講演会案内 202306 マイクロトレーニング風景

国
際
化
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2022 年度に設計したマッチングサイトの運用

海外からの研修者受入とサイトの必要性
海外からの研修希望者は母国で専門研修を終えた若

手専門医と卒後研修中の研修医に大別される。コロナ
後の渡航制限緩和により、海外医師からの研修に関す
る依頼は増加傾向にあるが、現時点で外国人研修医の
受入可能な病院を検索できるポータルサイトなどが存
在しないため、海外から受入先の情報収集が困難であ
り、同時に研修受入に積極的な大学病院とのマッチン
グが円滑に行われていない。また、海外からの研修依
頼に対して国際医療部や診療科が対応する場合、他院
との情報共有と円滑な受け入れをサポートする体制整
備の一環として、サイト構築が必要と考える。日本で
の臨床研修に関する基本情報（外国人臨床修練制度や
その他の研修方法に関する英文の解説等）を掲載し、
外国人医師へ日本での研修についての理解を促す必要
がある。

ポータルサイト新設に向けての事前調査実施
2023 年度は、海外医師向けに研修受入の情報を発

信している国立大学病院と国際診療科の状況を調査し、
サイト新設のための具体的な仕様に関して外部企業と
打ち合わせを行った。サイト新設のためには、利用者
の特定（国と地域、言語、情報セキュリティ等）とサ
イト機能をより明確にする必要がある。2024 年度は
各国立大学病院の国際医療を担う専門部門（国際診療
部門）に呼びかけ、外国人研修医の受入状況と院内手
続に関する課題点を整理する必要がある。既に外国人
研修医受入専用ウェブサイトを開設している大学病院
を中心に、海外医師の受入状況について調査が必要で
ある。同時に、サイト運営担当者、セキュリティ管理、
予算について詳細を明確にする必要がある。

海外からの医療人受入を推進し、教育・診療・研究を通じて、相互の医療レベルの
向上を図る提言３

Action Plan
2024 サイト新設に向けて実態調査や課題点の整理を行う

2023 年度に行ったサイト新設のための打ち合わせ結果をもとに、2024年度は各大学病院に実態調査と課題
点の聞き取りを実施。開設のための予算、運営担当者に関して、国立大学病院長会議国際化協議会にて審議を行
う。

サイトの概要
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国際的遠隔医療教育活動を継続的に推進し、プログラムの紹介を行う。新
しい技術の応用可能性を検討する。

アジアを中心によりグ
ローバルな遠隔医療教育
活動を推進する。国際化
協 議 会 の Facebook
ページにおいて、様々な
大学病院が実施する国際
的な実地指導や遠隔医療
プログラムを紹介し、日
本全体における国際的医
療連携を活発にする。
VR や天球カメラなど新
しい ICT 技術を用いた、
より教育効果の高いプロ
グラムの可能性について、
医工連携を活用して研究
を進める。

国際的遠隔医療教育活動を継続的に推進するとともに、活動のある施設から
プログラムの紹介を行う

国際遠隔医療教育活動の推進
モンゴル、ラオス、ケニア、ブータンにおける消化

器疾患診療の人材育成支援プロジェクトを実施・支援
した。またアジア６カ国の発展途上国を対象とした遠
隔医療技術者育成プログラムを実施したほか、アジア
遠隔医療シンポジウムをハイブリッド開催した。アジ
ア太平洋ネットワーク会議医療ワーキンググループ

（８月）で外科、歯科、眼科、伝統医学など 15 のセッ
ションを開催し 16 か国から計 64 演題の発表があった。

国際化協議会 Facebook ページでの活動紹介
21 国立大学の 55 件の国際交流活動が Facebook で

投稿・共有された。遠隔教育７件（11 か国）、受入 29
件（26 か国）、派遣 14 件（11 か国）。

情報通信技術の整備・活用により、海外拠点病院群との連携を強化し、世界をリー
ドする医療連携を構築する提言４

第 7 回　モンゴル内視鏡学会におけるライブデモンストレー
ション

国際化協議会の Facebook における投稿・共有

Action Plan
2024

表 1．国際化協議会 Facebook における投稿

国
際
化
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国際医療の取り組みや課題について調査考察する

アンケート調査実施に向けての検討
国際医療を取り巻く環境は、ウィズコロナにより大

きく変化しており、これまでに実施した国際医療に関
する調査を定期的に行うことが望ましいと多くの意見
があった。

新たにアンケート調査を実施するにあたり、2021
年度（2020 年１月～ 2022 年３月）に実施した国際医

療に関するアンケート調査の見直し・内容の検討を行
い、国際医療部門設置に関する課題・重要性や、新型
コロナウイルス感染症の５類移行後の状況についても
確認することとした。

アンケートは 2024 年度に完成させ、各大学に回答
を依頼する予定である。

国際医療を担う専門部門を国立大学病院に設置し、専門部門間の連携を強化するこ
とにより、上記提言を実現する提言５

Action Plan
2024 国際医療の取り組みや課題についてアンケート調査を実施し、結果につい

て考察する

2023 年度に調査内容を検討したアンケートを完成させ、調査を実施する。
各大学の回答をとりまとめ、国際医療の課題について考察する。
前回の調査から２年が経過しており、各大学病院における国際医療体制の実態にも変化が起きている。アンケー

ト調査の実施を通して、国際医療部門間の連帯を強化しながら現状を把握し、各地域の具体的な取り組みについ
てフィードバックすることで情報共有を行う。

アンケート調査の呼び掛け等に Facebook を活用
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国際化

JICA草の根技術協力事業開始の背景
筑波大学附属病院では、2021 年６月から、ラオ

ス国（以下ラオス）において、複数の大学・民間企
業等の専門家と、JICA 草の根技術協力事業のもと、
交通外傷者の救命率向上を目的に、救急医療スタッ
フの人材育成や、救急医療サービス支援システムの
実装支援等を行っている。ラオスの経済成長率は非
常に高い一方で、急速な経済成長に伴うモータリ
ゼーションや交通インフラの整備により、交通事故
死者数が増加しており、首都ビエンチャンは同国に
おいて最も交通事故死が発生しやすい地域である。
ラオスでは病院到着前の救命救急活動は主に市民の
ボランティア救急隊が担っており、医療サービスの
標準化（質向上）や病院との連携に改善の余地が大
きくある。例えば、救急隊は病院への事前連絡なし
に傷病者を搬送するため、病院に受け入れ準備をす
る間がなく処置開始に時間がかかる、または、救急
隊が搬送した病院では受け入れができず、別の病院
へ転送している状況である。そこで、これら状況の
改善に取り組むため、本事業を開始した。

救急医療スタッフの人材育成
人材育成の対象は、①ボランティア救急隊員、②

首都ビエンチャンの３つの国立中央病院（ミタパー
プ病院、セタティラート病院、マホソット病院）の
救急医・救急看護師、③本事業で設置支援を行った
1195（日本の 119 番に相当）を受電する指令管制セ
ンターの指導医（救急隊の出動から病院到着までの
プロセスを監督する）・指令員（救急通報を受電し、
救急隊に出動指令を下す）である。

①救急隊では標準的な教育がなされていなかった
ため、本事業のカウンターパート機関であるミタ
パープ病院とテキスト教材を開発し、専門家が現地
で対面研修を行い、救急隊のサービスのばらつき最
小化とサービスの質向上を図った。

②本学協定校のタイ国立コンケン大学を協力機関
に、病院内での救急サービスの質向上を目的に、オ
ンライン研修やタイへの派遣研修を行った。

筑波大学附属病院

ラオス国の救急医療サービスの質向上に向けた技
術協力
救急医療体制の質向上・構築支援により、交通事
故死の増加を食い止めろ！

③指導医に対しては、タイのコンケン県立病院を
協力機関に、オンライン研修やタイへの派遣研修を
行った。また指令員にはミタパープ病院と開発した
教材で、専門家が対面研修を行った。

救急医療サービス支援システムの実装支援
救急隊では搬送先病院との連携強化など、活動を

より効率化、高度化させるための課題が累積してい
た。また、交通事故死を減らすためには、交通事故
の場所や状況、受傷部位等を知ることが重要である。
しかし、ラオスでは交通事故に関する情報（発生場
所・時間・状況など） が記録されておらず、傷病者
の記録は紙のまま保存され、事故データは分析され
ていない。そこで本事業では、救急隊と搬送先病院
間の連携強化、事故データ解析を目的に、スマート
フォンやパソコンを活用した IT システムを開発・
導入した。同システムは指令管制センターにも導入
され、救急通報の受電から現場状況の記録、病院搬
送までのプロセスの管理・効率化が図られている。

1628 レスキュー隊のステーションにて
救急隊員に教育研修を実施

指令管制センターにて事業について説明
一番左鈴木貴明プロジェクトマネージャー（元筑波大学附
属病院国際医療センター副部長）

もっと詳しく▶　SAFER プロジェクト　https://www.hosp.tsukuba.ac.jp/saferlao/

国
際
化
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国際化

大阪大学医学部附属病院では、全国の国立大学病
院に先駆けて 2013 年より未来医療開発部に国際医
療センターを設置し、国際診療支援、国際共同臨床
研究支援、グローバルヘルス教育・研究活動を行い、
他の国立大学病院とも連携し、病院活動の国際化を
推進し続けている。

１．国際診療支援
訪日・在留外国人患者の診療を支援するために、

来院、院内案内等の整備を行った。医療通訳士の雇
用継続と教育体制の強化を行った。
◆�外国人診療の支援、外国人患者受入れ認証国内外

からの外国人診療を支援するために、国際医療セ
ンターに国際医療コーディネーター、医療通訳士
を配置し、各診療科・外来・病棟と連携して、サ
ポート・コーディネート業務を行っている。
JMIP 外国人患者受け入れ医療機関認証、「ジャ
パンインターナショナルホスピタルズ」推奨の認
証を継続している。また大阪府外国人患者受入拠
点医療機関認証を継続している。

◆�外国人医療従事者の見学・研修・修練医師受入れ
海外からの医療従事者の研修等を推進するために、
国際医療コーディネーターがサポートし、海外か
らの見学者、研修生及び臨床修練医師の受入支援
業務を行っている。

大阪大学医学部附属病院

外国人患者・医療従事者研修受け入れ（国際診療
支援）
先進医療・未来医療の国際展開（国際共同臨床研
究支援）国際医療の教育・研究

もっと詳しく▶　大阪大学医学部附属病院　未来医療開発部国際医療センター
　　　　　　　　http://www.cgh.med.osaka-u.ac.jp/index.html

２．国際共同臨床研究支援
2016 年 10 月より国際共同臨床研究推進事業に採

択され、国際共同臨床研究支援グループを新設。学
内、学外の国際共同臨床研究プロジェクトの海外展
開支援や、海外臨床研究機関、施設とのネットワー
ク構築を行っている。

３．国際医療・未来医療の教育・研究
【教育】全学部生を対象とした全学共通教育科目、
院生を対象とした高度副プログラムなど、グローバ
ルヘルスや未来医療に関する人材育成のための教育
を展開中である。全学共通教育科目は、医学部と歯
学部の必修科目であるとともに、医・歯以外にも工・
基礎工・理・薬・経済・法・外国語・文・人間科学
の全 11 学部から、年間を通してのべ約 400 名が受
講している。グローバルヘルスや未来医療に関する
幅広い講義を提供し、将来のグローバルヘルスを担
う人材育成に貢献している。さらに医療従事者や研
究者を対象としたアカデミア臨床開発セミナーの開
催や起業家育成プログラムの支援を行うなど、幅広
くグローバルヘルスおよび未来医療の教育を担って
いる。

【研究】ASEAN 大学連合ヘルスプロモーションネッ
トワーク（AUN-HPN）と連携し、若年者の健康リ
スク因子に関する共同研究を実施している。

【ネットワーク活動】国内外の国際医療に関わる大
学・研究機関と連携している。2023 年度も AUN-
HPN と合同シンポジウムを開催するなど、タイ、
韓国、台湾、マレーシアとの連携活動を実施してい
る。その他、臨床研究中核病院連絡会議の主催、欧
州 CRIGH プロジェクトに参加している。
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国際化

JICA技術協力プロジェクトを共同で受託
愛媛大学医学部附属病院（以下「愛大病院」とい

う。）では、2017 年から、モンゴル国初の教育病院
である、モンゴル日本病院（以下「日モ病院」とい
う。）の運営と人材育成に関する JICA 技術プロジェ
クトを、徳島大学とＫＲＣ（コンサルタント）の三
者で共同企業体を結成して受託・遂行し、今年で８
年目を迎えた。

フェーズ１（2017 年～ 2023 年、開院準備及び開
院後の支援）では、モンゴル初の教育病院である日
モ病院（104 床）において、主に感染制御分野及び
医療情報分野の支援を行い、愛大病院での本邦研修
や、モンゴルでの現地研修により、規定やマニュア
ル等の策定、シミュレーションの実施等を支援し、
組織体制の整備に貢献した。

プロジェクトフェーズ２の展開
2023 年から開始されたフェーズ２となる現行プ

ロジェクトにおいては、「医療従事者の教育を担う
体制構築」及びその基盤となる「医療サービスの質
の向上」、そして「運営体制の強化」に継続的に取
り組み、日モ病院が「教育病院としての機能」を果
たすため、医師及び看護師に対する研修体制の構築
を目指している。愛大病院は、看護師の研修体制構
築支援を皮切りに、睡眠医療の導入支援や、循環器

愛媛大学医学部附属病院

発展途上国への医療技術支援
JICA モンゴル国モンゴル日本病院における 
病院運営及び医療人材教育機能強化プロジェクト

もっと詳しく▶　愛媛大学医学部附属病院　https://www.hsp.ehime-u.ac.jp/

センター設置への協力及びフェーズ１の成果を受け
た感染制御センター設立構想の支援等を行っていく。

本邦研修の実施
看護分野の本邦研修として、2023 年 11 月 20 日

から 12 月１日までの二週間、愛大病院において日
モ病院の診療担当副院長、看護部看護品質マネー
ジャーをはじめ、７人からなる研修員を受け入れた。
今回の本邦研修は、日本の看護教育制度及び大学病
院の看護管理体制に関する講義や見学を通して、日
モ病院における看護教育・看護管理に必要な知識の
習得及び幹部職員・リーダーの育成を目的として実
施された。

研修員は本邦研修での学びを体系化したアクショ
ンプランを作成、最終日に発表を行ったほか、帰国
後に日モ病院幹部や看護師長らに対しての報告会を
開催し、具体的な実施に向けた協議を行った。今後
もプロジェクトとして、活動具体化の支援等を行う
予定である。

研修最終日の集合写真

日モ病院外観 施設見学の様子

国
際
化
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国際化

カンボジアの小児悪性腫瘍の病理診断
九州大学医学研究院・形態機能病理学教室では、

大阪公立大学診断病理・病理病態学と協力し、
NPO 法人ジャパンハートがカンボジアで診療した
小児悪性腫瘍の病理診断支援を行っている。

小児がん患者のおかれている医療環境は、高所得
国と低・中所得国とで大きな格差がある。高所得国
では約８割が寛解する一方で、低・中所得国では５
年生存率が３割を切っている。NPO 法人ジャパン
ハートは、カンボジアを拠点に医療支援活動を展開
し、2016 年からジャパンハートこども医療センター
を運営している団体であり、当教室では、九州大学
病院小児外科の診療チームが現地での手術活動を開
始した2018年12月以降から診断支援を実施している。

小児腫瘍は、成人では頻度が少ない神経芽腫や骨
軟部腫瘍の割合が高く、正確な病理診断には高度な
知識と経験が求められる。カンボジアでは、小児固
形腫瘍を専門とする病理医がいない状況で、診断支
援の開始当初の病理診断の正診率は 35％であった。
すなわち、当科が診断を行わなければ、65％の患者
が適切な治療を受けられない状況にあった。当科で
は現地病理医への当科診断結果のフィードバックに
よる診断指導を行っており、2022 年度の診断は 120
件に上り、正診率は９割に向上した。

九州大学病院、九州大学医学研究院

アジア新興国の病理診断精度向上のための人材教
育・医療支援
病理診断科・病理部、形態機能病理学教室の活動

もっと詳しく▶　九州大学病院　https://www.hosp.kyushu-u.ac.jp/

モンゴル国の消化器疾患診療の病理医育成
九州大学は 2022 年度から厚生労働省の医療技術

等国際展開推進事業に採択され、モンゴルを対象国
とした医療支援を行っている。この事業の目標は、
世界で最も胃癌死亡率が高いモンゴルにおける消化
器疾患に関わる人材育成である。

九州大学病院の病理診断科・病理部では、病理専
門医をモンゴル国立医科大学に現地派遣して技術指
導を行い、また、モンゴル国の病理医を九州大学病
院で受け入れ研修を行っている。海外支援において
は、診断指導が注目されがちであるが、正確な病理
診断を行うためには、状態の良い病理標本の作成が
重要である。標本処理が不適切だと、組織形態やタ
ンパク質、核酸が保持されず、適切な診断ができな
い。病理標本作成の工程には、人体に有毒な薬剤暴
露や検体取り違いのリスクなど、さまざまなリスク
がある。当科は臨床検査室の品質と能力に関する国
際規格である ISO 15189 を取得しており、適切な標
本作成のためのノウハウを多数有している。

しかし、海外の医療現場では日本の大学病院ほど
の十分な高額な医療機材や試薬類が揃うわけではな
い。そのため、実施する医療機関の体制に合わせた
安価かつ高品質で安全な病理標本作成・診断方法を
考慮した技術指導を行っている。

手術摘出直後の標本の処理工程の見学
九大病院外科医とモンゴル国の病理医

アジア新興国の病理診断精度向上のため
の人材教育・医療支援

病理診断科・病理部、形態機能病理学教室の活
動

モモンンゴゴルル国国のの消消化化器器疾疾患患診診療療のの病病理理医医育育成成
九州大学は2022年度から厚生労働省の医療技術

等国際展開推進事業に採択され、モンゴルを対象
国とした医療支援を行っている。この事業の目標
は、世界で最も胃癌死亡率が高いモンゴルにおけ
る消化器疾患に関わる人材育成である。

九州大学病院病理診断科・病理部では、病理専
門医をモンゴル国立医科学大学への現地派遣する
ことによる技術指導や、モンゴル国の病理医を九
州大学病院で受け入れて研修を行っている。海外
支援においては、診断指導が注目されがちである
が、正確な病理診断を行うためには、状態の良い
病理標本の作成が重要である。標本処理が不適切
だと、組織形態やタンパク質、核酸が保持されず、
適切な診断ができない。病理標本作成の工程には、
人体に有毒な薬剤暴露や検体取り違いのリスクな
ど、さまざまなリスクがある。当科は臨床検査室
の品質と能力に関する国際規格であるISO 15189を
取得しており、適切な標本作成のためのノウハウ
を多数有している。

しかし、海外の医療現場では日本の大学病院ほ
どの十分な高額な医療機材や試薬類が揃うわけで
はない。そのため、実施する医療機関の体制に合
わせた安価かつ高品質で安全な病理標本作成・診
断方法を考慮した技術指導を行っている。

もっと詳しく： 九州大学病院【https://www.hosp.kyushu-u.ac.jp/】

九州大学病院、九州大学医学研究院

カカンンボボジジアアのの小小児児悪悪性性腫腫瘍瘍のの病病理理診診断断
九州大学医学研究院・形態機能病理学教室では、

大阪公立大学診断病理・病理病態学と協力し、NPO
法人ジャパンハートがカンボジアで診療した小児
悪性腫瘍の病理診断支援を行っている。
小児がん患者のおかれている医療環境は、高所

得国と低・中所得国とで大きな格差がある。高所
得国では約8割が寛解する一方で、低・中所得国で
は5年生存率が3割を切っている。NPO法人ジャパン
ハートは、カンボジアを拠点に医療支援活動を展
開し、2016年からジャパンハートこども医療セン
ターを運営している団体であり、当教室では、九
州大学病院小児外科の診療チームが現地での手術
活動を開始した2018年12月以降から診断支援を実
施している。
 小児腫瘍は、成人では頻度が少ない神経芽腫や骨
軟部腫瘍の割合が高く、正確な病理診断には高度
な知識と経験が求められる。カンボジアでは、小
児固形腫瘍を専門とする病理医がいない状況で、
診断支援の開始当初の病理診断の正診率は35％で
あった。すなわち、当科が診断を行わなければ、
65%の患者が適切な治療を受けられない状況にあっ
た。当科では現地病理医への当科診断結果の
フィードバックによる診断指導を行っており、
2022年度の診断は120件に上り、正診率は9割に向
上した。

大学病院外観写真
JPG 300dpi以上としてください

JPGデータを別に提出してください。

手術摘出直後の標本の処理工程の見学
九大病院外科医とモンゴル国の病理医

WEB病理カンファレンス

形態機能病理学 診断病理・病理病態学

検体送付病理診断報告

カンボジアこども医療C

カンボジアの小児腫瘍診断支援
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運 営

次世代の病院執行部を担う人材の育成を目的とした「次世代リーダー養成塾」
を開催する

第４回次世代リーダー養成塾の開催について
国立大学病院が不断の経営改善に取り組み、事業を

継続していくためには、現執行部のみならず、職種を
超えて将来の病院経営を担う次世代のリーダーの養成
が不可欠であることから、将来、的確な判断をもって
経営に参画出来るよう、医師、歯科医師、メディカル
スタッフにおいても、病院経営に関する基礎的知識等
の修得が求められている。

こうした中、次世代の病院執行部を担う人材の育成
を目的とし、一般社団法人国立大学病院長会議及び独
立行政法人大学改革支援・学位授与機構が連携して、
病院経営に関する基礎的知識及び国立大学病院を取り
巻く課題に対応する際に役立つ実践的な知識を修得す
るため、今回は、複数の大学病院の経営に携わってき
た講師をお招きし、「病院経営次世代リーダーに求め
られること」と題した特別講演及び「持続的な病院経
営の構築について」をテーマとしたパネルディスカッ
ションを開催した。

当日は、38 病院 114 名の副病院長、病院長補佐、
看護部長等が参加し、事前講義、特別講演、パネルディ
スカッションを通じて、病院経営マネジメントについ
て知識を深めた。

病院長の権限を明確化するとともに、病院のカバナンスの強化を図り、国立大学病
院のマネジメント力を高める提言１

近年、わが国における医学・医療を取り巻く環境は大きく変化し、
国立大学病院は、地域における中核的医療機関として、様々な重要
課題に向き合っています。企画・運営担当では、病院のマネジメン
ト強化、経営の安定化、職員の職場環境の整備、及び運営基盤の強
化を図っております。

企画・運営担当校
千葉大学医学部附属病院長　　大鳥 精司

Action Plan
2024 病院長のリーダーシップや病院長を支えるサポート体制の強化等を目的と

した「病院長塾」を開催する

2022 年度に整理した運営のあり方に基づき、隔年で開催している「病院長塾」と「次世代リーダー養成塾」
の継続的な開催を確実に実施する。2024年度は、病院長のリーダーシップや病院長を支えるサポート体制の強
化等を目的として、各国立大学病院の病院長、副病院長、看護部長、事務部長等の次世代リーダー等の役職者を
対象とした「第６回病院長塾」を開催する。

特別講演 パネルディスカッション
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病院経営の安定化に向けた取組を推進・支援する

共同調達の推進
医療機器の共同調達は、2020 年度から引き続き総

務委員会の WG として５大学（一部、担当大学の交
代あり）により活動した。2023 年度は推奨機器 14 品目、
情報提供として６品目を通知し、大学病院のコスト削
減の一助を担った。また、2023 年度は実務担当者会
議を定期的に対面で開催することにより、今後の共同
調達事業の交渉に向けてより活発な意見・情報交換を
図ることができた。

医療材料は、国立大学病院共同調達事業に地域医療
機能推進機構（JCHO）、東京都立病院機構、自治医
科大学附属病院が参画し四団体となった。まず、国立
大学病院の共同調達採用品のうち、メーカーから協力
が得られた弾性ストッキング等について 2023 年 10 月
から推奨価格を適用した。2023 年度選定品としては、
感染防護用品（PPE）等（ニトリルグローブ他 10 カ
テゴリ）を検討した。サンプル評価には、看護部長会
議、感染対策協議会、医師アドバイザーに協力いただ
いた。COVID-19 感染拡大時に、PPE が供給不安定と
なったことを踏まえ、各カテゴリ２メーカー以上採用
することによる安定供給を図った。2024 年１月から
順次価格適用されている。

共同交渉は、その性質上から国立大学病院のみで実
施しており、上期は前年度に引き続き特定保険医療材
料のうち、整形外科の経過措置品を対象に実施した。
下期は、大幅な定価改定及び納入価格の引き上げが
あったメーカーを対象に実施した。全国からオンライ
ン配信に 40 大学が参加した。これらの取組により、
国立大学の経営の安定化を図った。

医薬品パフォーマンス分析システム
医薬品購入費削減に向けた取組として、HOMAS

データを二次加工することにより、各大学の後発医薬
品やバイオ後続品の使用状況を簡便に可視化するシス
テムの開発を行った。有する機能としては、①施設ご
との使用実績比較：特定の医薬品の採用状況について
他施設の実績を確認できる、②後発医薬品置換状況の
確認：診療科単位まで展開することにより、置換えの
進まない診療科を確認できる、③置換えによる数量・
金額の効果予測：同成分かつ同規格の置換可能な候補
品の一覧及び薬価ベースで費用削減見込額が表示され
る、等となっている。これまで HOMAS の利用は、
ほぼ事務部門に限られていたが、新たなシステムに
よって、薬剤部門においても抽出・分析作業が可能と
なり、医薬品購入費の抑制に大きな役割を担っていく
ことが期待される。

国立大学病院の中長期的な財政計画の立案・実行を可能とする制度を確立し、病院
経営の安定化を図る提言２

Action Plan
2024 病院経営の安定化に向けた取組を推進・支援する

・国立大学病院共同調達事業の参画団体等を拡充し病院経営の安定化を支援する。
・購入先の多元化等、安定供給を重視した調達を支援する。
・「国立大学病院における感染防護用品データベース」WEBサイトの対象品目の拡大を検討する。

医薬品パフォーマンス分析システム四団体でメーカー面談を実施

実務担当者会議

運
営
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事務職員の知識・能力の向上を図るとともに、国立大学病院を担う人材を育
成する

大学病院マネジメントセミナー
大学病院マネジメントに関する各分野の優れた取組

事例又は活動内容を発表することによる、大学病院職
員としての資質向上及び業務改善に向けた意識の醸成
を図るとともに、課題・情報の共有を目的として、
2024 年１月 19 日に「大学病院マネジメントセミナー」
を対面とオンラインのハイブリッド形式にて開催した。

当日は、全国の国立大学病院における取組事例の中
から投票で選定された特に優れた 12 件の事例（①経
営改善４件、②業務改善４件、③医療支援２件、④そ
の他２件）に加えて、HOMAS ユーザ勉強会優秀事
例報告３件、国立大学病院データベースセンター報告
１件の発表が行われ、参加者 490 名（会場（岐阜大学）
60 名、オンライン 430 名）との間で、活発な質疑応
答が行われた。

アフターコロナの職員研修
コロナ禍の職員研修は、主としてオンラインで開催

されたが、事後アンケートでは、移動時間やコストに
係る肯定的な意見がある一方、コミュニケーションの
難しさから対面を希望する意見も聞かれた。

2023 年度は、５月８日に新型コロナウイルス感染
症が５類感染症に移行したことを受け、大学職員同士
の横のつながりの強化を図るため、対面での集合研修
が増加し、「課長補佐級研修」「医療訴訟事務担当者研
修」「医事系職員初期研修」「医事関連業務スタッフセ
ミナー」「国立大学附属病院経営分析ワークショップ」
が対面で開催された。

事後アンケートでは、直接対話することで深い理解
に繋がった、モチベーションの向上に繋がったといっ
た肯定的な意見が寄せられた。

国立大学病院で勤務する職員の標準的な人事労務モデルを確立し、当該職員がより
活躍できる職場環境を整備する提言３

Action Plan
2024 事務職員の知識・能力の向上を図るとともに、国立大学病院を担う人材を

育成する

オンデマンドや e-learning 等を活用した事前学習の機会を設けるなど、より効果的な研修会等の実施を進める。
また、実質的な研修効果を測定するために、一定期間後のフォローアップ調査を実施する。
さらに、特定行為研修を修了した看護師、医師事務作業補助者等、医師の働き方改革によるタスク・シフト／

シェアに係る各職種の育成の課題を把握し、支援方策を検討する。

大学病院マネジメントセミナー 質疑応答の様子

― 66 ―



データベースセンターデータを活用し、国立大学病院に有益な調査・分析を
充実させるとともに、分析システムやデータを用いた勉強会の開催、及び
DX推進・業務改革を支援する

医療安全および臨床教育研究活動・体制に関す
るデータの可視化と共有の充実

医療安全管理協議会との協同事業として進めている
医療安全指標の計測は、年次に加え新たに四半期ごと
の計測を開始し、タイムリーな提供を可能にするとと
もに、Qid（Quality indicator dashboard）による閲
覧の報告書様式を追加し配信した。

病院機能指標調査の臨床教育に係る項目について、
教育担当校・国立大学等からの要望に基づき、定義、
報告書の変更を行うと共に、臨床教育 WG の議論と
合わせ臨床教育調査を実施した。また論文調査の負担
軽減策として自動化の開発を進め、検証を行った。

こうした取組を通じて、医療安全や臨床教育研究の
活動に対する自己点検が活性化することが期待される。

調査・分析データを活用した情報発信による国
立大学病院支援

国立大学 42 病院の医師の派遣状況、医師少数区域や
中核・基幹病院での兼業による地域医療への貢献につ
いて作成した資料を常置委員会、総務委員会、記者会
見等において活用し、情報発信を行った。また、その資
料を用いて要望活動を実施し、支援拡大にも寄与した。

2022 年５月に公開した情報共有サイトの登録者は
1,067 名（2024 年２月現在）となった。昨年度の同時期
と比較して 200 名増加した。追加した「DX 推進・業
務改革」カテゴリでは、RPA、ChatGPTなどの情報交換
がされ、大学を超えたネットワークが構築されている。

データベースセンター及び病院長会議の機能を充実し、国立大学病院の運営基盤の
一層の強化を図る提言４

Action Plan
2024 データベースセンターデータを活用し、国立大学病院に有益な調査・分析

を充実させ、分析システムの強化やデータを用いた勉強会の開催及び情報
発信に取り組むとともに、DX 推進・業務改革を支援する

・病院機能指標調査項目を継続して見直すと共に、論文調査の自動化による負担軽減を図る。
・計測する医療安全指標の拡大と共に、調査方法の充実を図る。
・ 医療従事者・事務職員向けに、国立大学病院データベースセンターの有する経営分析システム「A#」や
DPCデータを用い、病院運営に寄与する勉強会を継続して開催する。

・ DXの推進として、共同調達データを一元化することによる交渉の効率化に取り組む。また、病院機能を可
視化することによる現状把握と業務改革を支援する。

情報共有サイト

医師派遣状況資料

運
営
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医師の特性を踏まえた働き方改革を推進する

働き方改革の実現に向け、患者さん・家族への
ご理解・ご協力のお願い

医師の勤務負担の軽減、労働時間の短縮に向けては、
患者さんやその家族の理解が欠かせない一方、医療を
必要とする人に無理を強いる事態を招かないよう、適
切な周知と理解がなされることが不可欠である。

国立大学病院ではポスター、パンフレット、ホーム
ページなど様々な形で周知を図っている。

メディア懇談会及び定例記者会見の開催
2023 年８月、国立大学病院長会議は、国立大学病

院が厳しい財政状況の中で、地域医療支援を継続しな
がら医師の働き方改革を進めている実態を正しく理解
していただくことを目的にメディア懇談会を開催した。

当日は、マスコミ関係者計 30 名と国立大学病院長
10 名との間で、医師の働き方改革への取組、直面し
ている課題について活発な意見交換・質疑応答が行わ
れた。

その他、計５回記者会見を実施し、働き方改革への
取組状況を随時発信した。

働き方改革実施に対する要望活動と骨太の方針
国立大学病院長会議は、国会議員や関係省庁に対し、

教育・研究、高度先進医療、医師派遣機能による地域
医療体制維持といった大学病院の役割を果たしながら
医師の働き方改革に対応するには、大規模な財源が必
要であること、医療を支える設備の老朽化が限界を迎
えていること、高額医療品やエネルギー・物価高騰に
よるコスト増が病院運営を大きく圧迫していること等、
大学病院を取り巻く課題について説明の上、財政支援
を要請した。

その結果、「経済財政運営と改革の基本方針 2023　
加速する新しい資本主義～未来への投資の拡大と構造
的賃上げの実現～」（いわゆる「骨太方針」）に「医師が
不足する地域への大学病院からの医師の派遣の継続を
推進する」「大学病院の教育・研究・診療機能の質の担
保を含む勤務する医師の働き方改革の推進等を図る」
と、大学病院の支援に係る文言が初めて明記された。

大学病院で働く医師の特性を踏まえた働き方改革を推進する提言５

Action Plan
2024 医師の特性を踏まえた働き方改革を推進する

・各国立大学病院における労働時間、兼業先の把握状況を調査し、取組のフォローアップと支援を継続する。
・ 教育・研究に従事する時間の確保、適切な労務管理、医師以外の医療従事者へのタスク・シフト、地域医療
の確保等の取組に対する課題を把握し支援方策を検討する。

・ 厚生労働省「医師の働き方改革の推進に関する検討会」等で議論されている国の政策動向を適時把握し、各
国立大学病院に情報提供を行う。
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運営

医師の働き方改革の開始に向けた取組み
Microsoft Forms を利用した兼業関連業務の効
率化

岐阜大学医学部附属病院

もっと詳しく▶　岐阜大学医学部附属病院　https://www.hosp.gifu-u.ac.jp/official/dual_empl.html

背景・経緯
2024 年４月から開始される医師の働き方改革で

は兼業先の労働時間の実態把握が求められており、
本院では兼業先の労働時間を勤怠システム（Dr.
JOY）に登録する予定としている。

兼業手続きについては、当時は紙の依頼書の提出
を受けて、事務部門で内容の確認及び兼業審査委員
会の資料を手入力で作成していた。兼業手続きは年
間 4,000 件を超える規模となっており、事務担当者
にとっては大きな負担となっていた。

当時の人員と運用のまま兼業先の労働時間の把握
に取り組むことは極めて困難な状況であったことか
ら、担当人員の増加やシステムの導入について検討
を行ったが、業務の都合や予算の面から実現するこ
とは困難であった。

そのような状況の中で、限られた資源で実態把握
に対応する方法として、Microsoft Forms を活用し
た兼業関連業務の効率化に取り組むこととした。

取組概要
・兼業関係フォームの設置

郵送による兼業依頼申請をフォーム送信に切り替
え、手続時間及び郵送時間を短縮した。またクラウ
ド上に自動保存される兼業管理用エクセルを
Microsoft Teams で共有し、複数担当者による同時
作業により繁忙期の対応を可能とした。
・窓口応対の効率化

Power Automate によりフォーム申請時に自動で
依頼受付番号及び問合せ方法等を含むメールを返信
し、問合せを軽減した。問合せ窓口にはメールアド
レスのみを掲載し、電話応対による負担を軽減した。
・兼業手続きの効率化

Microsoft Word の VBA マクロを利用して兼業
依頼書の印刷をまとめて行うことで、事務担当者の
作業時間を短縮した。また兼業許可通知を郵送から
メール送信に切り替えることで、事務担当者の手続
時間及び郵送時間を短縮した。
・勤怠システム（Dr.JOY）への兼業登録の効率化

クラウド上に管理されている兼業管理エクセル
データを変換して、Dr.JOY のデータインポート機

能により登録することで、事務担当者の作業時間を
短縮した。

取組の成果と今後の取組み
・兼業依頼フォームの利用

2023 年中に、5,454 件の兼業申請があり、データ
入力作業の削減及び窓口業務の削減により 1,000 時
間以上の削減効果があった。
・Dr.JOY への兼業登録

Dr.JOY に登録可能な医療機関からの兼業申請が
約 1,600 件あり、データインポート機能を活用する
ことで、100 時間以上の削減効果があった。
・兼業申請件数の増加

兼業依頼元機関から兼業窓口へ直接兼業申請をす
ることで、兼業申請が約 35％増加した。
・今後の取組み

紙の出勤簿・休暇簿を廃止し、Dr.JOY による一
元管理を行う等、電子化を中心に業務の効率化を検
討する予定である。

兼業関連業務フロー

医師の働き方改革の開始に向けた取組み

Microsoft Formsを利用した兼業関連業務の効率
化

背背景景・・経経緯緯
2024年4月から開始される医師の働き方改革では

兼業先の労働時間の実態把握が求められており、
本院では兼業先の労働時間を勤怠システム
（Dr.JOY）に登録する予定としている。
兼業手続きについては、当時は紙の依頼書の提

出を受けて、事務部門で内容の確認及び兼業審査
委員会の資料を手入力で作成していた。兼業手続
きは年間4,000件を超える規模となっており、事務
担当者にとっては大きな負担となっていた。
当時の人員と運用のまま兼業先の労働時間の把

握に取り組むことは極めて困難な状況であったこ
とから、担当人員の増加やシステムの導入につい
て検討を行ったが、業務の都合や予算の面から実
現することは困難であった。
そのような状況の中で、限られた資源で実態把

握に対応する方法として、Microsoft Formsを活用
した兼業関連業務の効率化に取り組むこととした。

もっと詳しく： 岐阜大学医学部附属病院【https://www.hosp.gifu-u.ac.jp/official/dual_empl.html】

兼兼業業関関連連業業務務フフロローー

岐阜大学医学部附属病院

取取組組概概要要
兼兼業業関関係係フフォォーームムのの設設置置
・郵送による兼業依頼申請をフォーム送信に切り
替え、手続時間及び郵送時間を短縮した。
・クラウド上に自動保存される兼業管理用エクセ
ルをMicrosoft Teamsで共有し、複数担当者による
同時作業により繁忙期の対応を可能とした。
窓窓口口応応対対のの効効率率化化
・Power Automateによりフォーム申請時に自動で
依頼受付番号及び問合せ方法等を含むメールを返
信し、問合せを軽減した。
・問合せ窓口にはメールアドレスのみを掲載し、
電話応対による負担を軽減した。
兼兼業業手手続続ききのの効効率率化化
・Microsoft WordのVBAマクロを利用して兼業依頼
書の印刷をまとめて行うことで、事務担当者の作
業時間を短縮した。
・兼業許可通知を郵送からメール送信に切り替え
ることで、事務担当者の手続時間及び郵送時間を
短縮した。
勤勤怠怠シシスステテムム((DDrr..JJOOYY))へへのの兼兼業業登登録録のの効効率率化化
・クラウド上に管理されている兼業管理エクセル
データを変換して、Dr.JOYのデータインポート機
能により登録することで、事務担当者の作業時間
を短縮した。

取取組組のの成成果果とと今今後後のの取取組組みみ
兼兼業業依依頼頼フフォォーームムのの利利用用
2023年中に、5,454件の兼業申請があり、データ

入力作業の削減及び窓口業務の削減により1,000時
間以上の削減効果があった。
DDrr..JJOOYYへへのの兼兼業業登登録録
Dr.JOYに登録可能な医療機関からの兼業申請が

約1,600件あり、データインポート機能を活用する
ことで、100時間以上の削減効果があった。
兼兼業業申申請請件件数数のの増増加加
兼業依頼元機関から兼業窓口へ直接兼業申請を

することで、兼業申請が約35%増加した。
今今後後のの取取組組みみ
紙の出勤簿・休暇簿を廃止し、Dr.JOYによる一

元管理を行う等、電子化を中心に業務の効率化を
検討する予定である。

大学病院外観写真
JPG 300dpi以上としてください

JPGデータを別に提出してください。

Microsoft 365

秘書

事務
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運営

医療機器の総合的・戦略的な管理・運営に向けて
医療機器総合管理センターの設立

東京大学医学部附属病院

もっと詳しく▶　東大病院医療機器総合管理センター　https://www.h.u-tokyo.ac.jp/patient/depts/iryoukiki/

東大病院において使用される医療機器については、
１）購入・更新・物流に関して経営戦略課、管理課、
２）�安全管理等に関して医療機器安全管理委員会、

医療運営課、
３）操作と保守管理に関して医療機器管理部　
等といった複数の部署が異なる業務を担当している
現状であった。

このような多岐にわたる業務を部署横断的に対応
するために、職種横断的なタスクフォースを設置す
ることで、情報共有・連携を図りながら機動的に対
応することが可能となり、医療機器に関する財政的
な効率化、医療の安全性の向上、病院機能評価・医
療監視への対策、診療成績の向上、新規医療機器導
入の戦略的な検討など多方面での成果が期待できる
ことから「医療機器総合管理センター」が設置された。

医療機器総合管理センターの設置と運営体制
東大病院として高度医療を提供するべく、医療機

器の計画的な更新の企画立案、医療機器の安全管理・
教育研修等が重要であり、一元的に統括する「医療
機器総合管理センター」を設置した。

院内の医療機器管理や整備の在り方等について、
センター長を中心としたタスクフォース（臨床工学
部・企画経営部・事務部各課から構成）を設置し、
情報共有・連携を図りながら組織横断的な医療機器
の管理に機動的に対応している。

センターでの活動内容や懸案事項等については、
院内の「経営戦略会議」へ定期的に報告を行うこと
で、外部委員等からの指摘や提案を受けつつ、病院
執行部等と連携を図りながら医療機器管理諸課題に
対応している。

期待される効果
◆医療機器の安全性・経済性・効率化を総合管理
・�全医療機器の所在と現状を把握する台帳の作成購

入・検品・研修・使用・点検・修理・廃棄の一括
管理

・予算を考慮した機器の購入や更新の検討
・適正な配置や数量、使用方法や点検方法の検討

◆病院全体における医療機器の安全対策
・�医療機器を使用する現場からの要望、問い合わせ

に対する一括窓口
・�安全使用者研修の効率的な企画運営により、診療

成績の向上と新規導入機器の対応
・病院機能評価・立入検査に対する対応

2023 年４月第一回医療機器総合管理センター定例ミーティ
ング

医療機器総合管理センター組織図

運営
医療機器の総合的・戦略的な管理・運営
に向けて

医療機器総合管理センターの設立

東大病院において使用される医療機器については、
１）購入・更新・物流に関して経営戦略課、管理課、
２）安全管理等に関して医療機器安全管理委員会、

医療運営課、
３）操作と保守管理に関して医療機器管理部 等
といった複数の部署が異なる業務を担当している現状で
あった。

このような多岐にわたる業務を部署横断的に対応する
ために、職種横断的なタスクフォースを設置することで、
情報共有・連携を図りながら機動的に対応することが可
能となり、医療機器に関する財政的な効率化、医療の安
全性の向上、病院機能評価・医療監視への対策、診療成
績の向上、新規医療機器導入の戦略的な検討など多方面
での成果が期待できることから「医療機器総合管理セン
ター」が設置された。

もっと詳しく：東大病院医療機器総合管理センター https://www.h.u-tokyo.ac.jp/patient/depts/iryoukiki/

東京大学医学部附属病院

医医療療機機器器総総合合管管理理セセンンタターーのの設設置置とと運運営営体体制制
• 東大病院として高度医療を提供するべく、医療機

器の計画的な更新の企画立案、医療機器の安全管
理・教育研修等が重要であり、一元的に統括する
「医療機器総合管理センター」を設置。

• 院内の医療機器管理や整備の在り方等について、
センター長を中心としたタスクフォース（臨床工
学部・企画経営部・事務部各課から構成）を設置
し、情報共有・連携を図りながら組織横断的な医
療機器の管理に機動的に対応。

• センターでの活動内容や懸案事項等について院内
の「経営戦略会議」へ定期的に報告を行うことで、
外部委員等からの指摘や提案を受けつつ、病院執
行部等と連携を図りながら医療機器管理諸課題に
対応している。

期期待待さされれるる効効果果
◆医療機器の安全性・経済性・効率化を総合管理
• 全医療機器の所在と現状を把握する台帳の作成

購入・検品・研修・使用・点検・修理・廃棄の
一括管理

• 予算を考慮した機器の購入や更新の検討
• 適正な配置や数量、使用方法や点検方法の検討

◆病院全体における医療機器の安全対策
• 医療機器を使用する現場からの要望、問い合わ

せに対する一括窓口
• 安全使用者研修の効率的な企画運営により、診

療成績の向上と新規導入機器の対応
• 病院機能評価・立入検査に対する対応

22002233年年44月月第第一一回回医医療療機機器器総総合合管管理理セセンンタターー
定定例例ミミーーテティィンンググ

医療機器総合管理センター

センター長

臨床工学部
企画経営部

教員

経営戦略課長、
副課長、

予算財務Ｔ

管理課長、
副課長、

総括Ｔ、経理Ｔ

医療運営課
医療評価・安全Ｔ

総務課
教育Ｔ

※院内共通医療機器等
の保守管理、更新計画の
企画立案
※新規医療機器導入時
研修の企画立案

※計画的な医療機器
更新計画の指導・ 助言

※医療機器マスタープラ
ン取りまとめ
※医療機器等整備専門
委員会事務所掌

※医療機器購入に向け
た契約手続
※資産登録・保守管理
※医療機器安全管理
委員会事務所掌

※RM 会 議 等 で 報 告
された医療機器関連の
インシデント・安全管理
情報の共有

※新規採用者等への
医療機器安全教育研修
の調整
※新規医療機器導入時
研修の受講管理

経営戦略会議

活動報告・審議案件付議

医医療療機機器器総総合合管管理理セセンンタターー組組織織図図
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運営

医師働き方改革・医療 DX について
診療をスムースに実施するため、医師負担を軽減
へ向けた取り組み

山梨大学医学部附属病院

当直体制を見直し
院内で検討会を開催し、内科と外科で合同当直が

可能な診療科でグループを作成し、内科および外科
合同日当直体制とした。また、各診療科で院内宿直
ではない場合はオンコール体制とした。

遠隔診療を導入
2023 年 11 月より、院外でも連絡が可能なスマー

トフォンを、医師を含めたスタッフに配布した。ま
た、自宅からでも電子カルテを操作できる遠隔診療
端末（マジックコネクト）を導入し、オンコール医
師が病院外から診療に参加できる体制を構築した。
これにより、合同当直の代表医師以外は原則オン
コールとすることで医師の負担軽減に努めている。

遠隔手術指導
2024 年１月に富士吉田市立病院に遠隔手術プロ

クタリングシステムを設置し、ロボット支援手術あ
るいは腹腔鏡下手術症例を対象に、当院外科医師が
遠隔でリアルタイムに手技を指導できる体制を整え、
地域医療支援に係る医師の負担軽減を図っている。

スマホ外来呼び出しシステム
スマホ外来呼び出しシステムを運用し、患者が外

来待合で待機する必要がなくなった。院内の任意の
場所（外来ホール・スターバックス・駐車場など）
で待機いただくことが可能になり、患者満足度が 

向上した。

紹介患者予約システム
スマホからも利用可能な紹介患者予約システムを

独自開発し、紹介患者のスムーズな予約取得、受診
を可能とした。当院に患者を紹介していただける医
師に QR コードあるいは病院ホームページを利用し
て地域医療連携登録医制度に参加いただき、登録医
には専用の ID、パスを発行し、パソコン、タブレッ
ト、スマホなどから予約の空き状況を直接確認、即
時予約できるようになるなど、さらなる地域連携の
推進を図っている。

Yahgee・CITAの導入
診療文書を円滑に作成・管理し、医師やスタッフ

の働き方改革をサポートする Yahgee・CITA を導
入した。電子カルテ、放射線、内視鏡など、病院内
の複数のシステムからデータを集約・活用できる診
療支援システムとしても機能しており、医療 DX を
推進する強力なツールとなっている。

医師労務管理体制
RFID の IC タグとカードリーダーを利用した勤

怠管理システムを独自開発することにより、院内に
多数リーダーを配置し医師に負担を掛けずに労務管
理を行う体制を確立した。2023 年度には労働・研
鑽管理機能、兼業管理機能を追加し、今後はシフト
管理機能、超過勤務手当等の計算機能を追加するな
ど、継続的に強化することを予定している。

勤怠管理システムの画面（開発中）

運 

営
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運営

目指せ９０９０達成プロジェクト
医療 DX を進め、病床稼働率 90％ 
年間手術 9000 件を目指す

浜松医科大学医学部附属病院

もっと詳しく▶　浜松医科大学医学部附属病院　https://www.hama-med.ac.jp/hos/index.html

９０９０達成プロジェクトの始まり
本院は、2022 年度からアフターコロナを念頭に

病床稼働率の向上を目標にしていた。2023 年度か
らは病院長が「９０９０」活動を明言し、病床稼働
率 90 パーセント、年間手術件数 9,000 件を目指し
ている。本方針は年度初めの会議、ヒアリング等で
周知しており、院内に広く浸透している。

１．稼働率向上の取り組み
病床稼働率向上のため、2023 年５月から病床管

理システムを導入し、未来の入院予約を反映した空
床をリアルタイムで確認できるようにした。また、
DPC 入院期間Ⅱを意識した入退院を心掛けている。
病棟は 2022 年５月に臓器別センターに再編してお
り、転科転棟を見据えたベットコントロールで最適
な医療資源の投入に努めている。

２．手術件数増加の取り組み
年間手術件数 9,000 件を目標に、手術枠を効率よ

く回すことで手術件数の増加を促した。2022 年１
月に手術室を４室増室しており、ICU 及び HCU を
活用して手術件数の増加に対応している。

また、手術部、ICU 及び HCU では多くの特定看
護師を輩出している。院内の特定看護師 35 人は専
門領域を生かした活動を行い、2023 年 12 月からは
救急部でファーストナースの運用を開始した。

３．医療DXの推進
2024年度から始まる働き方改革と「９０９０」を

並走させるには、医療 DX を進めることが急務であ
る。仮想化サーバーを使用した院外カルテ連携、タ
ブレットによる診療説明、医療費後払いシステム、
デジタルサイネージは導入済みで、令和６年度には
院内 Wi-Fi の整備とあわせて AI 問診票、救急部カ
ルテシステム、外来予約システム、ベッドサイドケ
ア情報統合システムを計画している。

本院の病床数は613床、国立大学附属病院の中では
中小規模の病院である。貴重な資源である人材・情
報を効果的に運用して新たな目標に取り組んでいく。

手術部スタッフミーティング

2023年度の目標

9090 病床稼働率 ：90.0％
手術件数 ：9,000件
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手術件数：8,231件
90.0%
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2022年度実績

※年9,000件を目標とした場合、目安として月平均750件
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仮想化サーバーの構築
（院外からの電子カルテ利用）

Wi-Fi環境の整備
外来予約システム

救急部カルテシステム スマートベッドシステム

病床管理システム

タブレットによる診療説明

AI問診票

薬剤,医療材料運搬システムデジタルサイネージ

医療費後払いシステム

病棟外来棟

①医療サービスの質向上・充実化
③医療従事者の働き方改革

②医療関連業務の効率化
④利用者（患者）の利便性向上

医療従事者の働き方改革

安心して
入院できた！

院 外

わかりやすい！

附属病院におけるMDXの推進

目的

浜松医科大学におけるＭＤＸの推進
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歯 科

ICT、VR等を利用した新しい歯学臨床教育を推進する

ICT、VR の活用
生身の患者の協力を得て実施してきた従来の歯学臨
床教育は、感染症が蔓延する世界では十分に成り立た
なくなってきている。そこで、従来の ICT 教育の高
度化を図り、クロスリアリティ（XR：VR・拡張現実
（AR）・複合現実（MR）の総称）等を利用した新し
い歯学臨床教育のためのデバイス開発とその導入を推
進する。そして、ICT 技術を用いたサイバー＆リア
ルハイブリッドスペースへのデジタル教育基盤の整備
や、スキル基礎実習に対応するための教育コンテンツ
のデジタル化に取り組む。これにより、個々の学生は
自主的にスキル基礎実習の予習を行うことが可能とな
る。また、成果をデジタルデータで提出することによ
り評価が明確になる。臨床実習においては、XRおよ
び仮想空間を用いることにより、経験する症例の種類
や数の偏りをなくし、個々の学生の能力や適性に合っ
た教育を実現することが期待できる。さらに、教育シ
ステム全体が効率化され、指導者の負担軽減への寄与、
さらには教育改善の参考にもなり、学修者本位の教育
や学びの質の向上を実現できる。これらは、来るべき
Society�5.0 に向けて、国立大学病院が率先すべき取り
組みである。

XR・仮想空間を利用した新しい歯学臨床教育
の推進
クロスリアリティ（XR）を活用して、世界各地か
ら最新の教育を受けられる環境を充実させる。特に、
インタラクティブXR技能実習システムによる技能実
習を充実させ、臨床実習では、3Dデータ・3Dプリン
トした模型・XRを活用し、症例検討・模型上でのシ
ミュレーションなどの拡充を実現する。また、歯科教
育用ARシミュレーションシステムやメタバースの活
用により、歯学臨床教育における自己学習・自己評価・
標準化されたトレーニングを可能とすると共に、海外
を含めた複数施設との交流を促進し、歯科領域におけ
る教育格差の改善に努める。海外との連携も強化して、
教育と共に、研究の推進も視野に入れる。これらの取
り組みは、患者や住民のQOLの向上にも貢献するこ
とが期待される。

Society 5.0 に向けて、学生、教員、社会に配慮した ICT、AI、IoT、VR 等を利
用した新しい歯学臨床教育を推進する提言１

歯科担当では、歯学部を有する国立大学病院の歯科における教育、
研究、診療、地域医療、国際化及び口腔外科について 2023 年度
の活動報告について述べます。

歯科担当校
東京医科歯科大学病院首席副病院長　　新田 浩

Action Plan
2024 複数施設での VR・仮想空間を利用した共同臨床実習を実施

臨床実習では、 2023 年に提案したVR・AR・XR技術を活用した技能実習システムの拡充をはかり、3Dデー
タ・3Dプリントした模型を活用し、症例検討・模型上でのシミュレーションなどに応用する。サイバー＆リア
ルハイブリッドスペースへのデジタル教育基盤の整備および仮想空間の活用により、海外を含めた複数施設での
交流を促進し、臨床実習の質を
高めることで、学修者本位の教
育の実現と学びの質の向上を目
指す（図）。

ARシミュレーションシステム XR・仮想空間を活用した症例検討

歯科

提提言言１１
SSoocciieettyy  55..00  にに向向けけてて、、学学生生、、教教員員、、社社会会にに配配慮慮ししたたIICCTT、、AAII、、IIooTT、、
VVRR  等等をを利利用用ししたた新新ししいい歯歯学学臨臨床床教教育育をを推推進進すするる

複複数数施施設設ででののVVRR・・仮仮想想空空間間をを利利用用ししたた共共同同臨臨床床実実習習をを実実施施

臨床実習では、 2023年に提案したVR・AR・XR技術を活用した技能実習システムの拡充をはかり、3D
データ・3Dプリントした模型を活用し、症例検討・模型上でのシミュレーションなどに応用する。サ
イバー＆リアルハイブリッドスペースへのデジタル教育基盤の整備および仮想空間の活用により、海
外を含めた複数施設での交流を促進し、臨床実習の質を高めることで、学修者本位の教育の実現と学
びの質の向上を目指す（図）。

IICCTT、、VVRRのの活活用用

生身の患者の協力を得て実施してきた従来の歯
学臨床教育は、感染症が蔓延する世界では十分
に成り立たなくなってきている。そこで、従来
のICT 教育の高度化を図り、クロスリアリティ
（XR）等を利用した新しい歯学臨床教育のため
のデバイス開発とその導入を推進する。そして、
ICT技術を用いたサイバー＆リアルハイブリッ
ドスペースへのデジタル教育基盤の整備や、ス
キル基礎実習に対応するための教育コンテンツ
のデジタル化に取り組む。これにより、個々の
学生は自主的にスキル基礎実習の予習を行うこ
とが可能となる。また、成果をデジタルデータ
で提出することにより評価が明確になる。臨床
実習においては、XRおよび仮想空間を用いるこ
とにより、経験する症例の種類や数の偏りをな
くし、個々の学生の能力や適性に合った教育を
実現することが期待できる。さらに、教育シス
テム全体が効率化され、指導者の負担軽減への
寄与、さらには教育改善の参考にもなり、学修
者本位の教育や学びの質の向上を実現できる。
これらは、来るべき Society 5.0 に向けて、
国立大学病院が率先すべき取り組みである。

XXRR・・仮仮想想空空間間をを利利用用ししたた新新ししいい歯歯学学臨臨床床教教育育のの

推推進進

クロスリアリティ（XR）｛VR・拡張現実（AR）・複合
現実（MR）｝を活用して、世界各地から最新の教育を
受けられる環境を充実させる。特に、インタラクティ
ブXR技能実習システムによる技能実習を充実させ、臨
床実習では、3Dデータ・3Dプリントした模型・XRを活
用し、症例検討・模型上でのシミュレーションなどの
拡充を実現する。また、歯科教育用ARシミュレーショ
ンシステムやメタバースの活用により、歯学臨床教育
における自己学習・自己評価・標準化されたトレーニ
ングを可能とすると共に、海外を含めた複数施設との
交流を促進し、歯科領域における教育格差の改善に努
める。海外との連携も強化して、教育と共に、研究の
推進も視野に入れる。これらの取り組みは、患者や住
民のQOLの向上にも貢献することが期待される。

XR・仮想空間を活用した症例検討

新しい臨床実習の流れ

ICT、VR 等を利用した新しい歯学臨床教育を推進する

患者データ
（口腔内写真・CTデータなど）

3D化 XR・仮想空間の使用により複
数施設での交流（教育・研究）

臨床実習の症例検討・
シミュレーション

臨床実習の実施
デジタルデータによる

臨床実習の
評価・フィードバック

ARシミュレーションシステム

歯科担当校

東北大学・岡山大学

写真

歯科担当では、歯学部を有する国立大学病院の歯科にお

ける教育、研究、診療、地域医療、国際化及び口腔外科

について２０２３年度の活動報告について述べます。

歯科担当校

東京医科歯科大学病院首席副病院長 新田 浩
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臨床研究推進のための医科歯科連携分野の臨床研究の推進

歯科領域における医科歯科連携分野臨床研究の
推進および歯科口腔検査系の集約化
医科歯科連携における全身と口腔疾患との関連につ
いては様々な報告があるものの、大規模な多施設共同
研究での検証が必要である。そのためには、口腔関連
疾患および治療において臨床検査のプロトコルや基準
の標準化を行い、多施設のデータを共通のフォーマッ
トで収集し解析する必要がある。質の高い歯科領域の
臨床研究や疫学研究を推進することができれば、特定
臨床研究の遂行や大学病院における臨床研究中核病院
申請・維持において、歯科領域研究が有用な役割を果
たすことができる。
歯科臨床研究推進会議は、国公立大学歯学部附属病
院長会議に対して、多施設共同研究や歯科口腔検査系
の標準化について情報提供できる機関であり、これま
でも、口腔検査系の集約化、多施設共同研究の推進、
医科歯科連携関連臨床研究のエビデンス構築に関わる
情報共有や集約化を行ってきた。これらの取り組みが
次のステップに進みつつある。

ICT を用いた糖尿病医科歯科連携パスの構築
患者の歯周病と糖尿病のコントロール状態を医科歯
科双方が随時理解できるように、ICT を活用して両
疾患の検査結果を共有できるオンライン型の「糖尿病
医科歯科連携パス」を構築した。
このパスでは、診療所の外注検査データと情報提供
病院の検査データを共有できる「検査データ共有シス
テム」を利用し、HbA1c を含む糖尿病関連検査 10 項
目と、歯周状態の定量的な指標の一つとして推奨され
つつある歯周炎症表面積（PISA）を含む歯周病関連
検査８項目の結果を同時に時系列でグラフ表示可能で
ある。
すでに医科の医療機関と連携して運用を開始してい
る。今後、患者数を増やして得られたデータを収集・
分析し、両疾患の関係を明確にすることで、歯周病治
療と糖尿病治療の双方の重要性に対する医師・歯科医
師の理解を深め、糖尿病患者の医科・歯科への受診勧
奨や歯周治療の数値的到達目標の設定に役立てること
を考えている。

エビデンス構築のために歯科疾患・治療の評価系（臨床検査）の強化と特定臨床研
究を推進する提言２

Action Plan
2024 歯科金属アレルギー患者に対する医科歯科連携診療指針の確立に向けた

基盤整備

歯科金属アレルギーを疑う患者に対し、医科と歯科が連携して行うべきエビデンスに基づいた対応や治療の指
針は定まっていない。このような中、2022 年にアレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針が改正され、
アレルギー疾患医療の提供体制に『歯科医師』が追記された。これに応じ、歯科は医科と連携し、歯科金属アレ
ルギーの実態調査、診断法の確立、そして多科連携診療体制の構築に取り組むことが急務である。
2023年度に厚生労働科学研究費事業（金属アレルギーの新規管理法の確立に関する研究）の一環で、歯科医

師・医師・管理栄養士が協働し、歯
科金属アレルギーを疑う患者に対す
る歯科的対応のプロトコルが提案さ
れた。このプロトコルの内容を詰め、
医科・歯科におけるコンセンサスを
形成するとともに、各大学病院にお
ける共通運用を推進し、多施設共同
臨床研究の基盤を整備していく。こ
れにより、歯科金属アレルギーを疑
う患者に対する医科歯科連携診療指
針の確立を目指す。

22002233
年年度度

歯歯科科金金属属アアレレルルギギーーをを疑疑うう患患者者にに対対すするる歯歯科科的的対対応応ののププロロトトココルルのの提提案案
【【連連携携】】歯歯科科医医師師／／医医師師／／管管理理栄栄養養士士 （厚生労働科学研究費事業）

22002244

22002255

年年度度
医医科科・・歯歯科科ににおおけけるるププロロトトココルルののココンンセセンンササスス形形成成
各各大大学学病病院院ににおおけけるる共共通通運運用用をを推推進進

年年度度
以以降降 共共通通ププロロトトココルルをを用用いいたた多多施施設設共共同同研研究究

歯歯科科金金属属アアレレルルギギーーをを疑疑うう患患者者にに対対すするる
医医科科歯歯科科連連携携診診療療指指針針のの確確立立

歯
科
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オーラルDX・ビッグデータとAIの融合による革新的歯科医療技術創出の推進

電子カルテ等に蓄積されたデータを用いた医療
安全管理や医療の質の向上の評価
医療安全管理や医療の質の向上の観点から、歯科診
療のアウトカムとして、様々な全身疾患との関連が報
告されている歯周病に着目し、電子カルテに蓄積され
たデータの中から、歯周病患者に対する治療前と基本
治療後における歯周組織精密検査（Plaque�Control�
Record;�PCR、４mm以上のポケットの割合、Bleeding�
On�Probing;�BOP、Periodontal�Epithelial� Surface�
Area;�PESA や Periodontal� Infl�amed�Surface�Area;�
PISA）によって治療効果を算出した結果、全項目に
おいて改善が認められた。
さらに、デンタルやパノラマX線画像による骨吸
収年齢（％）を算出する等、画像集積データと実際の
歯周組織検査結果とを照合するAI を用いた総合的な
歯科医療の効果を予測するシステムの開発に繋げる準
備を行ってきた。

オーラルフレイル・口腔内バイオマーカーと全
身疾患に関するデータ集積と解析
加齢と共に口腔機能に現れるオーラルフレイルが、
早期介入で全身フレイルや要介護状態を遅らせ、健康
寿命延伸に貢献できるとの観点から、口腔内バイオ
マーカーとオーラルフレイル状態に関する集積した
データを解析した結果、口腔内バイオマーカー値は、
咀嚼・嚥下機能、粘膜湿潤度、舌口唇運動との間に有
意な相関を認め、また、糖尿病関連歯周炎高齢者群で
はオーラルフレイルの割合が非糖尿病患者群と比べて
多く、咀嚼機能や舌口唇運動機能も低下していた。糖
尿病患者群では、口腔内バイオマーカー値が有意に高
く、糖尿病が歯周病のみならずオーラルフレイル状態
及び口腔内バイオマーカーレベルに影響を与える可能
性が示唆された。今後、口腔健康状態・病態と全身と
の関連性について、歯科のみならず医科で蓄積された
ビッグデータとも照合し、さらにAI を活用した大規
模な臨床研究を促進する計画である。

オーラル・デジタルトランスフォーメーション（DX）の基盤整備を推進する提言３

Action Plan
2024 DX・ビッグデータと AI の協調による革新的オーラルサイエンス・テクノ

ロジーの推進

歯科健診や診療により電子カルテ等に蓄積される膨大な検査結果や X線画像等のビッグデータを標準化して、
時間的・空間的制限なく保存・利用可能となるデータベースを包含するサイバー空間を構築し、さらに医療安全
管理や医療の質の向上の観点からオーラルデータサイエンスを推進する。スーパーコンピューターを応用した
AI によるビッグデータ解析に
より、AI 個別化予測歯科医療
及び AI 遠隔歯科診療の実現
と共に、災害時等の緊急対応
時にも対応可能な社会システ
ムの構築、さらには、AI を搭
載した AI チェアユニット等
の診療シミュレーターの開発
実装を目指した革新的オーラ
ルサイエンス・テクノロジー
を強く推進し、わが国の口腔
医療のベースライン向上に資
する学問領域を確立する。
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地域と連携した災害歯科支援チームの整備と災害歯科医療人養成プログラム
の構築

都道府県歯科医師会と連携した「日本災害歯科
支援チーム（JDAT）」の整備
大規模災害発生時には、日本歯科医師会が基幹とな
り、被災地域の派遣要請を踏まえた厚生労働省からの
要請に基づき、緊急災害歯科医療や避難所等における
口腔衛生を中心とした公衆衛生活動を支援する日本災
害歯科支援チーム（Japan�Dental�Alliance�Team：
JDAT）が派遣される。
各国立大学病院には、各地域ごとに必要に応じた数
の JDATが配備されている。JDATのメンバーは平
時より出務時を想定した研修を行い、被災者の健康を
守り、地域歯科医療の復旧を支援する役割を担える能
力を向上させている。さらに、災害発生時にそれぞれ
の地域における被災状況を収集し、その情報を都道府
県歯科医師会などの災害歯科対策本部へと繋ぎ、かつ
必要に応じた支援チーム派遣要請を提言する等のロジ
スティックス能力向上も目指している。また、在住地
域が被災した場合の現地支援活動コーディネーターと
しての受援活動能力向上の研修も行なっている。

多職種連携の災害支援を担う災害歯科医療人養
成プログラムの構築
九州地区で発生した自然災害をモデルとして、被災
住民の食事・栄養関連の医療支援や災害関連死（特に
誤嚥性肺炎）予防のための、亜急性期～慢性期～復興
期の災害時歯科口腔医療支援活動に関する教育プログ
ラムを構築した。災害の規模、タイプ、フェーズに応
じた災害時の医療支援活動について体系的かつ包括的
に学ぶことができるものを構築した。講義内容の概要
は①緊急歯科医療支援、②災害時の歯科保健医療支援
活動、③受援コーディネートについて講義している。
JDATメンバーの平時における災害医療研修に活用し
ている。また、より実践的な訓練を取り入れるため、
災害医療支援活動経験がある歯科医師及び歯科衛生士
を講師とした研修も取り入れている。
2018 年度選定文部科学省 GP 課題解決型高度医療
人養成プログラム採択校の東北大学、新潟大学、熊本
大学の災害歯科口腔医学の内容も取り入れ、充実化を
図っている。

災害拠点病院として「災害派遣歯科医療チーム」を配備し、災害フェーズ（超急性
期～慢性期～復興期）に合わせた、長期的視野で多職種連携医療活動をする災害医
療体制を強化する

提言４

Action Plan
2024 災害歯科口腔医療人材育成のさらなる拡大と実動性向上に向けたプログラ

ム改訂

災害歯科口腔医療人材教育実績のある大学は、教育活動を全国に向けて拡大する。教育ツールも可及的に共有
し、各地域に適した内容、特に受援コーディネートに着目した内容に改訂する。日本歯科医師会と連携し、
JDAT隊員の育成を主目的とするが、災害医学会とも連
携し、多業種、多職種も対象として拡大展開する。内容
もシミュレーション演習などを取り入れ、支援活動の実
践的な内容を含むプログラムとする。
さらに、各国立大学病院間で JDATの実践的活動を視

野に入れた災害歯科口腔医療研修会を開催する仕組みの
構築・普及を図る。成果として、当研修会の講師 - 受講
者間および受講者間同士で平時より「顔の見える関係性」
が構築され、災害歯科医療支援ネットワークを拡大し、
災害歯科医療支援養成時に早急なチーム編成及び国立大
学病院 JDATの迅速かつ適切な対応ができる体制づくり
が期待できる。

国立大学
病院

医師会
歯科医師会
二次医療圏

相互支援構築
モデルとして
全国に波及

全
国
国
立
大
学
病
院

災
害
医
療
人
材

平
時
よ
り
『
顔
の
見
え
る
関
係
性
』
の
構
築

医科・歯科・
行政を含む
職種横断的
専門的医療
支援チームの
育成

・九州で相互支援体制の構築（九州モデル）
・地域連携、広域相互支援に対応する医療
支援を担う人材の養成

職種横断的
専門医療支援チーム

提言４下

歯
科
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異分野連携の社会環境口腔医学研究基盤の整備と歯科的個人識別法の検討

医工学分野と連携した社会環境口腔医学研究推
進拠点の形成
人工知能（AI）などの医工学テクノロジーを活用
した法歯学的医療シーズの開発につなげる研究基盤の
構築・整備を進めている。国立大学病院歯科部門と法
医学・法歯学研究分野や大学病院災害医療担当部署と
の連携をはじめ、工学系研究分野や IT機器関連企業
および臨床研究推進分野とも緊密に連携し、歯科的個
人識別法開発研究基盤の整備を進めている。

効率的な歯科的個人識別システム開発研究推進
2020 年４月に施行された「死因究明等推進基本法」
により個人識別のための死体の科学捜査の充実及び個
人識別に係るデータベースの整備が明文化され、歯科
医師の身元確認に係る役割はこれまでより明確になっ
ている。大規模災害時の歯科的個人識別業務において
は、担当する一部の歯科
医には膨大な身体的、精
神的負担が生じる。そこ
で国立大学病院歯科部門
では、口腔内 3Dスキャ
ナとAI を活用した歯科
所見採取システムの研究
を推進している。また、
法歯学的な医療活動を担
うことができる人材育成
も行なっている。

歯科的口腔情報の大規模データベース構築および照合・判定システム開発に向けた、
医工学技術を利用した研究を推進し、法歯学的医療活動の効率化を図る提言５

社会環境口腔医学推進拠点の形成

医学・歯学研究分野

法医学分野
法歯学分野

異分野連携

大学病院医科部門

DMAT、DPAT等
災害医療担当部署

工学系研究分野

医科歯科連携

提言５左上

大学病院
歯科部門

AI、ICT、IoT
研究分野

臨床研究推進分野
大規模データベース
管理・運営相談

口腔内スキャナ画像

┗6 FMCと認識

AI 機械学習

提言５右上

Action Plan
2024 大規模災害時の歯科的個人識別に有効なシステム開発の研究推進

学内で構築した社会環境口腔医学研究基盤と、地域の歯科医師会等の医療団体機関、行政機関、公安機関およ
び関連企業の連携体制を強化し、犯罪、虐待、身元不明者個人識別などに対するAI 等の医用工学的手法を活用
した科学捜査法、及び歯科的個人識別法の開発研究を推進する。社会環境口腔医学研究・臨床に特化した拠点を
大学病院内に形成することで、研究・教育から実践活動まで医科歯科が連携したシームレスな実践的社会環境口
腔医学プラットフォームとして稼働させる。歯科医療者－工学系研究者が連携した社会環境口腔医学研究を基盤
として、本邦で頻発する大規
模自然災害に対応した研究の
推進が急務である。大規模災
害時に歯科医師の大きな負担
となる歯科的個人識別業務を、
医工連携により、歯科衛生士
や歯科技工士の他、警察等も
参画できるシステム開発を目
的とした研究を推進する。結
果、災害時歯科医療の業務改
革を目指す。

社会環境口腔医学推進拠点の形成

行政医師会
歯科医師会

企業
研究施設

警察
公安機関

•様々な社会問題に負けない地域医療システムの提供
•有効な社会医学的知見エビデンスの構築
•法歯学医療活動を提供できる人材育成

成 果

多機関との有機的連携

 実践的社会医学教育の充実と
人材育成

 先端的な大規模臨床介入研究
の実施

 AI技術を活用した先端的医療技
術の開発研究

 災害医学、法歯学システムの
構築

 迅速な災害医療体制の構築

 多医療職種との平時からの
『顔の見える関係性』構築

提言５下
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感染症動向などに対応した情報交換・技術的指導などの国際連携体制の構築

高齢者歯科医療の先駆的取り組み
グローカル教育研究拠点・鹿児島大学の一環として、
鹿児島大学大学院歯学研究科内に「地域連携高齢者歯
科医療センター（センター長：南弘之教授）」を設置し、
このセンターを基盤に、ニーズの高い高齢者の地域歯
科医療ならびに我が国と同様に高齢化が社会現象と
なっている諸外国との国際連携体制を一層強化する。
その基盤の強化に資する歯学教育の国際相互交流を推
進してゆく。

海外の歯科大学との歯学教育連携
鹿児島大学では、部局間協定のあるアイルランガ大
学（インドネシア）やマラヤ大学、慶熙大学校（韓国）、
高雄医学大学（台湾）、香港大学（中国）との間で、
相互の歯学部学生が相手校を訪問し海外研修が行われ
ている。

北海道大学では、インバウンドとして台北医科大学
から本学へ５名の学部学生の留学、香港大学から本学
へ３名の学部学生の留学、全北大学へ本学より１名の
学部学生の留学、をサポートした。一方、マルメ大学
へ本学より１名の大学院生の留学をサポートし、さら
にウメオ大学へ本学より３名の学部学生の留学をアウ
トバウンドとしてサポートした。

日本渡航医学会との協調
日本渡航医学会は 2023 年、「グローバルヘルス合同
大会 2023」として、日本熱帯医学会大会、日本国際
保健医療学会学術大会、国際臨床医学会学術集会との
合同開催として行われた。2023 年度は歯科部会とト
ラベルクリニックとの共同開催にて「Various 
Problems Facing After COVID-19 Pandemic Related 
with Travel Medicine」と題して合同シンポジウム
が開催された。この中で、佐藤嘉晃（北海道大学大学
院歯学研究院�）がシンポジストとして「Various 
Problems Facing After COVID-19 Pandemic Related 
with Travel Medicine - Focusing on Perspectives in 
Dental Education -」のタイトルで発表を行った。発
表中、今後の「歯科トラベルクリニック」の可能性に
ついて言及している。

世界をリードする高齢者歯科医療の先駆者として、歯科医療と歯学教育における国
際連携体制を構築する提言６

Action Plan
2024 芽生えた歯科医療・歯学教育、研究の国際連携体制を一層強化する

提言６「世界をリードする高齢者歯科医療の先駆者と
して、歯科医療と歯学教育における国際連携体制を構築
する」を実践するため、連携のある海外の歯科大学との
歯科診療・歯学教育連携および国際間研究を促進し、諸
外国の高齢者歯科の需要の高まりを背景として診療体制
の国際化を一層強化する。また、ダイバーシティを世界
的視野で共有し、その成果を地域の高齢者歯科医療・歯
学教育に還元する。

遠隔教育

制度設計･環境
･体制の整備

人事交流

広域ネットワーク
の構築

高齢化歯科医療の確立・普及海外の病院との
歯科教育・医療連携強化

学生や歯科医師の
相互派遣体制の強化

インバウンド/アウトバウンドに
対する体制整備と強化

高齢化歯科医療に対する先駆的国際連携体制

遠隔診療

Metaverse

連携のある海外の歯科大学との
国際間研究の推進

歯科トラベルクリニック

芽芽生生ええたた
歯歯科科医医療療・・歯歯学学教教
育育、、研研究究のの国国際際連連
携携体体制制のの強強化化・

ダイバーシティの共有

歯
科
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歯科口腔外科領域の救急患者に対する質の高い診療ネットワークの構築
（千葉大学医学部附属病院）

口腔外科領域における地域包括的連携医療のあ
り方
千葉県内の休日における歯科救急は、各地区に設置
されている休日歯科診療所にて応急処置を中心に対応
している。多くの場合、歯牙や歯肉の疼痛を訴える症
例であるため、処置が終了した際に、かかりつけ歯科
医院を受診するするように促され終診となる。また、
休日歯科診療所がない地域では、医科の救急外来を受
診し、投薬だけを受けるケースも見受けられる。しか
し、顎顔面外傷や頭頸部重度感染症等で口腔外科的加
療が必要な場合も少なからず存在するため、緊急を要
する場合の体制作りは必要不可欠である。口腔外科領
域の救急患者が適切な時間で、適切な医療の提供を受
けることが可能になる体制の構築が本提言の最重要課
題である。
千葉県の医療圏は 9つにブロック分けられており、
それぞれに拠点病院が配置されている。それらの多く
の施設は千葉大学の関連病院として良好に機能してい
るものの、口腔外科領域の緊急体制においては、ブロッ
クを跨いだ病院間の連携は乏しいのが現状である。そ
こで、その地域における拠点病院の拡充および千葉大
学病院を中心とした拠点病院間の密な連携構築を実現
するため、千葉大学病院がハブとなるネットワークが
必要と考えた。

そこで 2023 年度は、口腔外科領域における地域包
括的連携医療の構築を目指すため、下図に示すように、
千葉大学病院歯科・顎・口腔外科、千葉県歯科医師会、
千葉県内基幹病院歯科口腔外科の実務者による連携会
議（千葉大学歯科口腔外科関連病院連絡会議）を開催
し、歯科救急患者の診療体制の各病院における基本ス
タンスを共有した。年 2回程度の会議開催することを
申し合わせ事項として共有し、本会議において口腔外
科領域の救急患者の連携等、さまざまな案件について
協議することで、スピード感のある医療連携を進めた
いと考えている。

救急・災害時を含めた地域包括口腔医療システムの口腔医療の拠点としての役割を
果たすため、口腔科学研究・医療を広く推進する統合的医療研究体制を構築する提言７

Action Plan
2024 災害時や救急時における歯科口腔外科領域の診療ネットワークの構築

2024 年の年頭に能登半島において未曾有の地震災害が発生した。災害時の歯科保健医療に求められることは、
誤嚥性肺炎等の感染症対策を視野に入れて的確かつ迅速に対応するだけでなく、災害発生時の緊急災害歯科医療
や、避難所における口腔健康管理を中心とした公衆衛生活動を通じて被災者の健康を守り、地域歯科医療の復旧
を支援することである。
平時から災害時や救急時における地域における災害歯科医療の構築を積み重ねることで、いざ有事の際にも、

被災者目線で有効な歯科保健の提供が可能と考える。2023
年度に発足した「千葉大学歯科口腔外科関連病院連絡会議」
にて救急歯科医療に加えて、災害時歯科医療のネットワーク
を構築することで、国立大学病院歯科口腔外科という特徴を
活かした災害歯科保健医療を展開することが可能と考える。
本学に所属する日本災害歯科支援チーム・コーディネーター
と千葉県歯科医師会所属のコーディネーターは共に「千葉大
学歯科口腔外科関連病院連絡会議」のメンバーであるため、
より細かい連携が可能と考える。2024年度は、この診療ネッ
トワークの構築を主軸としたAction Plan を提案する。
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東京医科歯科大学病院

医科歯科連携の最前線！
様々な診療科と連携して入院患者の口の健康をサ
ポートする取り組み

歯科

東京医科歯科大学病院オーラルヘルスセンター
（OHC）について
東京医科歯科大学病院オーラルヘルスセンターで
は、入院患者の口の健康をサポートするために、医
系と歯系のさまざまな診療科と連携しながら、術前
からの口の衛生管理や早期からの歯科治療を行って
いる。また、入院中に口腔内にトラブルが発生した
り、食べる機能が低下した場合には迅速に対応し、
患者に寄り添いながら退院まで細やかにサポートし
ている。
当センターは 2021 年１月に開設されて以来、連
携する診療科を増やし、多くの患者の診療を行って
きた。OHCへ歯科介入依頼をした診療科は全 35 科
であり、最も多いのが麻酔科外来で、次いで頭頚部
外科や泌尿器科であった。依頼内容としては周術期
口腔機能管理であり、全体の約 16％を占めた。

医科歯科大学病院の特性を生かした病院横断的
な取り組み
入院患者は、全身疾患の影響や入院生活の影響に
より、口の衛生状態や機能が悪化しやすくなる。そ
の状態をそのままにすると、誤嚥性肺炎などの合併
症のリスクが高まる。また、食事摂取が進まなくな
り、栄養状態が悪化したり、美味しく口から食べら
れないことによる患者の生活の質（QOL）の低下
にもつながる。これらを予防するためにも、入院前
からの早期歯科介入が重要となる。
入院中は週１回以上の往診を行い、患者の口の状
況をアセスメントしながら、退院後も患者自身もし
くは家族などが口の健康を維持できるようADLの
回復に合わせたセルフケア支援も行っている。
当センターは口腔外科や歯周病、老年歯科、障害
者歯科などの専門医と専従の歯科衛生士が所属して
おり、患者の口腔内の問題について包括的に対応で
きるようにしているだけでなく、医科病棟でのカン
ファレンスにも参加し、医系スタッフとも密に情報
共有を行っている。
今後はさらに医科歯科連携を強化できるように�
スタッフ一同尽力していきたい。

もっと詳しく▶　東京医科歯科大学病院オーラルヘルスセンター　https://www.tmd.ac.jp/dent_hospital/medical/oral-health.html

OHC スタッフの集合写真OHC への依頼内容（2021/1-2023/6）

OHC への依頼元（2021/1-2023/6）

歯 

科
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大阪大学歯学部附属病院

快適歯科診療空間の構築
働き方改革のための歯科診療センシングによる 
安全衛生と医療の質の両立

歯科

歯科診療空間の定量評価の必要性
大阪大学歯学部附属病院では歯科で唯一の独立し
た国立の歯科専門病院として、安全安心な空気質と
患者と医療従事者のこころを癒すクリニックの実現
を目指している。歯科臨床では診療時の不安や恐怖、
その管理不足による治療成績の低下が問題となって
いる。また、歯科用ハンドピース等の高速切削器具
を用いることで発生する粉塵・エアロゾルへの直接
的被曝や、緩やかに進行する空気汚染への曝露も問
題となっている。こうした課題を、生化学・物理学
と IoT を相補的に利用した計測である Dual-mode
センシングを実現することで解決する。具体的には、
診療施設空間での光や音、臭い、温度や体感温度、
人の移動などの非接触・接触センシング（診療時の
不安や恐怖に対する戦略的管理）を行い、そして、
診療施設空間における細菌・ウィルスを含む粉塵・
エアロゾルを収集し、生化学的な検査で不快臭等の
原因や感染物質の有無を調査（空気汚染による安全
衛生面での管理）する。

共創する５つの研究テーマ
本構想は次の５つのワーキンググループ（WG）
に分かれて実施されている。
①　�飛沫のメタゲノム解析：診療室の空気中を漂う
飛沫に存在すると予想されるマイクロバイオー
ムをメタゲノム解析

②　�飛沫シミュレーション：飛沫の飛散をスパコン
を用いて可視化し、診療室での飛沫の飛散への
空気デバイスの影響を評価

③　�歯科診療情報基盤構築：歯科診療空間の状態を
モニタリング可能な情報基盤システムを導入し、
診療室の状況をセンシングしながら適切な空気
環境を構築するアルゴリズムを発見

④　�空気デバイス評価：飛沫のシミュレーション、
メタゲノム解析、空気情報基盤から得られた知
見を集約した空気デバイスの設計

⑤　�歯科診療バイタル計測：診療時の不安や恐怖に
対する戦略的管理を目指し、歯科診療室内の空
気デバイスの変化に人が示す反応を定性的、定
量的に評価

もっと詳しく▶　ソーシャル・スマートデンタルホスピタル（S2DH）プロジェクト　https://s2dh.org
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東京医科歯科大学病院

新たな嚥下機能評価法の開発
筋シナジー解析を利用したウェアラブルな検査方
法の開発

歯科

より簡便に嚥下機能を検査することができる新
たなシステムの必要性
2022 年の誤嚥性肺炎による死亡者数は５万人を
超え、日本の死亡原因の第６位となっており、罹患
者のうち 75 歳以上が約７割を占める。超高齢社会
となった本邦において、誤嚥性肺炎予防と関連し、
摂食嚥下障害の早期発見と対応は非常に重要な課題
である。現在、嚥下障害の精査としては嚥下内視鏡
検査（VE）および嚥下造影検査（VF）が用いられ
ている。VEは、鼻音腔喉頭ファイバーを用いて咽
頭や食塊の動態を評価する方法である。VFは、X
線透視下で造影剤入りの検査食を食べてもらい、口
腔、咽頭、喉頭、食道そして食塊の動きを評価する。
患者は、状態が重篤化してからこれらの検査を目
的に受診することも少なくない。したがって、より
簡便に、自宅や介護老人施設等で誤嚥のリスクや嚥
下機能の異常の有無を発見できる手段が求められる。
本プロジェクトでは、より簡便に嚥下機能を検査
できる機器の開発・実用化を目指すことを目的とし
ている。

筋シナジー解析を応用した新しい嚥下機能評価
機器の概要
体表から非侵襲的に嚥下時の筋活動を計測し筋シ
ナジー解析によって信号を摂食嚥下のフェーズ毎に
細分化、嚥下機能を定量化・評価する。どのフェー
ズで異常が起こっているかを非侵襲的かつ簡便に明
らかにできる。

もっと詳しく▶ 東京医科歯科大学摂食嚥下リハビリテーション科　https://www.tmd.ac.jp/dent_hospital/medical/rehabilitation.html

今後の可能性
今後、量産試作の段階で、長崎大学病院および東
京医科歯科大学病院において、摂食嚥下障害のない
健常者および外来受診している摂食嚥下障害患者を
対象として、従来の検査方法である嚥下内視鏡検査、
嚥下造影査との同期計測を行い、開発したウェアラ
ブル機器の臨床的意義や有用性を検証する予定であ
る。
記録したデータを臨床的視点から考察するため、
検査で得られる臨床的初見（誤嚥の有無、リスク、
問題個所等）を収集し、また、患者および健常者と
もに、食事摂取状況（食事摂取量、食事形態等）、
口腔機能低下症の検査項目等の基礎データを収集す
る。本成果は、加齢や疾患に伴う誤嚥・窒息リスク
の評価や、要介助者・要介護者の摂食場面を見守る
嚥下モニターに展開できると期待される。

歯
科
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東京医科歯科大学病院

要支援者の新たな食支援
発酵食品と炭酸飲料の医学的な効果検証

歯科

食を通した健康維持への取り組み
支援を要する者（要支援者）は嚥下機能が低下し、
摂取可能な食品が制限され食事形態も低下する。ま
た機能を回復するために嚥下リハビリテーション
（嚥下リハ）が必要となる。そこで食支援の観点から、
（１）発酵食品摂取による腸内細菌叢の変化、（２）
炭酸とろみ水を用いた嚥下リハに関する２つの研究
に取り組んでいる。
（１）発酵食品の摂取は健常者の腸内細菌叢を改
善する。近年、漬物などの日本伝統の発酵食品が注
目されているが、要支援者の食事に提供されること
はほぼ無い。そこで要支援者でも食べやすい漬物を
開発し、その摂取前後で腸内細菌に変化がみられる

かを調査する。
（２）炭酸飲料は嚥下反射惹起を促す。しかし嚥
下障害患者は、炭酸飲料を摂取できない。そこで、
我々は炭酸飲料にとろみをつけた炭酸とろみ水を考
案した。（２）では、実際に炭酸とろみ水を嚥下リ
ハに用いた場合の有効性を調査する。

将来的展望
最終的な達成目標は、斬新な食支援の有効性を科
学的な根拠をもって証明することである。エビデン
スに基づく「食支援」のあり方を、医療介護福祉お
よび一般社会に普及させ、広く国民の健康増進に貢
献したい。

もっと詳しく▶　東京医科歯科大学摂食嚥下リハビリテーション科　https://www.tmd.ac.jp/dent_hospital/medical/rehabilitation.html

取り組みの概念図

歯科

要支援者が健康な生活を営むための食を通した
革新的な支援

もっと詳しく： 東京医科歯科大学摂食嚥下リハビリテーション科 
https://www.tmd.ac.jp/dent_hospital/medical/rehabilitation.html

東京医科歯科大学摂食嚥下リハビリテーション科

食食をを通通ししたた健健康康維維持持へへのの取取りり組組みみ
支援を要する者（要支援者）は嚥下機能が低下し、摂取可能な食品が制限され食事形態も低下する。また

機能を回復するために嚥下リハビリテーション（嚥下リハ）が必要となる。そこで食支援の観点から、(1)発酵食
品摂取による腸内細菌叢の変化、(2)炭酸とろみ水を用いた嚥下リハに関する2つの研究に取り組んでいる。
(1)発酵食品の摂取は健常者の腸内細菌叢を改善する。近年、漬物などの日本伝統の発酵食品が注目され
ているが、要支援者の食事に提供されることはほぼ無い。そこで要支援者でも食べやすい漬物を開発し、そ
の摂取前後で腸内細菌に変化がみられるかを調査する.
(2)炭酸飲料は嚥下反射惹起を促す。しかし嚥下障害患者は、炭酸飲料を摂取できない。そこで、我々は炭酸
飲料にとろみをつけた炭酸とろみ水を考案した。(2)では、実際に炭酸とろみ水を嚥下リハに用いた場合の有
効性を調査する。

取取りり組組みみのの概概念念図図

将将来来的的展展望望
最終的な達成目標は、斬新な食支援の有効性を科学的な根拠をもって証明することである。エビデンスに

基づく「食支援」のあり方を、医療介護福祉および一般社会に普及させ、広く国民の健康増進に貢献したい。

要支援者はさまざまな要
因（機能の低下、食品や訓
練食の制限等）で、食べる
意欲が低下する。「食」に
対する意欲減退は低栄養
や体重減少、生活状況に
悪影響をおよぼし、要介護
度の重症化につながる
（ ）。「食」や「栄養」との
親和性が高い支援は、腸
内環境や食事形態の改善
など、「食べる意欲」向上を
導く可能性がある（ ）。こ
のような医師・歯科医師に
よる食支援は、要介護度の
重症化を予防し、要支援者
が健康な生活を営むため
の革新的な支援になり得る。
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「将来像実現化　年次報告2023／行動計画2024」発刊にあたり執筆・編集等でご協力いただいた皆様を当時のご所属にて掲載しております。

編集協力いただいた皆様（敬称略）

地
域
医
療

田村　郁 東京医科歯科大学病院
蒲田　敏文 金沢大学附属病院
谷口　巧 金沢大学附属病院
山下　太郎 金沢大学附属病院
山村　修 福井大学医学部附属病院
工　穣 信州大学医学部附属病院
牛越　博昭 岐阜大学医学部附属病院
前田　嘉信 岡山大学病院
森実　真 岡山大学病院
金西　賢治 香川大学医学部附属病院
岡野　圭一 香川大学医学部附属病院
寺尾　岳 大分大学医学部附属病院
梅村　武寛 琉球大学病院
奥村　耕一郎 琉球大学病院

国
際
化

渥美　達也 北海道大学病院
豊嶋　崇徳 北海道大学病院
斉藤　敦志 弘前大学医学部附属病院
鈴木　拓児 千葉大学医学部附属病院
山内　敏正 東京大学医学部附属病院
髙橋　淳 信州大学医学部附属病院
池田　智明 三重大学医学部附属病院
成島　三長 三重大学医学部附属病院
中田　研 大阪大学医学部附属病院
伊藤　智雄 神戸大学医学部附属病院
髙木　康志 徳島大学病院
清水　周次 九州大学病院
中島　直樹 九州大学病院
橋口　照人 鹿児島大学病院

運
　
　
営

張替　秀郎 東北大学病院
原　晃 筑波大学附属病院
平松　祐司 筑波大学附属病院
横手　幸太郎 千葉大学医学部附属病院
大鳥　精司 千葉大学医学部附属病院
田中　栄 東京大学医学部附属病院
藤井　靖久 東京医科歯科大学病院
中村　雅史 九州大学病院

歯
　
　
科

佐藤　嘉晃 北海道大学病院
江草　宏 東北大学病院
鵜澤　一弘 千葉大学医学部附属病院
新田　浩 東京医科歯科大学病院
多部田　康一 新潟大学医歯学総合病院
林　美加子 大阪大学歯学部附属病院
上岡　寛 岡山大学病院
柿本　直也 広島大学病院
湯本　浩通 徳島大学病院
前田　英史 九州大学病院
鵜飼　孝 長崎大学病院
杉村　光隆 鹿児島大学病院

教
　
　
育

高橋　誠 北海道大学病院
前野　哲博 筑波大学附属病院
伊藤　彰一 千葉大学医学部附属病院
江頭　正人 東京大学医学部附属病院
藤井　靖久 東京医科歯科大学病院
山脇　正永 東京医科歯科大学病院
高村　昭輝 富山大学附属病院
錦織　宏 名古屋大学医学部附属病院
髙折　晃史 京都大学医学部附属病院
片岡　仁美 京都大学医学部附属病院
渡部　健二 大阪大学医学部附属病院
蓮沼　直子 広島大学病院
新納　宏昭 九州大学病院
大屋　祐輔 琉球大学病院

診
　
　
療

林　達哉 旭川医科大学病院
元井　冬彦 山形大学医学部附属病院
池田　佳生 群馬大学医学部附属病院
久米　春喜 東京大学医学部附属病院
桐戸　敬太 山梨大学医学部附属病院
清水　雅仁 岐阜大学医学部附属病院
小寺　泰弘 名古屋大学医学部附属病院
丸山　彰一 名古屋大学医学部附属病院
坂田　泰史 大阪大学医学部附属病院
安達　伸生 広島大学病院
坂井　孝司 山口大学医学部附属病院
河野　崇 高知大学医学部附属病院
田中　靖人 熊本大学病院
河上　洋 宮崎大学医学部附属病院

研
　
　
究

佐藤　典宏 北海道大学病院
青木　正志 東北大学病院
荒川　義弘 筑波大学附属病院
花岡　英紀 千葉大学医学部附属病院
田中　栄 東京大学医学部附属病院
森豊　隆志 東京大学医学部附属病院
小池　竜司 東京医科歯科大学病院
水野　正明 名古屋大学医学部附属病院
永井　洋士 京都大学医学部附属病院
髙折　晃史 京都大学医学部附属病院
名井　陽 大阪大学医学部附属病院
四方　賢一 岡山大学病院
戸高　浩司 九州大学病院
坂上　拓郎 熊本大学病院

地
域
医
療

石井　正 東北大学病院
南谷　佳弘 秋田大学医学部附属病院
渡邊　博之 秋田大学医学部附属病院
髙橋　直人 秋田大学医学部附属病院
小和瀬　桂子 群馬大学医学部附属病院
竹内　公一 千葉大学医学部附属病院
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